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(57)【要約】
　ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯
域及び非ライセンスＲＦ帯域における無線デバイスと無
線ネットワークとの間の時間分割ベースの通信のための
装置及び方法を開示する。無線デバイスは、ライセンス
ＲＦ帯域におけるプライマリセル（primary cell：Ｐｃ
ｅｌｌ）のプライマリコンポーネントキャリア（primar
y component carrier：ＰＣＣ）を介して、非ライセン
スＲＦ帯域におけるセカンダリセル（secondary cell：
Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポーネントキャリア（se
condary component carrier：ＳＣＣ）を介したダウン
リンク（downlink：ＤＬ）データ送信を示すダウンリン
ク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）
を受信する。無線デバイスは、ＳＣＣを介してＤＬデー
タ送信の一部を受信し、それに応じて、ＰＣＣを介して
制御メッセージを送信する。無線デバイスは、スケジュ
ーリング要求（scheduling request：ＳＲ）をｅＮｏｄ
ｅＢに送信し、ライセンスＲＦ帯域と非ライセンスＲＦ
帯域との組み合わせにおいてアップリンク（ＵＬ）送信
機会を受信する。無線デバイスは、非ライセンスＲＦ帯
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線ネットワークの無線ネットワーク装置であって、前記無線ネットワーク装置は、
　ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域及び非ライセンスＲＦ帯域にお
いて時間分割ベースで通信するように構成可能なセルラー無線サブシステムと、
　前記セルラー無線サブシステムに通信可能に結合された処理回路であって、前記無線ネ
ットワーク装置に、
　　前記ライセンスＲＦ帯域におけるプライマリセル（primary cell：Ｐｃｅｌｌ）のプ
ライマリコンポーネントキャリア（primary component carrier：ＰＣＣ）を使用して、
前記無線ネットワーク装置と無線通信デバイスとの間の接続を確立させ、
　　前記非ライセンスＲＦ帯域におけるセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）
のセカンダリコンポーネントキャリア（secondary component carrier：ＳＣＣ）を介し
た少なくとも１つの次のダウンリンク（ＤＬ）データ送信を示すダウンリンク制御情報（
downlink control information：ＤＣＩ）を生成させ、前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介
して当該ＤＣＩを前記無線通信デバイスに送信させ、
　　前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記ＳＣＣを介して、前記無線
通信デバイスに、前記ＤＬデータ送信を送信させ、
　　前記無線通信デバイスから、前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記
ＰＣＣを介して、前記ＤＬデータ送信の少なくとも一部分の受信が成功しなかったことを
示すハイブリッド自動再送要求（hybrid automatic repeat request：ＨＡＲＱ）否定応
答（ＮＡＣＫ）メッセージを受信したことに応じて、前記非ライセンスＲＦ帯域における
前記Ｓｃｅｌｌの前記ＳＣＣを介して、前記無線通信デバイスに、前記ＤＬデータ送信の
前記少なくとも一部分を再送信させるように構成されている、
　処理回路と、
　を備える、無線ネットワークの無線ネットワーク装置。
【請求項２】
　前記ＤＣＩは、前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介した
少なくとも１つの次のＤＬデータ送信を更に示し、
　前記処理回路は、前記無線ネットワーク装置に、前記非ライセンスＲＦ帯域における前
記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記無線通信デバイスに、前記ＤＬデータ送信の少
なくとも第２の部分を送信させるように更に構成されている、
　請求項１に記載の無線ネットワーク装置。
【請求項３】
　無線ネットワークの無線ネットワーク装置であって、前記無線ネットワーク装置は、
　ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域及び非ライセンスＲＦ帯域にお
いて時間分割ベースで通信するように構成可能なセルラー無線サブシステムと、
　前記セルラー無線サブシステムに通信可能に結合された処理回路であって、前記無線ネ
ットワーク装置に、
　　前記ライセンスＲＦ帯域におけるプライマリセル（primary cell：Ｐｃｅｌｌ）のプ
ライマリコンポーネントキャリア（primary component carrier：ＰＣＣ）を使用して、
前記無線ネットワーク装置と無線通信デバイスとの間の接続を確立させ、
　　前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記ネット
ワーク装置への送信のために利用可能な保留中のアップリンク（uplink：ＵＬ）データを
示すスケジューリング要求（scheduling request：ＳＲ）メッセージを受信させ、
　　前記無線ネットワーク装置から、前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記非ライ
センスＲＦ帯域のセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポー
ネントキャリア（secondary component carrier：ＳＣＣ）を介した１つ以上の次のＵＬ
送信機会を示すダウンリンク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）を送信
させ、
　　前記無線通信デバイスから、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前
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記ＳＣＣを介して、前記ＵＬデータの少なくとも一部分を受信したことに応じて、前記ラ
イセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記無線通信デバイス
に、制御メッセージを送信させる、
　処理回路と、
　を備える、無線ネットワークの無線ネットワーク装置。
【請求項４】
　前記制御メッセージは、前記ＵＬデータの前記少なくとも一部分の受信が成功したと前
記無線ネットワーク装置が判定した時には、ハイブリッド自動再送要求（hybrid automat
ic repeat request：ＨＡＲＱ）肯定応答（acknowledgement：ＡＣＫ）メッセージを含む
、請求項３に記載の無線ネットワーク装置。
【請求項５】
　前記制御メッセージは、前記ＵＬデータの前記少なくとも一部分の受信が成功しなかっ
たと前記無線ネットワーク装置が判定した時には、ハイブリッド自動再送要求（hybrid a
utomatic repeat request：ＨＡＲＱ）否定応答（negative acknowledgement：ＮＡＣＫ
）メッセージを含む、請求項３に記載の無線ネットワーク装置。
【請求項６】
　前記ＤＣＩは、前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介した
ＵＬ送信機会を更に示す、請求項３に記載の無線ネットワーク装置。
【請求項７】
　前記処理回路は、前記無線通信デバイスから、前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐ
ｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記ＵＬデータの少なくとも第２の部分を受信したこと
応じて、前記無線ネットワーク装置に、前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌ
の前記ＰＣＣを介して前記無線通信デバイスに第２の制御メッセージを送信させるように
更に構成されている、請求項６に記載の無線ネットワーク装置。
【請求項８】
　前記第２の制御メッセージは、前記ＵＬデータの前記少なくとも第２の部分の受信が成
功したと前記無線ネットワーク装置が判定した時には、ハイブリッド自動再送要求（hybr
id automatic repeat request：ＨＡＲＱ）肯定応答（acknowledgement：ＡＣＫ）メッセ
ージを含む、請求項７に記載の無線ネットワーク装置。
【請求項９】
　前記第２の制御メッセージは、前記ＵＬデータの前記少なくとも第２の部分の受信が成
功しなかったと前記無線ネットワーク装置が判定した時には、ハイブリッド自動再送要求
（hybrid automatic repeat request：ＨＡＲＱ）否定応答（negative acknowledgement
：ＮＡＣＫ）メッセージを含む、請求項７に記載の無線ネットワーク装置。
【請求項１０】
　無線通信デバイスであって、
　セルラー無線サブシステムと、
　無線ローカルエリアネットワーク（wireless local area network：ＷＬＡＮ）無線サ
ブシステムと、
　前記セルラー無線サブシステム及び前記ＷＬＡＮ無線サブシステムに通信可能に結合さ
れた処理回路であって、前記処理回路は、前記無線通信デバイスに、
　　ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域におけるプライマリセル（pri
mary cell：Ｐｃｅｌｌ）のプライマリコンポーネントキャリア（primary component car
rier：ＰＣＣ）を使用して、無線ネットワークの前記無線通信デバイスとｅＮｏｄｅＢと
の間の接続を確立させ、
　　前記ｅＮｏｄｅＢから、前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、非ライセンスＲＦ帯
域におけるセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポーネント
キャリア（secondary component carrier：ＳＣＣ）を介した少なくとも１つの次のダウ
ンリンク（downlink：ＤＬ）データ送信を示すダウンリンク制御情報（downlink control
 information：ＤＣＩ）を受信させ、
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　　前記ｅＮｏｄｅＢから、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記Ｓ
ＣＣを介して、前記ＤＬデータ送信の少なくとも一部分を受信させ、
　　前記ＤＬデータ送信の前記少なくとも一部分を受信したことに応じて、前記ライセン
スＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して前記ｅＮｏｄｅＢに制御メッセ
ージを送信させる、
　処理回路と、
　を備える、無線通信デバイス。
【請求項１１】
　前記制御メッセージは、前記ＤＬデータ送信の前記一部分の受信が成功したと前記無線
通信デバイスが判定した時には、ハイブリッド自動再送要求（hybrid automatic repeat 
request：ＨＡＲＱ）肯定応答（acknowledgement：ＡＣＫ）メッセージを含む、請求項１
０に記載の無線通信デバイス。
【請求項１２】
　前記制御メッセージは、前記ＤＬデータ送信の前記一部分の受信が成功しなかったと前
記無線通信デバイスが判定した時には、ハイブリッド自動再送要求（hybrid automatic r
epeat request：ＨＡＲＱ）否定応答（negative acknowledgement：ＮＡＣＫ）メッセー
ジを含む、請求項１０に記載の無線通信デバイス。
【請求項１３】
　前記ＤＣＩは、前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介した
少なくとも１つの次のＤＬデータ送信を更に示し、前記処理回路は、前記無線通信デバイ
スに、
　　前記ｅＮｏｄｅＢから、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記Ｐ
ＣＣを介して、前記ＤＬデータ送信の少なくとも第２の部分を受信させ、
　　前記ＤＬデータ送信の前記少なくとも第２の部分を受信したことに応じて、前記ライ
センスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して前記ｅＮｏｄｅＢに第２の
制御メッセージを送信させる、
　ように更に構成されている、請求項１０に記載の無線通信デバイス。
【請求項１４】
　無線通信デバイスであって、
　セルラー無線サブシステムと、
　無線ローカルエリアネットワーク（ＷＬＡＮ）無線サブシステムと、
　前記セルラー無線サブシステム及び前記ＷＬＡＮ無線サブシステムに通信可能に結合さ
れた処理回路であって、前記処理回路は、前記無線通信デバイスに、
　　ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域におけるプライマリセル（pri
mary cell：Ｐｃｅｌｌ）のプライマリコンポーネントキャリア（primary component car
rier：ＰＣＣ）を使用して、無線ネットワークの前記無線通信デバイスとｅＮｏｄｅＢと
の間の接続を確立させ、
　　前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記ｅＮｏ
ｄｅＢへの送信のために利用可能な保留中のアップリンク（uplink：ＵＬ）データを示す
スケジューリング要求（scheduling request：ＳＲ）メッセージを送信させ、
　　前記ｅＮｏｄｅＢから、前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、非ライセンスＲＦ帯
域のセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポーネントキャリ
ア（secondary component carrier：ＳＣＣ）を介した１つ以上の次のＵＬ送信機会を示
すダウンリンク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）を受信させ、
　　前記ＵＬ送信機会のうちの１つの間に、前記非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部
分についてのクリアチャネル評価（clear channel assessment：ＣＣＡ）を実行させ、
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能であること
を前記ＣＣＡが示した時には、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記
ＳＣＣを介して、前記保留中のＵＬデータの少なくとも一部分を前記ｅＮｏｄｅＢに送信
させる、
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　ように構成されている、処理回路と、
　を備える、無線通信デバイス。
【請求項１５】
　前記処理回路が、前記無線通信デバイスに、
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能ではないと
前記ＣＣＡが最初に示した時には、バックオフ時間周期にわたって待機した後に、前記Ｕ
Ｌ送信機会のうちの前記１つの間、前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分に
ついての前記ＣＣＡを反復させる、
　ように更に構成されている、請求項１４に記載の無線通信デバイス。
【請求項１６】
　前記処理回路は、前記無線通信デバイスに、前記ＵＬ送信機会のうちの前記１つの間に
、試行されるそれぞれの連続するＣＣＡの間の前記バックオフ時間周期を増大させるよう
に更に構成されている、請求項１５に記載の無線通信デバイス。
【請求項１７】
　前記処理回路は、前記無線通信デバイスに、前記ＵＬ送信機会のうちの前記１つの間に
、試行されるそれぞれの連続するＣＣＡについての時間周期を最大長ＣＣＡ時間周期しき
い値まで増大させるように更に構成されている、請求項１５に記載の無線通信デバイス。
【請求項１８】
　前記ＤＣＩは、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記ＳＣＣを介し
た複数の次のＵＬ送信機会を示す、請求項１４に記載の無線通信デバイス。
【請求項１９】
　前記処理回路が、前記無線通信デバイスに、
　前記非ライセンスＲＦ帯域が、前記ＵＬ送信機会のうちの前記１つの間の送信のために
利用可能でない時には、前記複数の次のＵＬ送信機会のうちの第２の間、前記非ライセン
スＲＦ帯域の少なくとも一部分についての前記ＣＣＡを反復させ、
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が、前記複数の次のＵＬ送信機会の
うちの前記第２の間の送信のために利用可能であることを前記ＣＣＡが示した時には、前
記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記ＳＣＣを介して、前記保留中のＵ
Ｌデータの少なくとも一部分を前記ｅＮｏｄｅＢに送信させる、
　ように更に構成されている、請求項１８に記載の無線通信デバイス。
【請求項２０】
　前記処理回路が、前記無線通信デバイスに、
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能であること
を前記ＣＣＡが示した時には、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記
ＳＣＣを介して、前記保留中のＵＬデータの前記少なくとも一部分と共にプリアンブルを
前記ｅＮｏｄｅＢに送信させる、
　ように更に構成されている、請求項１９に記載の無線通信デバイス。
【請求項２１】
　前記プリアンブルは、前記保留中のＵＬデータの前記少なくとも一部分に先行する、請
求項２０に記載の無線通信デバイス。
【請求項２２】
　前記プリアンブルは、前記保留中のＵＬデータの前記少なくとも一部分の一部として送
信される、請求項２０に記載の無線通信デバイス。
【請求項２３】
　前記無線通信デバイスは、前記プリアンブルを送信して、前記保留中のＵＬデータの前
記少なくとも一部分の送信のために前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分を
確保する、請求項２０に記載の無線通信デバイス。
【請求項２４】
　前記無線通信デバイスは、前記ｅＮｏｄｅＢに前記プリアンブルを送信して、時間同期
及び周波数同期のうちの少なくとも１つを実行するために前記ｅＮｏｄｅＢを支援する、
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請求項２０に記載の無線通信デバイス。
【請求項２５】
　前記ＤＣＩは、前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介した
少なくとも１つの追加のＵＬデータ送信機会を示し、前記処理回路は、前記無線通信デバ
イスに、
　前記少なくとも１つの追加のＵＬ送信機会のうちの１つ以上の間に、前記ライセンスＲ
Ｆ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記保留中のＵＬデータの少なく
とも一部を前記ｅＮｏｄｅＢに送信させるように更に構成されている、
　請求項１４に記載の無線通信デバイス。
【請求項２６】
　前記処理回路が、前記無線通信デバイスに、
　前記ＣＣＡが前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可
能でないと示した時には、バックオフ時間周期にわたって待機した後に、１つ以上の追加
のＵＬ送信機会の間、前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分についての前記
ＣＣＡを反復させる、
　ように更に構成されている、請求項１４に記載の無線通信デバイス。
【請求項２７】
　前記処理回路が、前記無線通信デバイスに、
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能でないない
ことを前記１つ以上の追加のＵＬ送信機会の間に試行された全てのＣＣＡが示した時には
、ＵＬ送信の失敗を判定させる、
　ように更に構成されている、請求項２６に記載の無線通信デバイス。
【請求項２８】
　前記ｅＮｏｄｅＢから受信した前記ＤＣＩは、前記１つ以上の追加のＵＬ送信機会を示
す、請求項２６に記載の無線通信デバイス。
【請求項２９】
　ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域及び非ライセンスＲＦ帯域にお
ける時間分割ベースの通信のための方法であって、前記方法は、
　無線通信デバイスにより、
　前記ライセンスＲＦ帯域のプライマリセル（primary cell：Ｐｃｅｌｌ）のプライマリ
コンポーネントキャリア（primary component carrier：ＰＣＣ）を使用して、無線ネッ
トワークの前記無線通信デバイスとｅＮｏｄｅＢとの間の接続を確立することと、
　前記ｅＮｏｄｅＢから、前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記非ライセンスＲＦ
帯域におけるセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポーネン
トキャリア（secondary component carrier：ＳＣＣ）を介した少なくとも１つの次のダ
ウンリンク（downlink：ＤＬ）データ送信を示すダウンリンク制御情報（downlink contr
ol information：ＤＣＩ）を受信することと、
　前記ｅＮｏｄｅＢから、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記ＳＣ
Ｃを介して、前記ＤＬデータ送信の少なくとも一部分を受信することと、
　前記ＤＬデータ送信の前記少なくとも一部分を受信したことに応じて、前記ライセンス
ＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、制御メッセージを前記ｅＮｏｄ
ｅＢに送信することと、
　を含む方法。
【請求項３０】
　前記制御メッセージは、前記ＤＬデータ送信の前記一部分の受信が成功したと前記無線
通信デバイスが判定した時には、ハイブリッド自動再送要求（hybrid automatic repeat 
request：ＨＡＲＱ）肯定応答（acknowledgement：ＡＣＫ）メッセージを含む、請求項２
９に記載の方法。
【請求項３１】
　前記制御メッセージは、前記ＤＬデータ送信の前記一部分の受信が成功しなかったと前
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記無線通信デバイスが判定した時に、ハイブリッド自動再送要求（hybrid automatic rep
eat request：ＨＡＲＱ）否定応答（negative acknowledgement：ＮＡＣＫ）メッセージ
を含む、請求項２９に記載の方法。
【請求項３２】
　前記ＤＣＩは、前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介した
少なくとも１つの次のＤＬデータ送信を更に示し、前記方法は、
　前記ｅＮｏｄｅＢから、前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣ
を介して、前記ＤＬデータ送信の少なくとも第２の部分を受信することと、
　前記ＤＬデータ送信の前記少なくとも第２の部分を受信したことに応じて、前記ライセ
ンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、第２の制御メッセージを前
記ｅＮｏｄｅＢに送信することと、
　を更に含む、請求項２９に記載の方法。
【請求項３３】
　ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域及び非ライセンスＲＦ帯域にお
ける時間分割ベースの通信のための方法であって、前記方法は、
　無線通信デバイスにより、
　前記ライセンスＲＦ帯域におけるプライマリセル（primary cell：Ｐｃｅｌｌ）のプラ
イマリコンポーネントキャリア（primary component carrier：ＰＣＣ）を使用して、無
線ネットワークの前記無線通信デバイスとｅＮｏｄｅＢとの間の接続を確立することと、
　前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記ｅＮｏｄ
ｅＢへの送信のために利用可能な保留中のアップリンク（uplink：ＵＬ）データを示すス
ケジューリング要求（scheduling request：ＳＲ）メッセージを送信することと、
　前記ｅＮｏｄｅＢから、前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記非ライセンスＲＦ
帯域のセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）におけるセカンダリコンポーネン
トキャリア（secondary component carrier：ＳＣＣ）を介した１つ以上の次のＵＬ送信
機会を示すダウンリンク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）を受信する
ことと、
　前記ＵＬ送信機会のうちの１つの間に、前記非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分
についてのクリアチャネル評価（clear channel assessment：ＣＣＡ）を実行することと
、
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能であること
を前記ＣＣＡが示した時には、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記
ＳＣＣを介して、前記保留中のＵＬデータの少なくとも一部分を前記ｅＮｏｄｅＢに送信
することと、
　を含む方法。
【請求項３４】
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能でないと前
記ＣＣＡが最初に示した時には、バックオフ時間周期にわたって待機した後に、前記ＵＬ
送信機会のうちの前記１つの間、前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分につ
いての前記ＣＣＡを反復すること、
　を更に含む、請求項３３に記載の方法。
【請求項３５】
　前記無線通信デバイスは、前記ＵＬ送信機会のうちの前記１つの間に、試行されるそれ
ぞれの連続するＣＣＡの間の前記バックオフ時間周期を増大させる、請求項３４に記載の
方法。
【請求項３６】
　前記無線通信デバイスは、前記ＵＬ送信機会のうちの前記１つの間に、試行されるそれ
ぞれの連続するＣＣＡのための時間周期を最大長ＣＣＡ時間周期しきい値まで増大させる
、請求項３４に記載の方法。
【請求項３７】
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　前記ＤＣＩは、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記ＳＣＣを介し
た複数の次のＵＬ送信機会を示す、請求項３３に記載の方法。
【請求項３８】
　前記非ライセンスＲＦ帯域が、前記ＵＬ送信機会のうちの前記１つの間の送信のために
利用可能ではない時には、前記複数の次のＵＬ送信機会のうちの第２の間、前記非ライセ
ンスＲＦ帯域の少なくとも一部分についての前記ＣＣＡを反復することと、
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が、前記複数の次のＵＬ送信機会の
うちの前記第２の間の送信のために利用可能であることを前記ＣＣＡが示した時には、前
記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記ＳＣＣを介して、前記保留中のＵ
Ｌデータの少なくとも一部分を前記ｅＮｏｄｅＢに送信することと、
　更に含む、請求項３７に記載の方法。
【請求項３９】
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能であること
を前記ＣＣＡが示した時には、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記
ＳＣＣを介して、前記保留中のＵＬデータの前記少なくとも一部分と共にプリアンブルを
前記ｅＮｏｄｅＢに送信すること、
　を更に含む、請求項３８に記載の方法。
【請求項４０】
　前記プリアンブルは、前記保留中のＵＬデータの前記少なくとも一部分に先行する、請
求項３９に記載の方法。
【請求項４１】
　前記プリアンブルは、前記保留中のＵＬデータの前記少なくとも一部分の一部として送
信される、請求項３９に記載の方法。
【請求項４２】
　前記無線通信デバイスは、前記プリアンブルを送信して、前記保留中のＵＬデータの前
記少なくとも一部分の送信のために前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分を
確保する、請求項３９に記載の方法。
【請求項４３】
　前記無線通信デバイスは、前記ｅＮｏｄｅＢに前記プリアンブルを送信して、時間同期
及び周波数同期のうちの少なくとも１つを実行するために前記ｅＮｏｄｅＢを支援する、
請求項３９に記載の方法。
【請求項４４】
　前記ＤＣＩは、前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介した
少なくとも１つの追加のＵＬデータ送信機会を更に示し、前記方法は、
　前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記少なくと
も１つの追加のＵＬ送信機会のうちの１つ以上の間に、前記保留中のＵＬデータの少なく
とも一部を前記ｅＮｏｄｅＢに送信すること、
　を更に含む、請求項３３に記載の方法。
【請求項４５】
　前記ＣＣＡが前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可
能でないと示した時には、バックオフ時間周期にわたって待機した後に、１つ以上の追加
のＵＬ送信機会の間、前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分についての前記
ＣＣＡを反復させること、
　を更に含む、請求項３３に記載の方法。
【請求項４６】
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能でないない
ことを前記１つ以上の追加のＵＬ送信機会の間に試行された全てのＣＣＡが示した時には
、Ｕｌ送信の失敗を判定すること、
　を更に含む、請求項４５に記載の方法。
【請求項４７】
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　前記ｅＮｏｄｅＢから受信した前記ＤＣＩは、前記１つ以上の追加のＵＬ送信機会を示
す、請求項４５に記載の方法。
【請求項４８】
　実行可能命令を記憶する非一時的コンピュータ可読媒体であって、前記命令は、無線通
信デバイスの１つ以上のプロセッサにより実行された時に、前記無線通信デバイスに、
　ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域におけるプライマリセル（prima
ry cell：Ｐｃｅｌｌ）のプライマリコンポーネントキャリア（primary component carri
er：ＰＣＣ）を使用して、無線ネットワークの前記無線通信デバイスとｅＮｏｄｅＢとの
間の接続を確立させ、
　前記ｅＮｏｄｅＢから、前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、非ライセンスＲＦ帯域
におけるセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポーネントキ
ャリア（secondary component carrier：ＳＣＣ）を介した少なくとも１つの次のダウン
リンク（downlink：ＤＬ）データ送信を示すダウンリンク制御情報（downlink control i
nformation：ＤＣＩ）を受信させ、
　前記ｅＮｏｄｅＢから、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記ＳＣ
Ｃを介して、前記ＤＬデータ送信の少なくとも一部分を受信させ、
　前記ＤＬデータ送信の前記少なくとも一部分を受信したことに応じて、前記ライセンス
ＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、制御メッセージを前記ｅＮｏｄ
ｅＢに送信させる、
　非一時的コンピュータ可読媒体。
【請求項４９】
　実行可能命令を記憶する非一時的コンピュータ可読媒体であって、前記命令は、無線通
信デバイスの１つ以上のプロセッサにより実行された時に、前記無線通信デバイスに、
　ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域におけるプライマリセル（prima
ry cell：Ｐｃｅｌｌ）のプライマリコンポーネントキャリア（primary component carri
er：ＰＣＣ）を使用して、無線ネットワークの前記無線通信デバイスとｅＮｏｄｅＢとの
間の接続を確立させ、
　前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記ｅＮｏｄ
ｅＢへの送信のために利用可能な保留中のアップリンク（uplink：ＵＬ）データを示すス
ケジューリング要求（scheduling request：ＳＲ）メッセージを送信させ、
　前記ｅＮｏｄｅＢから、前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、非ライセンスＲＦ帯域
のセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポーネントキャリア
（secondary component carrier：ＳＣＣ）を介した１つ以上の次のＵＬ送信機会を示す
ダウンリンク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）を受信させ、
　前記ＵＬ送信機会のうちの１つの間に、前記非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分
についてのクリアチャネル評価（clear channel assessment：ＣＣＡ）を実行させ、
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能であること
を前記ＣＣＡが示した時には、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記
ＳＣＣを介して、前記保留中のＵＬデータの少なくとも一部分を前記ｅＮｏｄｅＢに送信
させる、
　非一時的コンピュータ可読媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　説明される実施形態は、概して、無線通信に関し、より詳細には、ライセンス無線周波
数帯域と非ライセンス無線周波数帯域との組み合わせを使用して動作するモバイル無線デ
バイスのための時間分割ロングタームエボリューション（Long Term Evolution；ＬＴＥ
）送信のための方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　第３世代パートナーシッププロジェクト（3rd Generation Partnership Project；３Ｇ
ＰＰ）ロングタームエボリューション（Long Term Evolution；ＬＴＥ）及びＬＴＥアド
バンスト（LTE Advanced；ＬＴＥ－Ａ）通信プロトコルを実装するより新しい無線アクセ
ス技術システムを利用する、第４世代（fourth generation；４Ｇ）セルラーネットワー
クは、米国内外において急速に開発及び導入されている。ＬＴＥ－Ａ通信プロトコルは、
以前のＬＴＥバージョンでは不可能であったデータレートを集約的に実現するマルチキャ
リアシステムの帯域幅要件を満たすことを提供する複数のコンポーネントキャリア（comp
onent carrier；ＣＣ）の集約モードを含む。無線通信デバイスは、単一の無線周波数帯
域及び／又は複数の無線周波数帯域の複数のコンポーネントキャリアを使用して無線周波
数通信を送信及び／又は受信することができる構成可能な無線周波数（radio frequency
；ＲＦ）回路を含むことができる。無線ネットワークが、インターネット上で搬送するこ
とができるインターネットトラフィック（例えばビデオトラフィック、ウェブブラウジン
グトラフィック及び他のデータトラフィック）の指数増加に遭遇すると、より広い帯域幅
、より広範囲の無線周波数及びより高いスループットデータレートをサポートすることが
できる新しい無線通信プロトコルの開発が起こる。コスト及び／又はデータトラフィック
によりセルラー無線ネットワーク上で通信するように制限されると仮定すると、ユーザは
、可能な場合には「フリー」無線ローカルエリアネットワーク（wireless local area ne
twork；ＷＬＡＮ）、サブスクリプションベースのＷＬＡＮ、及び／又はオペレータが提
供したＷＬＡＮ上で通信することを優先することができる。セルラー無線通信デバイスは
現在、一般的にＷＬＡＮが動作する非ライセンス無線周波数帯域を使用して動作しないが
、ＷＬＡＮが現在占めている非ライセンス無線周波数帯域内の無線周波数チャネルを使用
することによってセルラー送信のための帯域幅を追加することを計画する、標準化の取り
組み及び探求が始まっている。詳細には、非ライセンス無線周波数スペクトラムでは、キ
ャリアアグリゲーションモードで動作する時にセルラー無線通信デバイスによるセカンダ
リキャリアＬＴＥ送信を提供するために、５ＧＨｚ無線周波数帯域がターゲットになる。
ＬＴＥ非ライセンス（ＬＴＥ－Ｕ）モードで動作するセルラー無線通信デバイスを提供す
るＬＴＥ無線通信プロトコルの一部として使用するために、非ライセンス無線周波数スペ
クトラムの他の無線周波数帯域もまた考察されている。
【０００３】
　そのため、ライセンス無線周波数帯域、非ライセンス無線周波数帯域、及びライセンス
無線周波数帯域と非ライセンス無線周波数帯域の双方の組み合わせにおいて動作する時に
モバイル無線デバイスとの無線周波数通信を管理するための方法及び装置を提供する解決
策が必要とされている。この点に関し、無線周波数帯域だけでなく非ライセンス無線周波
数帯域における通信の能力を含めるためにキャリアアグリゲーションをライセンス使用す
るネットワーク機器及び無線通信デバイスによる時間分割複信（ＴＤＤ）ＬＴＥ通信を管
理するが有益となるであろう。
【発明の概要】
【０００４】
　ライセンス無線周波数帯域と非ライセンス無線周波数帯域の双方における無線周波数チ
ャネルの組み合わせを使用して動作するモバイル無線デバイスのアップリンク送信及びダ
ウンリンク送信を管理するための装置及び方法について説明する。無線セルラーネットワ
ーク機器、例えば、（拡張したノードＢ又はｅＮｏｄｅＢとも呼ばれる）基地局は、単独
で又は追加の無線ネットワーク機器と組み合わせて、複数の無線周波数」キャリアを並列
に使用して送信及び／又は受信するためにキャリアアグリゲーションを採用する１つ以上
の無線通信デバイスによる、セカンダリセルに関連付けられたセカンダリコンポーネント
キャリアの使用を管理することができる。プライマリセルのためのプライマリコンポーネ
ントキャリアがライセンスセルラー無線周波数帯域において動作することができる一方で
、セカンダリコンポーネントキャリアのうちの１つ以上は、非ライセンス無線周波数帯域
、例えば５ＧＨｚの産業医療科学用（Industrial, Scientific, and Medical；ＩＳＭ）
帯域における無線周波数を中心とすることができる。ネットワーク機器は、セルラー無線
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ネットワークと無線通信デバイスとの間でのデータ通信を、プライマリコンポーネントキ
ャリアのキャリアアグリゲーションを使用して、例えば、ＬＴＥ／ＬＴＥ－Ａ無線通信プ
ロトコルで特定されるようにスケジュールし、１つ以上のセカンダリコンポーネントキャ
リア上で非ライセンス無線周波数帯域内の追加の帯域幅を用いて当該データ通信を補う。
本明細書では、ライセンス無線周波数帯域と非ライセンス無線周波数帯域との組み合わせ
におけるコンポーネントキャリアを用いたキャリアアグリゲーションを使用して通信する
ように構成された無線通信デバイスを、ＬＴＥ－非ライセンス（ＬＴＥ－Ｕ）対応無線通
信デバイスと呼ぶことがある。プライマリコンポーネントキャリア及びセカンダリコンポ
ーネントキャリアは、プライマリセル及びセカンダリセルにそれぞれ属しており、共通の
ｅＮｏｄｅＢ（基地局）を通じて管理される。非ライセンス無線周波数帯域は、同一の非
ライセンス無線周波数帯域において動作する他の無線デバイス、例えば、Ｗｉ－Ｆｉ無線
通信プロトコルを使用する無線ローカルエリアネットワーク（wireless local area netw
ork：ＷＬＡＮ）装置と共有される。
【０００５】
　ネットワーク装置（例えば、ｅＮｏｄｅＢ）と無線通信デバイスの双方は、例えば少な
くとも２０マイクロ秒又は３４マイクロ秒の時間周期にわたって、非ライセンス無線周波
数帯域の一部分を監視して、セカンダリコンポーネントキャリアを使用して送信する前に
、無線周波数チャネルはが「クリア」であるか、又は他の無線機器による「使用中でない
」を判定するように構成されている。ネットワーク装置と無線通信デバイスの双方は、セ
カンダリコンポーネントキャリアが通信のために「クリア」であると判定した後、かつ、
セカンダリコンポーネントキャリアを使用するデータ及び／又は制御信号の送信の前に、
信号、例えば「プリアンブル」を生成する。ネットワーク機器及び無線通信デバイスは、
非ライセンス無線周波数帯域におけるセカンダリコンポーネントキャリア上での次の送信
を示すプリアンブル信号を使用して、セカンダリコンポーネントキャリアを「確保」する
ことができる。ネットワーク機器及び無線通信デバイスは、それぞれのクリアチャネル評
価の後、少なくともある時間周期にわたって、特定のパワーレベル以上の、例えば少なく
とも２０又は３４マイクロ秒にわたって－７２ｄＢ又は－８３ｄＢ以上のエネルギーを検
出した時にバックオフ機構を使用して、非ライセンス無線周波数帯域へのフェアなアクセ
スを、当該帯域を使用しようとする任意の無線通信デバイスに保証することができる。い
くつかの実施形態では、バックオフ機構は、それぞれのクリアチャネル評価の後に指数関
数的に増大するバックオフ時間周期を含む。ネットワーク機器は、プライマリコンポーネ
ントキャリア上のシグナリングチャネル、例えば、物理ダウンリンク制御チャネル（phys
ical downlink control channel：ＰＤＣＣＨ）を使用して、プライマリセル（即ち、プ
ライマリコンポーネントキャリア上）とセカンダリセル（即ち、セカンダリコンポーネン
トキャリア上）の双方における通信のための許可割り当てをスケジュールすることができ
る。ダウンリンク及びアップリンクの許可割り当ては、ライセンス無線周波数帯域におけ
るプライマリコンポーネントキャリアを使用して通信され、それにより、非ライセンス無
線周波数帯域におけるこれらの制御信号に対する干渉が回避される。ネットワーク機器は
、複数のアップリンク送信機会がプライマリセルのプライマリコンポーネントキャリア上
で通信される「拡張した」許可機構を使用する、無線通信デバイスを構成する。複数のア
ップリンク送信機会は、無線通信デバイスに、アップリンク送信を完了するいくつかの異
なるリソーススロットを可能し、それにより、非ライセンス無線周波数帯域にアクセスす
る反復試行が可能にある。第１のリソーススロットについての最初のクリアチャネル評価
が、非ライセンス無線周波数帯域が占められていることを示した時には、無線通信デバイ
スは、拡張した許可機構により提供される追加のリソーススロットを使用して、非ライセ
ンス無線周波数帯域の可用性を再評価することができる。無線通信デバイスは、無線通信
デバイスが受信したダウンリンクデータ送信に応じて、プライマリコンポーネントキャリ
ア上の信号チャネル、例えば物理アップリンク制御チャネル（physical uplink control 
channel：ＰＵＣＣＨ）を使用して、ネットワーク機器に肯定応答（ＡＣＫ）制御メッセ
ージ及び否定ＡＣＫ（ＮＡＣＫ）制御メッセージを通信する。ネットワーク機器は、プラ
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イマリセルのプライマリコンポーネントキャリア上の物理ＨＡＲＱインジケータチャネル
（physical HARQ indicator channel：ＰＨＩＣＨ）を使用して、プライマリセルのプラ
イマリコンポーネントキャリア及び／又は１つ以上のセカンダリセルのセカンダリコンポ
ーネントキャリア上で受信されるアップリンク送信のために、無線通信デバイスにハイブ
リッド自動再送要求（hybrid automatic repeat request：ＨＡＲＱ）ＡＣＫ及びＮＡＣ
Ｋメッセージを送信することができる。したがって、プライマリコンポーネントキャリア
とセカンダリコンポーネントキャリアのためおダウンリンク方向とアップリンク方向の双
方での全てのＡＣＫ／ＮＡＣＫは、プライマリコンポーネントキャリア上で送信される。
いくつかの実施形態では、ネットワーク機器及び／又は無線通信デバイスは、１つ以上の
管区における規制的制約に準拠するたように、非ライセンス無線周波数帯域における送信
を、最大送信時間周期に、例えば、最長で４ミリ秒又は５ミリ秒の連続時間周期に、ある
いは別の固定最大時間周期に制限することができる。
【０００６】
　この説明される実施形態の概要は、本明細書で説明する主題のいくつかの態様の基本的
理解を提供するように、いくつかの例示的実施形態を要約することを目的として提供され
るものにすぎない。したがって、上述した特徴が例にすぎず、いかなる方法でも本明細書
で説明する主題の範囲又は趣旨を狭めるように解釈すべきではないことが了解されよう。
本明細書に記載する主題の他の特徴、態様及び利点は、後続の発明を実施するための形態
、図面及び特許請求の範囲から明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
　説明される実施形態、及びその利点は、添付図面と併せて以下の説明を参照することで
、最も良好に理解することができる。これらの図面は、必ずしも一定の縮尺で描かれてお
らず、本開示の時点で当業者によって実施することが可能な、それらに対する予測可能な
形態及び詳細の変更を、決して限定若しくは排除するものではない。
【０００８】
【図１】いくつかの実施形態に係る、複数のユーザ機器（user equipment；ＵＥ）デバイ
スをサポートするロングタームエボリューション（Long Term Evolution；ＬＴＥ）ネッ
トワークセル及びＬＴＥアドバンスト（LTE Advanced；ＬＴＥ－Ａ）ネットワークセルを
含む無線通信ネットワークを示す図である。
【０００９】
【図２Ａ】本開示の種々の実装形態に係る、プライマリキャリアセル及び１つ以上のセカ
ンダリキャリアセルと通信するＬＴＥユーザ機器（ＵＥ）及びＬＴＥ－Ａユーザ機器（Ｕ
Ｅ）を示す無線通信ネットワーク図である。
【図２Ｂ】本開示の種々の実装形態に係る、プライマリキャリアセル及び１つ以上のセカ
ンダリキャリアセルと通信するＬＴＥユーザ機器（ＵＥ）及びＬＴＥ－Ａユーザ機器（Ｕ
Ｅ）を示す無線通信ネットワーク図である。
【００１０】
【図２Ｃ】いくつかの実施形態に係る、無線周波数共存干渉を含む代表的な無線通信シス
テムを示す図である。
【図２Ｄ】いくつかの実施形態に係る、無線周波数共存干渉を含む代表的な無線通信シス
テムを示す図である。
【００１１】
【図３Ａ】いくつかの実施形態に係る、帯域内コンポーネントキャリア（component carr
ier；ＣＣ）の周波数リソース図を示すキャリアアグリゲーションの表現である。
【図３Ｂ】いくつかの実施形態に係る、別の帯域内コンポーネントキャリア（ＣＣ）の周
波数リソース図を示すキャリアアグリゲーションの表現である。
【図３Ｃ】いくつかの実施形態に係る、帯域間ＣＣの周波数リソース図を示すキャリアア
グリゲーションの表現である。
【００１２】
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【図３Ｄ】いくつかの実施形態に係る、無線通信デバイスにより非ライセンス無線周波数
帯域において使用するための並列無線周波数チャネルの代表的なセットを示す図である。
【００１３】
【図３Ｅ】いくつかの実施形態に係る、ＬＴＥ－Ｕ無線通信システムとＷｉ－Ｆｉ無線通
信システムとの重複している周波数チャネルを示す図である。
【図３Ｆ】いくつかの実施形態に係る、ＬＴＥ－Ｕ無線通信システムとＷｉ－Ｆｉ無線通
信システムとの重複している周波数チャネルを示す図である。
【００１４】
【図３Ｇ】いくつかの実施形態に係る、ＬＴＥ　ＴＤＤ無線通信ネットワークのためのア
ップリンクサブフレーム、ダウンリンクサブフレーム及び特別なサブフレームの関連シー
ケンスを含むＬＴＥ　ＴＤＤ　ＵＬ／ＤＬサブフレーム構成のセットを示す図である。
【００１５】
【図３Ｈ】いくつかの実施形態に係る、特定のＬＴＥ　ＴＤＤ　ＵＬ／ＤＬサブフレーム
構成についての詳細を示す図である。
【００１６】
【図３Ｉ】いくつかの実施形態に係る、ＬＴＥ　ＴＤＤ通信のための代表的なＤＬ／ＵＬ
コンポーネントキャリアの割り当てを示す図である。
【図３Ｊ】いくつかの実施形態に係る、ＬＴＥ　ＴＤＤ通信のための代表的なＤＬ／ＵＬ
コンポーネントキャリアの割り当てを示す図である。
【００１７】
【図３Ｋ】いくつかの実施形態に係る、代表的なＴＤＤ－ＬＴＥフレーム構造、及び無線
通信デバイスと無線ネットワークの無線アクセスネットワーク部分との間でのＡＣＫ／Ｎ
ＡＣＫを用いたＤＬ通信についての図である。
【００１８】
【図３Ｌ】いくつかの実施形態に係る、代表的なＴＤＤ－ＬＴＥフレーム構造、及び無線
通信デバイスと無線ネットワークの無線アクセスネットワーク部分との間でのＡＣＫ／Ｎ
ＡＣＫを用いたＵＬ通信についての図である。
【００１９】
【図４Ａ】いくつかの実施形態に係る、無線通信デバイスのブロック図である。
【図４Ｂ】いくつかの実施形態に係る、無線通信デバイスのブロック図である。
【００２０】
【図５】いくつかの実施形態に係る、無線通信デバイスとＬＴＥネットワークにおけるキ
ャリアアグリゲーションのためのネットワークコンポーネントキャリアのセットとの間で
のデータ及びシグナリング通信の図である。
【００２１】
【図６】いくつかの実施形態に係る、ライセンス無線周波数（radio frequency；ＲＦ）
帯域及び非ライセンスＲＦ帯域における無線通信デバイスによる時間分割ベースの通信の
ための方法を示すフローチャートである。
【００２２】
【図７】いくつかの実施形態に係る、ライセンス無線周波数（radio frequency；ＲＦ）
帯域及び非ライセンスＲＦ帯域における無線ネットワークのｅＮｏｄｅＢによる時間分割
ベースの通信のための方法を示すフローチャートである。
【００２３】
【図８】いくつかの実施形態に係る、ライセンス無線周波数（radio frequency；ＲＦ）
帯域及び非ライセンスＲＦ帯域における無線通信デバイスによる時間分割ベースの通信の
ための別の方法を示すフローチャートである。
【００２４】
【図９】いくつかの実施形態に係る、ライセンス無線周波数（radio frequency；ＲＦ）
帯域及び非ライセンスＲＦ帯域における無線ネットワークのｅＮｏｄｅＢによる時間分割
ベースの通信のための別の方法を示すフローチャートである。
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【００２５】
【図１０】いくつかの実施形態に係る、本明細書で説明する種々の技術の少なくとも一部
分を実装するために使用することができる例示的なコンピューティングデバイスの詳細な
図である。
【００２６】
【図１１】いくつかの例示的実施形態に係る、ＬＴＥ－Ｕ対応無線ネットワーク装置上に
実装することができる装置のブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　本開示に係るシステム、方法、装置及びコンピュータプログラム製品の代表的な適用例
について、このセクションで説明する。これらの例は、更なる前後関係を提供し、説明す
る実施形態の理解を助けることのみを目的として提供される。それゆえ、説明される実施
形態は、これらの具体的な詳細の一部又は全てを伴わずに実践することができる点が、当
業者には明らかとなるであろう。他の実例では、説明される実施形態を不必要に不明瞭化
することを回避するために、周知のプロセスステップは、詳細には説明されていない。他
の適用例が可能であり、それゆえ以下の実施例は、限定的なものとして解釈されるべきで
はない。
【００２８】
　以下の「発明を実施するための形態」では、説明の一部を成し、記載された実施形態に
係る具体的な実施形態が例示として示される添付の図面が参照される。これらの実施形態
は、説明される実施形態を当業者が実践し得る程度に詳細に説明されるが、これらの実施
例は、制限を加えるものではなく、したがって、他の実施形態を使用してもよく、説明す
る実施形態の趣旨及び範囲から逸脱することなく、変更を行い得ることを理解されたい。
【００２９】
　本明細書で説明する種々の実施形態によれば、用語「無線通信デバイス」、「無線デバ
イス」、「モバイルデバイス」、「移動局」、及び「ユーザ機器」（ＵＥ）は、本開示の
種々の実施形態と関連付けられる手順を実行することが可能であり得る１つ以上の通常の
消費者電子デバイスについて説明するために、本明細書では互換的に使用される。種々の
実装形態によれば、これらの消費者電子デバイスのうちの任意の１つは、セルラー電話又
はスマートフォン、タブレットコンピュータ、ラップトップコンピュータ、ノートブック
コンピュータ、パーソナルコンピュータ、ネットブックコンピュータ、メディアプレーヤ
デバイス、電子ブックデバイス、ＭｉＦｉ（登録商標）デバイス、ウェアラブルコンピュ
ーティングデバイス、並びに、無線ワイドエリアネットワーク（ＷＷＡＮ）、無線メトロ
エリアネットワーク（ＷＭＡＮ）、無線ローカルエリアネットワーク（ＷＬＡＮ）、無線
パーソナルエリアネットワーク（ＷＰＡＮ）、近距離無線通信（ＮＦＣ）、セルラー無線
ネットワーク、第４世代（４Ｇ）ＬＴＥ、ＬＴＥアドバンスド（ＬＴＥ－Ａ）、及び／あ
るいは、５Ｇ又は他の現在の若しくは将来開発される進化型セルラー無線ネットワーク上
の通信に使用される１つ以上の無線通信プロトコルを介した通信を含むことができる無線
通信機能を有する任意の他のタイプの電子コンピューティングデバイスに関し得る。
【００３０】
　いくつかの実施形態では、無線通信デバイスはまた、無線通信システムの一部として動
作することができ、無線通信システムは、例えばＷＬＡＮの一部としてアクセスポイント
（ＡＰ）に相互接続された、あるいは例えばＷＰＡＮ及び／又は「アドホック」無線ネッ
トワークの一部として互いに相互接続された、ステーション、クライアント無線デバイス
、又はクライアント無線通信デバイスと称することもできるクライアントデバイスのセッ
トを含むことができる。いくつかの実施形態では、クライアントデバイスは、例えば、無
線ローカルエリアネットワーク通信プロトコルに従ったＷＬＡＮ技術を介して通信するこ
とが可能な任意の無線通信デバイスであり得る。いくつかの実施形態では、ＷＬＡＮ技術
は、Ｗｉ－Ｆｉ（登録商標）（又はより一般的にはＷＬＡＮ）無線通信サブシステム又は
無線機を含むことができ、Ｗｉ－Ｆｉ無線機は、ＩＥＥＥ　８０２．１１ａ、ＩＥＥＥ　
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８０２．１１ｂ、ＩＥＥＥ　８０２．１１ｇ、ＩＥＥＥ　８０２．１１－２００７、ＩＥ
ＥＥ　８０２．１１ｎ、ＩＥＥＥ　８０２．１１－２０１２、ＩＥＥＥ　８０２．１１ａ
ｃ、又は他の現在の若しくは将来開発されるＩＥＥＥ　８０２．１１技術のうちの１つ以
上などの、米国電気電子学会（ＩＥＥＥ）８０２．１１技術を実装することができる。
【００３１】
　種々の実施形態では、これらの機能によって、それぞれのＵＥが、キャリアアグリゲー
ションをサポートする任意のタイプのＬＴＥベースの無線アクセス技術（radio access t
echnology；ＲＡＴ）を採用することができる種々の４Ｇネットワークセル内で通信する
ことが可能になり得る。いくつかの実施形態では、それぞれのＵＥは、ＬＴＥベースのＲ
ＡＴを使用して、及び／又は無線ローカルエリアネットワーク（wireless local area ne
twork；ＷＬＡＮ）についての無線通信プロトコルに従って通信し得る。いくつかの実施
形態では、ＵＥは、ライセンス無線周波数帯域において、及び／又はライセンス無線周波
数帯域と非ライセンス無線周波数帯域との組み合わせにおいて、ＬＴＥ無線通信プロトコ
ルを使用して動作し得る。いくつかの実施形態では、ＵＥは、ＬＴＥベースの無線ネット
ワークのセルラー接続とＷＬＡＮを介した接続との間のデータ通信の全て又は一部分をオ
フロードし得る。いくつかの実施形態では、ＵＥは、キャリアアグリゲーションスキーム
のコンポーネントキャリア間のデータの一部分をオフロードし得る。いくつかの実施形態
では、コンポーネントキャリアは、ライセンス無線周波数帯域と非ライセンス無線周波数
帯域とを組み合わせることができる。いくつかの実施形態では、無線ネットワークプロバ
イダは、異なる無線通信プロトコルに従って動作するいくつかを含む異なるＲＡＴを使用
するネットワーク間でのデータ通信のオフロードを管理することができる。いくつかの実
施形態では、ＵＥは、例えば、ＬＴＥベースの無線ネットワークとＷＬＡＮの間を再選択
することにより、接続を転送することができる。
【００３２】
　いくつかの実施形態では、ＵＥは、ＬＴＥ－Ａ無線通信プロトコルにより指定されるよ
うなキャリアアグリゲーションに従った複数のコンポーネントキャリアを使用して通信す
ることができる。３ＧＰＰ　ＬＴＥ無線通信プロトコル及び／又はＬＴＥ－Ａ無線通信プ
ロトコルに従って通信する無線通信デバイスは、キャリアアグリゲーションを使用して、
例えば、無線ネットワークの複数のセルからダウンリンク方向のスループットを増大させ
ることができる。無線ネットワークの第１のセル（プライマリセル）に関連付けることが
できるプライマリコンポーネントキャリアは、無線ネットワークから無線通信デバイスへ
のダウンリンク通信と無線通信デバイスから無線ネットワークへのアップリンク通信との
組み合わせのために使用することができる。いくつかの実施形態では、プライマリコンポ
ーネントキャリア上での通信は、時間分割複信（ＴＤＤ）ＬＴＥ－Ａ無線通信プロトコル
に従うことができる。また、いくつかの実施形態では、無線ネットワークの第２のセル（
セカンダリセル）に関連付けることができるセカンダリコンポーネントキャリアは、ダウ
ンリンク通信、又はダウンリンク通信とアップリンク通信の双方の組み合わせのために使
用することができる。複数のコンポーネントキャリアを使用するキャリアアグリゲーショ
ンを通じて達成可能なアグリゲーションデータレートは、単一のコンポーネントキャリア
のみを使用することにより達成可能なデータレートを上回ることができる。ただし、いく
つかの実施形態では、アップリンク通信は、プライマリコンポーネントキャリアのみを使
用することに制約されることがある一方で、他の実施形態では、セカンダリコンポーネン
トキャリアは、ダウンリンク通信のためだけでなく、アップリンク通信のためにも使用す
ることができる。ＬＴＥ／ＬＴＥ－Ａ無線通信プロトコルに拡張により、本明細書で更に
説明するように、ライセンス無線周波数帯域のプライマリコンポーネントキャリアと非ラ
イセンス無線周波数帯域における１つ以上のセカンダリコンポーネントキャリアとの組み
合わせの使用を実現することができる。
【００３３】
　キャリアアグリゲーションにおいて使用されるそれぞれのコンポーネントキャリアは、
共通の無線周波数帯域内の、又は２つの別個の無線周波数帯域にわたる異なる無線周波数
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値を中心とすることができる。別個の無線周波数帯域は、ライセンス無線周波数帯域、又
はライセンス無線周波数帯域と非ライセンス無線周波数帯域の双方の組み合わせを含むこ
とができる。いくつかの実施形態では、キャリアアグリゲーションのために使用されるプ
ライマリコンポーネントキャリアを介した通信は、ライセンス無線周波数帯域内とするこ
とができ、ＵＥによるキャリアアグリゲーションのために使用されるセカンダリコンポー
ネントキャリアを介した通信は、非ライセンス無線周波数帯域内とすることができる。無
線ネットワークプロバイダは、無線ネットワーク機器を介して、非ライセンス無線周波数
帯域を共有する他の無線通信デバイスとの共存干渉を緩和するようにして、非ライセンス
無線周波数帯域におけるキャリアアグリゲーションのためのセカンダリコンポーネントキ
ャリアの使用を管理することができる。無線ネットワークプロバイダは、ＵＥにより、及
び／又は無線周波数状態、信号品質、データ通信性能、リンクの安定性など監視するアク
セスネットワーク機器、例えば、ｅＮｏｄｅＢにより収集される１つ以上の性能指標を使
用して、並列無線ネットワーク間でデータ通信をオフロードするかどうか、いつオフロー
ドするか、及び／又はどのようにオフロードするかを決定すること、キャリアアグリゲー
ションを介した複数のコンポーネントキャリアを使用するデータ通信を共有すること、並
びに／あるいは、ＷＬＡＮを含む異なるＲＡＴを使用する異なる無線ネットワークから再
選択することができる。
【００３４】
　スケジュールされたダウンリンク送信及びアップリンク送信機会（許可）を示すために
、ダウンリンク制御チャネル、例えば、物理ダウンリンク制御チャネル（physical downl
ink control channel；ＰＤＣＣＨ）を使用して、アクセスネットワーク機器、ｅＮｏｄ
ｅＢからＵＥに情報に通信することができる。ＰＤＣＣＨは、プライマリセル（primary 
cell：Ｐｃｅｌｌ）のプライマリコンポーネントキャリア（primary component carrier
；ＰＣＣ）を使用して通信することができ、ＰＣＣ及び１つ以上のセカンダリセル（seco
ndary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポーネントキャリア（secondary component 
carrier；ＳＣＣ）の双方にダウンリンクリソース及びアップリンクリソースを割り当て
ることができる。いくつかの実施形態では、ＳＣＣリソース情報を搬送するためにＰＣＣ
の使用することを「クロススケジューリング」と呼ぶことができる。ＰｃｅｌｌのＰＣＣ
を使用して、ＵＥからｅＮｏｄｅＢにシグナリングメッセージを通信するために、アップ
リンク制御チャネル、例えば、物理アップリンク制御チャネル（physical uplink contro
l channel；ＰＵＣＣＨ）を使用することができる。いくつかの実施形態では、ＰＣＣは
、ライセンス無線周波数スペクトラム内とすることができる一方で、１つ以上のＳＣＣは
、非ライセンス無線周波数スペクトラム内とすることができる。非ライセンススペクトル
においてＳＣＣ上で通信するようにスケジュールすると、ライセンススペクトルにおける
ＰＣＣによる搬送を継続することができる。非ライセンススペクトルは、異なる無線通信
プロトコルに従って動作する複数の無線通信デバイスにより共有され得るので、キャリア
アグリゲーションモードにおけるＳＣＣ通信のために非ライセンススペクトルを使用する
無線アクセス機器、例えば、１つ以上のｅＮｏｄｅＢと、非ライセンススペクトルにおい
てＳＣＣを同じく使用する無線通信デバイス、例えば、１つ以上のＵＥとは共に、例えば
、非ライセンススペクトルを共有する複数の異なるワイヤレス通信デバイスに非ライセン
ススペクトルへのアクセスについての公平性を提供するために、非ライセンススペクトル
を共有する他の無線通信デバイスと共存するようにそれらの通信を管理することができる
。本明細書で更に説明するように、ＴＤＤ　ＬＴＥ通信が、アップリンク送信及び／ダウ
ンリンク送信のために非ライセンススペクトルを使用し、非ライセンススペクトルを使用
する他の無線通信デバイスと共存することを可能にする方法及び装置。いくつかの実施形
態では、他の無線通信デバイスは、Ｗｉ－Ｆｉ通信プロトコルなどの無線ローカルエリア
ネットワーク（wireless local area network；ＷＬＡＮ）通信プロトコルに従って、及
び／又はＬＴＥ－非ライセンス（LTE-Unlicensed；ＬＴＥ－Ｕ）無線通信プロトコルを使
用して、非ライセンススペクトルで動作する。
【００３５】
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　いくつかの実施形態では、ＵＥ、及び無線アクセスネットワーク機器、例えば１つ以上
のｅＮｏｄｅＢは、Ｐｃｅｌｌに関連付けられたＰＣＣ及びＳｃｅｌｌに関連付けられた
少なくとも１つのＳＣＣを使用して複数のコンポーネントキャリアのキャリアアグリゲー
ションを提供するＴＤＤ　ＬＴＥ無線通信プロトコルに従って動作することができ、ＰＣ
Ｃは、（例えば、３ＧＰＰ　ＬＴＥ／ＬＴＥ－Ａ無線通信プロトコルに従って）ライセン
ス無線周波数帯域において動作し、ＳＣＣは、（例えば、３ＧＰＰ　ＬＴＥ－Ｕ無線通信
プロトコルに従って）非ライセンス無線周波数帯域において動作する。無線アクセスネッ
トワーク機器及びＵＥは共に、無線アクセスネットワーク機器及びＵＥが、例えば１つ以
上のＳＣＣに関連付けられた非ライセンス無線周波数帯域の少なくとも一部分を「リッス
ン」して、別の無線アクセスネットワーク機器及び／又は別のＵＥが非ライセンス無線周
波数帯域の一部分を占めているかどうかを判定することができる「リッスンビフォアトー
ク」機構をサポートすることができる。（いくつかの実施形態では、リッスンすることを
、キャリア検知及び／又はメディア検知と呼ぶこともできる。）無線アクセスネットワー
ク機器及び／又はＵＥは、非ライセンス無線周波数帯域を使用して送信する前に、少なく
とも固定時間周期、例えば、少なくとも２０マイクロ秒又は３４マイクロ秒にわたってリ
ッスンすることができる。無線アクセスネットワーク機器及び／又はＵＥは、少なくとも
固定時間周期にわたって、例えば－７２ｄＢ又は－８３ｄＢ又はそれよりも高いパワーレ
ベルに等しい又はそれを超える信号エネルギーをリッスンして、非ライセンス無線周波数
帯域の一部分が占められているかどうかを判定することができる。いくつかの実施形態で
は、無線アクセスネットワーク機器及び／又はＵＥによる送信は、ライセンス無線周波数
帯域における通信に「フレーム整合」することができ、例えば、「リッスン」期間は、サ
ブフレームの第１のタイムスロットなどの時間周期の開始時に生ずることがある。いくつ
かの実施形態では、無線アクセスネットワーク機器及び／又はＵＥは、非ライセンス無線
周波数帯域におけるデータ送信の前に「プリアンブル」信号を生成し、それを送信するこ
とができ、「プリアンブル」信号は、非ライセンス無線周波数帯域を共有して「リッスン
」してから通信する他の無線通信デバイスに、無線ネットワーク機器及び／又はＵＥが非
ライセンス無線周波数帯域において送信する意図があるという指示を提供する。いくつか
の実施形態では、無線アクセスネットワーク機器及びＵＥは、例えば、非ライセンス無線
周波数帯域が占められていると判定した時に、指数関数的に増大するバックオフ時間周期
により送信するという次の試行を遅延させるバックオフ機構をサポートすることができる
。バックオフ機構は、複数の無線通信デバイスに対して、非ライセンス無線周波数帯域へ
の「フェアな」アクセスを許可することができる。
【００３６】
　ダウンリンク（ＤＬ）リソース許可割り当て及びアップリンク（ＵＬ）許可割り当てを
ＵＥに通信するために、無線アクセスネットワーク機器は、Ｐｃｅｌｌのプライマリコン
ポーネントキャリア上のＰＤＣＣＨを使用して、ライセンス無線周波数帯域を使用するＰ
ＣＣ及び非ライセンス無線周波数帯域を使用する１つ以上のＳＣＣ上でのＵＥへの（ＤＬ
方向の）送信をスケジュールすることができる。無線ネットワーク機器はまた、Ｐｃｅｌ
ｌのＰＣＣ上のＰＤＣＣＨを使用して、ライセンス無線周波数帯域を使用するＰＣＣ又は
非ライセンス無線周波数帯域を使用する１つ以上のＳＣＣ上でのＵＥによるＵＬ送信のた
めのリソースの割り当てを許可することができる。無線アクセスネットワーク機器は、無
線アクセスネットワーク機器自体のために、及び、ライセンス無線周波数帯域の制御チャ
ネルを使用してＬＴＥ－Ｕ無線通信プロトコルに従って動作する複数のＵＥのために、非
ライセンス無線周波数帯域における送信をスケジュールすることができる。したがって、
非ライセンス無線周波数帯域を共有する複数の無線通信デバイスから干渉を受けることが
ある、非ライセンス無線周波数帯域についての制御信号情報は、無線アクセスネットワー
ク機器とＵＥとの間で、「ロバスト」で「スケジュールされた」ライセンス無線周波数帯
域において通信することができ、それにより、干渉が最小限に抑えられる。いくつかの実
施形態では、無線アクセスネットワーク機器は、ＰｃｅｌｌのＰＣＣ上で通信された「拡
張した」許可機構を使用して、複数のＵＬ送信機会を有する特定のＵＥをスケジュールす
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ることができる。ＵＥの複数のＵＬ送信機会は、ＵＥが無線アクセスネットワーク機器と
の通信を試行することができる複数の別個の時間周期を提供することができ、それにより
、ＵＥが、正常に通信する複数のチャンスを可能にすると同時に、「リッスンビフォアト
ーク」機構を使用して、干渉を回避し、非ライセンス無線周波数帯域を共有する他の無線
通信デバイスにフェアなアクセスを提供する。いくつかの実施形態では、ＵＥは、ＵＬ信
号チャネル、例えば、ＰｃｅｌｌのＰＣＣを使用するＰＵＣＣＨ上でのＳｃｅｌｌ　ＤＬ
データ送信について、肯定応答（acknowledgement；ＡＣＫ）メッセージ及び否定応答（n
egative ACK；ＮＡＣＫ）メッセージを通信する。いくつかの実施形態では、無線アクセ
スネットワーク機器は、ＵＥからのＰｃｅｌｌ又はＳｃｅｌｌを使用するＵＬデータ送信
に応じて、ＰｃｅｌｌのＰＣＣを使用するＤＬシグナリングチャネル、例えば、物理ＨＡ
ＲＱインジケータチャネル（physical HARQ indicator channel；ＰＨＩＣＨ）上で、ハ
イブリッド自動再送要求（hybrid automatic repeat request；ＨＡＲＱ）ＡＣＫメッセ
ージ及びＮＡＣＫメッセージを通信する。いくつかの実施形態では、無線アクセスネット
ワーク機器及び／又はＵＥは、例えば、非ライセンス無線周波数帯域における通信に関す
る地方条例に準拠するように、固定時間周期以下にわたって、例えば、最長で４ミリ秒（
４つの連続するサブフレーム対応する）又は５ミリ秒（５つの連続するサブフレームに対
応する）にわたって、非ライセンス無線周波数スペクトラムで連続的に送信することがで
きる。
【００３７】
　更に、本明細書で説明されているＵＥは、追加の第３世代（third generation：３Ｇ）
及び／又は第２世代（second generation：２Ｇ）ＲＡＴを介しても通信し得るマルチモ
ード無線通信デバイスとして構成され得ることを理解されたい。これらのシナリオでは、
マルチモードＵＥは、より低いデータレートのスループットを提供する旧式の３Ｇネット
ワークに比べて、より高速なデータレートのスループットを提供するＬＴＥネットワーク
又はＬＴＥ－Ａネットワークへの接続を「優先」するように構成することができる。例え
ば、いくつかの実装形態では、４Ｇ準拠ＵＥは、ＬＴＥ及びＬＴＥ－Ａネットワークが使
用できない時に、旧式の３Ｇネットワーク、例えば、進化型高速パケットアクセス（ＨＳ
ＰＡ＋）ネットワーク又はコード分割多重アクセス（ＣＤＭＡ）２０００　Ｅｖｏｌｕｔ
ｉｏｎ－Ｄａｔａ　Ｏｎｌｙ（ＥＶ－ＤＯ）ネットワークへとフォールバックするように
構成されてもよい。
【００３８】
　図１は、無線通信システム１００を示しており、無線通信システム１００は、３ＧＰＰ
のエボルブドユニバーサル地上無線アクセス（Evolved Universal Terrestrial Radio Ac
cess；Ｅ－ＵＴＲＡ）のエアインタフェースに準拠することができ、ＬＴＥ－Ｘ２インタ
フェースを介して互いに通信することができる（例えば無線塔として示される）エンハン
スドＮｏｄｅＢ（enhanced NodeB；ｅＮｏｄｅＢ）基地局をそれぞれが有するＬＴＥネッ
トワークセル１０２及び２つのＬＴＥ－Ａネットワークセル１０４ａ～ｂを含むことがで
きるが、含むとは限らない。更に、Ｅ－ＵＴＲＡ準拠の通信システム１００は、エボルブ
ドパケットコア（evolved packet core；ＥＰＣ）の一部として、ＬＴＥネットワークセ
ル１０２のｅＮｏｄｅ及び／又はＬＴＥ－Ａセル１０４ａ～ｂのｅＮｏｄｅＢのいずれか
と、ＬＴＥ－Ｓ１インタフェースを介して通信することができる、任意の数のモビリティ
管理エンティティ（mobility management entity；ＭＭＥ）１０８ａ～ｃ、サービングゲ
ートウェイ（Ｓ－ＧＷ）１０８ａ～ｃ、ＰＤＮゲートウェイ（Ｐ－ＧＷ）１１０などを含
むことができる。更に、Ｅ－ＵＴＲＡ通信システム１００は、任意の特定の時刻に、ＬＴ
Ｅネットワークセル１０２及び／又はＬＴＥ－Ａネットワークセル１０４ａ～ｂのｅＮｏ
ｄｅＢのうちの１つ以上を介して、無線通信サービスを受信することができる任意の数の
ＵＥ１０６を含むことができる。例として、ＵＥ１０６は、１つ以上のＬＴＥ－Ａネット
ワークセル１０４ａ～ｂの範囲内に配置され得る。図１には明示的に示されていないが、
ＬＴＥネットワークセル１０２とＬＴＥ－Ａネットワークセル１０４ａ～ｂとは、それぞ
れのセルがカバーする地理的エリアにおいて、少なくとも部分的に重なることがある。
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【００３９】
　種々の実施形態では、キャリアアグリゲーションをサポートすることができるＭＭＥ１
０８ａ～ｃのうちのいずれか及び／又はＬＴＥ－Ａネットワークセル１０４ａ～ｂのｅＮ
ｏｄｅＢ基地局のうちのいずれかは、ＤＬにおいて、ＵＥ１０６のいずれかに制御プレー
ンデータを通信するように構成することができる。更に、ＵＥ１０６うちのいずれかは、
ＵＬにおいて、ＬＴＥ－Ａネットワークセル１０４ａ～ｂのいずれかを介して、制御プレ
ーンデータを通信することが可能であり得る。この点で、ＭＭＥ１０８ａ～ｂは、ネット
ワークの無線アクセスネットワーク（radio access network；ＲＡＮ）の部分上で、ｅＮ
ｏｄｅＢを介して、ＥＰＣとＵＥ１０６との間の非アクセス階層（Non-Access Stratum；
ＮＡＳ）制御プレーンシグナリングを実行できることを理解されたい。いくつかのシナリ
オでは、ＮＡＳシグナリングは、対応するページングメッセージを生成し、種々の通信セ
キュリティの機能を実施することにより、アイドルモードから接続モード（及びその逆）
へのユーザ機器（user equipment；ＵＥ）の遷移に影響を与える、ＵＥに対する無線ベア
ラ接続を確立及び解放するための手順を含み得るが、含むとは限らない。
【００４０】
　更に、ＬＴＥ－Ａセル１０４ａ～ｂのｅＮｏｄｅＢ基地局は、システム情報のブロード
キャスト、ＭＭＥから発したページングメッセージの送信、ＵＥについてのＲＲＣパラメ
ータ構成、ネットワークのセル選択及び再選択手順、ＵＥについての測定及び報告構成、
無線リンク信号品質の監視及び報告、並びに、キャリアアグリゲーションに使用されるコ
ンポーネントキャリアを含む異なる無線ベアラの使用の間の、追加、削除及び遷移を含む
種々のＵＥと無線ネットワークとの間の無線接続の管理などを含むが、含むとは限らない
、種々の無線リソース制御（radio resource control；ＲＲＣ）制御プレーンシグナリン
グ手順を実行するように構成することができる。種々の実装形態では、ＲＲＣ制御プレー
ンシグナリングは、以下のＬＴＥプロトコルエンティティ又はレイヤ：パケットデータ収
束プロトコル（packet data convergence protocol；ＰＤＣＰ）、無線リンク制御（radi
o link control；ＲＬＣ）レイヤ、媒体アクセス制御（medium access control；ＭＡＣ
）レイヤ、物理（physical；ＰＨＹ）レイヤのうちの１つ以上と併せて実行することがで
きる。制御プレーンデータ及びユーザプレーンデータは、ダウンリンク（downlink；ＤＬ
）又はアップリンク（uplink；ＵＬ）において、例えば、同一の送信時間間隔（transmis
sion time interval；ＴＴＩ）の間、ＭＡＣレイヤ内で多重化し、ＰＨＹレイヤを介して
意図された受信者に通信することができることを理解されたい。
【００４１】
　図２Ａは、キャリアアグリゲーションのシナリオにおいて、それぞれのセルが重複する
が同一の地理的エリアを必ずしもカバーしないプライマリセル２１０及び２つのセカンダ
リセル２１２及び２１４と通信するＬＴＥ－Ａ準拠ＵＥ２０６を示す無線通信ネットワー
ク図２００を示している。例として、また、３ＧＰＰのＬＴＥ－Ａリリース１０、１１及
び１２を参照して、ＬＴＥ－Ａ準拠ＵＥ２０６は、３つの別個の（キャリアとも呼ばれる
）無線周波数リソースＦ１、Ｆ２及びＦ３を介して無線カバレッジを提供するための無線
周波数送受信機器を有することができるｅＮｏｄｅＢ（基地局）２０２と（例えばＤＬ又
はＵＬにおいて）通信することができる。３つのキャリアは、例えば、単一のコンポーネ
ントキャリアのみを使用して可能であり得るよりも高い通信帯域幅及び／又はスループッ
トを提供するために、ＬＴＥ－Ａ準拠ＵＥ２０６に集約して提供することができる通信用
の個別のコンポーネントキャリア（component carrier；ＣＣ）として使用することがで
きる。ＬＴＥ－Ａ準拠ＵＥ２０６の観点から、ＣＣ無線周波数リソースＦ１は、プライマ
リセル２１０に関連付けることができ、ＣＣ無線周波数リソースＦ２は、セカンダリセル
２１２に関連付けることができ、ＣＣ無線周波数リソースＦ３は、セカンダリセル２１４
に関連付けることができる。周波数リソースのシナリオについての代替的なキャリアアグ
リゲーションの表現について、本明細書では図３Ａ、図３Ｂ及び図３Ｃについて更に説明
する。
【００４２】
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　無線通信ネットワーク図２００は、また、３ＧＰＰのＬＴＥリリース８及び９を参照し
て、複数のコンポーネントキャリアを有するキャリアアグリゲーションを使用して通信す
ることはできないが、１つのコンポーネントキャリア、例えばプライマリコンポーネント
キャリアを使用してＬＴＥ無線通信プロトコルに従って通信することができる、ＬＴＥ準
拠ＵＥ２０４も示している。例として、ＬＴＥ準拠ＵＥ２０４は、単一の周波数リソース
Ｆ１を介して、ｅＮｏｄｅＢ（基地局）２０２と（ＤＬ又はＵＬにおいて）通信すること
ができる。単一キャリアのシナリオでは、ＬＴＥ準拠ＵＥ２０４は、達成可能なデータレ
ートスループットを、１．４ＭＨｚ～２０ＭＨｚの範囲とすることができる周波数帯域幅
を使用して、ＤＬでは約３００Ｍビット／秒に、ＵＬでは約７５Ｍビット／秒に制限する
（実世界の実装形態は変動し得る）個別の標準指定されたシステム帯域幅を採用する。無
線通信ネットワーク図２００はまた、ＬＴＥ無線通信プロトコル（例えば、３ＧＰＰのＬ
ＴＥリリース８／９以降）に従って動作し、「小」セル２１８、即ち、無線ネットワーク
のための通常の「マクロ」セルよりも小さい地理的カバレッジ範囲を有するセルと関連付
けることができる単一の周波数リソースＦ４を介して、無線ネットワークと接続すること
ができるＬＴＥ準拠ＵＥ２０８も示している。いくつかの実施形態では、「小」セル２１
８は、マイクロセル、ナノセル、又はフェムトセルも呼ぶこともでき、セルラー無線ネッ
トワークのマクロセルによって、例えばプライマリセル２１０によって提供されるカバレ
ッジを補う、限定されたカバレッジを提供することができる。「小」セル２１８は、有線
接続又は無線接続のいずれかを使用して、「バックホール」を介して無線ネットワークに
接続することができる専用のネットワーク機器２１６から発することができる。いくつか
の実施形態では、「小」セル２１８は、有線接続を介して（例えば「ブロードバンド」リ
ンクを通じて）無線ネットワークに接続する。無線ネットワークプロバイダは、セルラー
無線ネットワークの１つ以上のマクロセルにより提供されるサービスを補うために、限定
されたエリア内でショートレンジカバレッジを提供する「ホーム」ベースの「小セル」の
ためのサービスを提供することができる。無線ネットワークプロバイダは、「マクロ」セ
ルと「小」セルとの組み合わせを使用して、ネットワークの負荷の均衡を取り、より大き
いカバレッジ、より高いデータレート、及び／又はより優れたリンク安定性を提供するた
めに、複数の並列接続のオプションを使用しようとすることができる。いくつかの実施形
態では、無線ネットワークプロバイダは、ライセンス無線周波数帯域におけるキャリアを
使用して、例えば、周波数リソースＦ４を介して、「小」セル２１８を動作させることが
できる。いくつかの実施形態では、無線ネットワークプロバイダは、ライセンス無線周波
数帯域のプライマリコンポーネントキャリアを介した通信を補うために、非ライセンス無
線周波数帯域のセカンダリコンポーネントキャリアを使用して、「小」セル２１８を動作
させることができる。ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、キャリアアグリゲーションを
介したライセンス無線周波数帯域と非ライセンス無線周波数帯域の双方のコンポーネント
キャリアの組み合わせを使用して、無線ネットワークに接続することができるようになる
。
【００４３】
　図２Ｂは、別の無線通信ネットワークについての図２５０を示し、無線周波数Ｆ１のプ
ライマリコンポーネントキャリアを介してプライマリセル２１０と（ＬＴＥ／ＬＴＥ－Ａ
無線通信プロトコルに従って）通信し、無線周波数Ｆ５のセカンダリコンポーネントキャ
リアを介してセカンダリセル２５６と通信するＬＴＥ－Ｕ対応ＵＥ２５２とすることがで
きる無線通信デバイスが示されている。いくつかの実施形態では、無線ネットワークプロ
バイダは、非ライセンス無線周波数帯域のキャリアを使用して「小」セル２１８を動作さ
せることができる。非ライセンス無線周波数帯域のセカンダリキャリアは、ＬＴＥ－非ラ
イセンス（LTE-Unlicensed；ＬＴＥ－Ｕ）キャリアと呼ぶこともでき、ＬＴＥ－Ｕ対応Ｕ
Ｅ２５２は、ＬＴＥ－Ｕ無線通信プロトコルに従って動作することができる。本明細書で
更に説明するように、いくつかの実施形態では、無線ネットワークプロバイダは、例えば
周波数リソースＦ１を介したライセンス無線周波数帯域のプライマリキャリア、及び例え
ば周波数リソースＦ５を介した非ライセンス無線周波数帯域のセカンダリキャリアもの双
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方を使用して、ＬＴＥ－Ｕ対応ＵＥ２５２との通信を行うことができる。非ライセンス無
線周波数帯域は他の非セルラー無線通信デバイスにより共有され得るので、セルラー無線
ネットワークは、非ライセンス無線周波数帯域のセカンダリコンポーネントキャリア上で
の通信と、例えばＷｉ－Ｆｉプロトコルが代表例である無線ローカルエリアネットワーク
（wireless local area network；ＷＬＡＮ）無線通信プロトコルに従って動作する他の
無線通信デバイスが使用する周波数の重複又は隣接するセットを使用する通信との間の共
存干渉を緩和しようとすることができる。非ライセンス無線周波数帯域は、複数のネット
ワークプロバイダ及び／又は種々の無線ネットワーク機器により共有され得るので、セカ
ンダリセル２５６におけるセカンダリコンポーネントキャリアＦ５を介したＬＴＥ－Ｕ通
信を無線ネットワークにより「管理」して、他の無線通信デバイス、例えばＷｉ－Ｆｉ機
器への又はそこからの干渉を緩和することができる。無線ネットワークは、複数のＬＴＥ
－Ｕ対応無線通信デバイス、例えば複数の異なるＬＴＥ－Ｕ対応ＵＥ２５２間で非ライセ
ンス無線周波数帯域を共有するために、セカンダリコンポーネントキャリアＦ５上での送
信をスケジュールするための機器を含むことができる。いくつかの実施形態では、無線ネ
ットワークプロバイダはまた、無線ローカルエリアネットワークデバイスを、例えば、Ｗ
ｉ－Ｆｉ「ホットスポット」（図示せず）とセカンダリセル２５６とプライマリセル２１
０とを同時に動作させることができ、３つの別個のネットワーク機器を、例えば、「管理
」Ｗｉ－Ｆｉ「ホットスポット」アクセスポイントと、セカンダリセルのｅＮｏｄｅＢ（
基地局）２５４（又は「フェムトセル」又は均等物）と、プライマリセルのｅＮｏｄｅＢ
（基地局）２０２とを介して通信を管理することができる。無線ネットワークプロバイダ
は、複数の無線通信デバイスと通信するネットワーク機器の組み合わせを管理して、共存
干渉を低減すること、種々のネットワーク機器間のトラフィックのオフロードを提供する
こと、１つ以上の種々のネットワーク機器を介した接続を確立するためにＬＴＥ－Ｕ対応
ＵＥ２５２による選択を行うこと、種々のネットワーク機器間の再選択を行うこと、並列
のコンポーネントキャリアを使用する通信を共有することなどを行うことができる。いく
つかの実施形態では、無線ネットワークプロバイダは、アクセスネットワーク発見及び選
択機能（access network discovery and selection function；ＡＮＤＳＦ）ポリシーオ
ブジェクトのセットを使用して、ｅＮｏｄｅＢ（基地局）２０２と、「小」セルネットワ
ーク機器、例えばｅＮｏｄｅＢ（基地局）２５４と、管理ＷＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）アクセ
スポイント（図示せず）との組み合わせを含む複数のタイプのアクセスネットワーク機器
を使用する通信の管理を行うことができる。
【００４４】
　図２Ｃ及び図２Ｄは、いくつかの実施形態に係る、無線周波数共存干渉を経験すること
がある代表的な無線通信システムを示している。図２Ｃは、無線通信デバイス２６２が、
セルラー無線通信プロトコルを使用して同時に通信すること、例えば、ＷＬＡＮ無線通信
プロトコルに従ってＷＬＡＮアクセスポイント２６４から受信しながら、ライセンスＬＴ
Ｅ周波数帯域のプライマリコンポーネントキャリア上でｅＮｏｄｅＢ（基地局）２０２に
送信し、非ライセンス無線周波数帯域のセカンダリコンポーネントキャリア上でセルタワ
ー（基地局）２５４に送信することができる、無線通信システム２６０を示している。Ｗ
ＬＡＮアクセスポイントはまた、いくつかの実施形態ではＷＬＡＮ無線通信プロトコルの
みを使用して動作することができる他の無線通信デバイス２６８とも通信することができ
る。ＷＬＡＮアクセスポイント２６４は、無線デバイス２６２及び２６８と共に、非ライ
センス無線周波数帯域の特定の無線周波数チャネルを使用してＷＬＡＮを形成することが
できる。無線デバイス２６２が、ＷＬＡＮと同一の無線周波数チャネル又はＷＬＡＮと重
複している無線周波数チャネル上で、例えばＬＴＥ－Ｕ対応基地局２５４に送信する時、
無線デバイス２６２の受信機は、「デバイス内」共存無線周波数干渉に直面することがあ
る。いくつかの実施形態では、セルラー送信機とＷＬＡＮ受信機とを無線デバイス２６２
にコロケートすることができるので、ＷＬＡＮ受信機及び／又はセルラー送信機は、例え
ば、重複している送信時間を最低限に抑えて及び／又は周波数チャネルの使用を変更して
、セルラー送信機からＷＬＡＮ受信機への無線周波数干渉を低減させることによって、「
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デバイス内」共存無線周波数干渉の影響を緩和するためのアクションを取ることができる
。
【００４５】
　しかしながら、無線周波数干渉は、２つの異なる無線デバイス間で、又は図２Ｄの無線
通信システム２７０により示されるような（例えば無線ＷＬＡＮアクセスポイント２６４
と同じ無線デバイス２６８と通信している）セルラー無線ネットワークのアクセスネット
ワーク機器から生じることもある。ＬＴＥ－Ｕ対応基地局２５４と通信する近隣の無線デ
バイス２６２のセルラー送信機は、無線デバイス２６２自体のＷＬＡＮ受信機と干渉する
だけでなく、他の無線デバイス、例えば、同一の周波数チャネル及び／又は無線デバイス
２６２のＬＴＥ－Ｕセルラー送信機が占める１つ以上の重複している無線周波数チャネル
を使用してＷＬＡＮアクセスポイント２６４と通信使用とすることができる無線デバイス
２６８のＷＬＡＮ受信機とも干渉し得る。同様に、例えば無線デバイス２６８を含む１つ
以上の無線デバイスと通信するＬＴＥ－Ｕ帯域基地局２５４のセルラー送信機は、ＬＴＥ
－Ｕ帯域基地局２５４のセルラー送信機が使用する無線周波数チャネルと同一の及び／又
は重複している無線周波数チャネルを使用してＷＬＡＮアクセスポイント２６４と通信し
ようとすることができる無線デバイス２６８において、共存干渉を引き起こし得る。いく
つかの実施形態では、無線デバイス２６８は、ＷＬＡＮアクセスポイント２６４とセルラ
ー無線ネットワークのＬＴＥ－Ｕ帯域基地局２５４の双方から信号を受信しようとするこ
とができる。ＷＬＡＮアクセスポイント２６４とＬＴＥ－Ｕ帯域基地局の双方が、例えば
非ライセンス無線周波数帯域における同一の無線周波数チャネル及び／又は１つ以上の重
複している無線周波数チャネルを使用する時、（例えば別個の並列の無線回路を使用した
）無線デバイス２６８による、ＷＬＡＮアクセスポイント２６４及び／又はＬＴＥ－Ｕ帯
域基地局２５４からの信号の受信は、互いに干渉し得る。いくつかの実施形態では、無線
デバイス２６８の受信機は、ＬＴＥ－Ｕ帯域基地局２５４あるいはＷＬＡＮ通信のために
使用される無線周波数チャネルを重複する及び／又は使用する他の無線デバイス２６２な
ど、近隣のセルラー送信機からの無線周波数信号をリッスンし、検出することができ、セ
ルラー送信からの無線周波数干渉の影響を最小限に抑えようとする、及び／又は緩和しよ
うとすることができる。いくつかの実施形態では、例えば無線デバイス２６２自身及び／
又は無線ネットワーク機器により、例えばＬＴＥ　ｅＮｏｄｅＢ（基地局）２０２及び／
又はＬＴＥ－Ｕ対応ｅＮｏｄｅＢ（基地局）２５４を通じて提供される制御信号を介して
無線デバイス２６２の送信を管理して、無線デバイス２６２と無線デバイス２６８との間
の共存干渉を緩和することができる。本明細書で更に説明するように、無線デバイス２６
２は、非ライセンス無線周波数帯域の全て又は一部分を他の無線デバイスと、例えば無線
デバイス２６８と共有するために、時間分割多重方式を使用して、及び／又は周波数ホッ
ピングを使用して送信することができる。
【００４６】
　例えばキャリアセンス多元接続（carrier sense multiple access；ＣＳＭＡ）プロト
コルに基づく典型的なＷＬＡＮ通信システムでは、無線クライアントデバイス、例えば２
６８は、着信ＷＬＡＮパケットを復号して、その宛先を判定することができる。ＷＬＡＮ
通信システムにおける通信は「スケジュールされていない」こともあるので、任意の着信
ＷＬＡＮパケットは、無線クライアントデバイス２６８宛てとすることができる。いくつ
かの実施形態では、無線クライアントデバイス２６８は、ＷＬＡＮパケットのプリアンブ
ルを検出し、復号することができ、そうすることによって、無線クライアント装置２６８
は、他のＷＬＡＮクライアントデバイスが（「媒体」と呼ぶこともできる）無線周波数チ
ャネルを占めているかどうかを判定することができる。ＣＳＭＡ機構を適切に実行するた
めに、ＷＬＡＮ通信プロトコルでは、－８２ｄＢｍ以上のレベルの信号が、ＷＬＡＮクラ
イアントデバイス２６８及びＷＬＡＮアクセスポイント２６４により検出可能かつ復号可
能であることが必要であり得る。典型的なＷＬＡＮクライアントデバイス２６８では、－
９０ｄＢｍ以上のレベルのＷＬＡＮ信号を検出し、復号することができる。ただし、検出
及び復号は、検出のためのＷＬＡＮパケットの始めにプリアンブルが存在することに依存
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することができ、通信が検出可能なプリアンブルを含まない時には、ＷＬＡＮクライアン
トデバイス２６８は、その代わりに、無線周波数干渉源の存在を判定するための単純なエ
ネルギー検出機構に依存することができる。
【００４７】
　ＷＬＡＮ通信プロトコルは、ＷＬＡＮクライアントデバイス２６８によって－６２ｄＢ
ｍ以上のエネルギーレベルを有する無線信号が検出可能であることを必要とすることがで
きる。この検出可能なエネルギーレベルは、ＷＬＡＮクライアントデバイス２６８によっ
て復号可能であっても、復号可能でなくてもよい無線周波数信号に対するものであり、Ｗ
ＬＡＮクライアントデバイス２６８による検出のためにプリアンブルを含むフォーマット
されたパケットの検出可能レベルよりも実質的に高い。－６２ｄＢｍ以上の受信信号強度
表示（received signal strength indication；ＲＳＳＩ）の測定と呼ぶこともできる干
渉無線信号のエネルギーの検出時、ＷＬＡＮクライアントデバイス２６８Ｂは、無線周波
数チャネルが「ビジー」である又は場合によっては「占められている」と肯定応答するこ
とができ、将来の「クリアな」送信時間を待つことができる。したがって、ＷＬＡＮクラ
イアントデバイス２６８は、無線周波数チャネルの「キャリア」の存在を「検知」するこ
とができ、その無線周波数チャネルを使用して別のＷＬＡＮデバイスに「フェアな」アク
セスを提供することができる。ＬＴＥ－Ｕセカンダリコンポーネントキャリアを使用して
通信している無線通信デバイス２６２、及びＷＬＡＮ無線通信プロトコルを使用して通信
しているＷＬＡＮクライアントデバイス２６８は共に、同時に同一の無線周波数チャネル
の全て又は一部分の占有を試行する時に無線周波数干渉を受け得る。ＬＴＥ通信システム
及び／又はＷＬＡＮ通信システムのための無線パケットは、適切な検出及び「バックオフ
」機構を採用しない限り、無線周波数干渉に起因して破損することがある。いくつかの実
施形態では、ＷＬＡＮクライアントデバイス２６８及び／又はＷＬＡＮ　ＡＰ２６４は、
１つの無線周波数帯域において（又は複数の無線周波数帯域において）１つ以上の無線周
波数チャネルをスキャンして、ＬＴＥセルラーシステムの存在を検出することができる。
非ライセンス無線周波数帯域における無線デバイス２６２のセルラー送信は、ＷＬＡＮク
ライアントデバイス２６８がＷＬＡＮ　ＡＰ２６４と通信することができる「クリアな」
送信時間間隔及び／又は無線周波数チャネル（若しくは、より一般的には、非ライセンス
無線周波数帯域における無線周波数スペクトルの一部）を提供するために、時間ギャップ
を含むことができる、及び／又は経時的に異なる無線周波数チャネルを使用することがで
きる。いくつかの実施形態では、例えばＷＬＡＮクライアントデバイス２６８及びＷＬＡ
Ｎ　ＡＰ２６４が使用するような非ライセンス無線周波数帯域と重複する周波数帯域を少
なくとも部分的に使用して動作するキャリアアグリゲーション方式においてセカンダリコ
ンポーネントキャリアを使用する全ての無線通信デバイス２６２を管理して、ＬＴＥ－Ｕ
対応デバイス、ＬＴＥ支援（LTE assisted access；ＬＡＡ）対応デバイス、及びＷＬＡ
Ｎ（Ｗｉ－Ｆｉ）デバイスを含む複数の無線通信デバイス間での、非ライセンス無線周波
数帯域の「フェアな」共有を可能にするために、「クリアな」送信時間及び／又は「クリ
アな」無線周波数チャネルを提供することができる。
【００４８】
　図３Ａ、図３Ｂ及び図３Ｃは、種々の実施形態に係る、２つの帯域内ＣＣの周波数リソ
ース図３００及び３１０、並びに１つの帯域間ＣＣ周波数リソース図３２０を示す３つの
別個のキャリアアグリゲーションの表現を示している。一般的に理解されるように、３Ｇ
ＰＰ　ＬＴＥ及びＬＴＥ－Ａでは、個別のＣＣは、１．４ＭＨｚから２０ＭＨｚまでの範
囲の種々のシステム帯域幅３０８における通信に制限することができる。したがって、キ
ャリアアグリゲーションのシナリオを使用することによって達成可能な集約的なＤＬデー
タレートスループットは、約３００Ｍビット／秒の単一のキャリアのデータレートスルー
プットよりも、例えば並列に採用されるＣＣの数（ＬＴＥ－Ａでは５つのＣＣまで）に関
連し、構成ＣＣの帯域幅に基づく乗数値だけ増大することができる。ＬＴＥ－Ａを採用し
ている電気通信ネットワークについて、先行するＬＴＥのバージョンとの相互運用性は、
ＬＴＥ－Ａ　ＣＣが以前のＬＴＥのバージョンの対応部分と同等のシステム帯域幅を採用
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することを必要とすることができる。したがって、ピークシングルＣＣ　ＬＴＥ－Ａシス
テム帯域幅は、ＬＴＥ　ＲＡＴ間の互換性について、２０ＭＨｚを上限とすることができ
る。ただし、種々のキャリアアグリゲーションのシナリオでは、ＬＴＥ－Ａ　ＣＣのアグ
リゲートセットは、１つ以上の割り当てられたＬＴＥスペクトル帯域を使用して、１００
ＭＨｚまで（５ＣＣ×２０ＭＨｚ、最大のＬＴＥ標準のシステム帯域幅）の集約的な帯域
幅を達成することが可能であり得る。
【００４９】
　図３Ａは、帯域内連続ＣＣの周波数リソース図３００を示すキャリアアグリゲーション
の表現を示し、それぞれの集約されたＣＣ３０２、３０４及び３０６は、同一のサービス
プロバイダが指定したＤＬ周波数帯域（帯域Ａ）内のＣＣ自体の別個の周波数リソース（
Ｆ１、Ｆ２、又はＦ３）に関連付けられている。いくつかの実施形態では、周波数リソー
スは、周波数キャリア、キャリア又は周波数チャネルと呼ぶこともできる。帯域内連続Ｃ
Ｃのシナリオでは、３つの周波数リソースＦ１、Ｆ２及びＦ３は、帯域Ａ内で互いに隣接
して位置する周波数領域の連続しているＣＣ周波数である。図３Ｂは、帯域内非連続ＣＣ
の周波数リソース図３１０を示すキャリアアグリゲーションの表現を示し、それぞれの集
約されたＣＣ３１２、３１４及び３１６は、単一のＤＬ周波数帯域（帯域Ａ）内のＣＣ自
体の別個の周波数リソース（Ｆ１、Ｆ２、又はＦ３）に関連付けられている。ただし、周
波数リソース図３１０に示された非連続ＣＣのシナリオでは、３つの周波数リソース（Ｆ
１、Ｆ２及びＦ３）は、例えば、周波数チャネルＦ２及びＦ３が離れていることから分か
るように、帯域Ａ内の周波数領域の１つ以上の介在周波数チャネルにより分離されたＣＣ
周波数とすることができる。図３Ｃは、帯域間非連続ＣＣの周波数リソース図３２０を示
すキャリアアグリゲーションの表現を示し、それぞれの集約されたＣＣ３２２、３２４及
び３２６は、２つのサービスプロバイダが指定したＤＬ周波数帯域（帯域Ａ及び帯域Ｂ）
内にわたるＣＣ自体の別個の周波数リソース（Ｆ１、Ｆ２、又はＦ３）に関連付けられて
いる。帯域間非連続ＣＣのシナリオでは、帯域Ａの周波数リソースＦ１及びＦ２は、周波
数領域において帯域Ｂの周波数リソースＦ３から離れたＣＣ周波数とすることができる。
参考までに、３ＧＰＰのＬＴＥ－Ａリリース１０はＬＴＥのためのキャリアアグリゲーシ
ョンを指定し、ＬＴＥ－Ａリリース１１及び１２は、種々の帯域間ＣＣ帯域ペアリングを
含む、種々のキャリアアグリゲーションの強化について記載している。電気通信サービス
プロバイダは、一般に、同様のラインセンスＬＴＥ周波数スペクトル帯域異なるラインセ
ンスＬＴＥ周波数スペクトル帯域の双方を使用して動作することを理解されたい。例えば
、米国内では、ベライゾン（登録商標）のＬＴＥネットワークは、帯域１３及び４を使用
して、７００ＭＨｚ及び１７００／２１００ＭＨｚの周波数スペクトルで動作するが、Ａ
Ｔ＆Ｔ（登録商標）のＬＴＥネットワークは、帯域１７、４及び３０を使用して、７００
ＭＨｚ、１７００／２１００ＭＨｚ及び２３００ＭＨｚｍの周波数スペクトルで動作する
。１つ以上のライセンス無線周波数帯域の無線周波数チャネルを使用するキャリアアグリ
ゲーションを介した通信に加えて、無線ネットワークプロバイダは、例えば、ライセンス
無線周波数帯域のプライマリコンポーネントキャリア上での通信を、非ライセンス無線周
波数帯域のセカンダリコンポーネントキャリアで補うために、ライセンス無線周波数帯域
と並列に非ライセンス無線周波数帯域における周波数リソースを使用した通信を提供する
ことができる。
【００５０】
　図３Ｄは、いくつかの実施形態に係る、非ライセンス無線周波数帯域において無線ロー
カルエリアネットワーク（wireless local area network；ＷＬＡＮ）システムが使用す
るために利用可能な無線周波数チャネルのセットを示している。「クライアント」ＷＬＡ
Ｎデバイスは、例えば、無線ローカルエリアネットワーク（ＷＬＡＮ）通信プロトコルに
従ったＷＬＡＮ技術を介して通信することが可能な任意の無線通信デバイスであり得る。
いくつかの実施形態では、ＷＬＡＮ技術は、Ｗｉ－Ｆｉ（又はより一般的にはＷＬＡＮ）
無線通信サブシステム（いくつかの実施形態では無線機と呼ぶこともできる）を含むこと
ができ、Ｗｉ－Ｆｉ無線通信サブシステムは、ＩＥＥＥ　８０２．１１ａ、ＩＥＥＥ　８
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０２．１１ｂ、ＩＥＥＥ　８０２．１１ｇ、ＩＥＥＥ　８０２．１１－２００７、ＩＥＥ
Ｅ　８０２．１１ｎ、ＩＥＥＥ　８０２．１１－２０１２、ＩＥＥＥ　８０２．１１ａｃ
、又は他の現在の若しくは将来開発されるＩＥＥＥ　８０２．１１技術のうちの１つ以上
などの、米国電気電子学会（ＩＥＥＥ）８０２．１１技術を実装することができる。８０
２．１１Ｗｉ－Ｆｉ通信プロトコルのセットは、産業医療科学用（Industrial, Scientif
ic, and Medical；ＩＳＭ）の無線周波数帯域（例えば２．４ＧＨｚ～２．５ＧＨｚ）、
並びに例えば約４．９ＧＨｚから５．８ＧＨｚに及ぶ「５ＧＨｚ」無線周波数帯域におけ
る無線周波数スペクトルの領域を利用する。「より高」無線周波数帯域は、より広い無線
周波数チャネルを実現し、より多くの帯域幅御及びより高いデータレートを提供すること
ができる。「より低い」無線周波数帯域は、より低い経路損失に起因するより広いカバレ
ッジ領域を、したがってより大きい範囲を提供することができる。典型的には、ＷＬＡＮ
クライアントデバイス及びＷＬＡＮアクセスポイントは、１つ又は複数の非ライセンス無
線周波数帯域において動作する能力を提供する。追加の無線周波数帯域は、ＷＬＡＮ無線
通信デバイスが将来使用するために計画されており、例えば、超短波（very high freque
ncy；ＶＨＦ）帯域及び極超短波（ultra high frequency；ＵＨＦ）帯域、即ち、６００
ＭＨｚ付近であるテレビの「ホワイトスペース」周波数、並びに３．５ＧＨｚ付近の周波
数の帯域を含む、追加の無線周波数帯域を使用するために、無線通信プロトコル標準を開
発中である。ＷＬＡＮクライアントデバイス及びＷＬＡＮアクセスポイントが５ＧＨｚの
非ライセンス無線周波数帯域において使用する無線周波数チャネル、図３Ｄに示すような
約２０ＭＨｚの無線周波数帯域幅にわたることができる。更に、ＷＬＡＮクライアントデ
バイスは、複数の２０ＭＨｚの無線周波数チャネルを一緒に使用して、図３Ｅに示される
ようなより広い無線周波数帯域幅のチャネルを提供することができる。したがって、ＷＬ
ＡＮクライアントデバイスは、２０ＭＨｚ幅の周波数チャネルだけでなく、４０ＭＨｚ幅
、８０ＭＨｚ幅、及び／又は１６０ＭＨｚ幅の無線周波数チャネルを使用してもよい。よ
り高い帯域幅の無線周波数チャネルは、より高いデータレートスループットを提供するこ
とができるが、他の無線システムから、より多くの無線周波数干渉を受けることがあり、
当該他の無線システムからの送信は、ＷＬＡＮ無線周波数チャネルの全て又は一部分と重
複することがある。
【００５１】
　図３Ｅの図３５０により示すように、無線周波数チャネルＦ５上で動作し、約２０ＭＨ
ｚの帯域幅を占めるＬＴＥ－Ｕセカンダリセル３５２は、非ライセンス無線周波数帯域の
同一の周波数範囲で動作するＷＬＡＮシステムが使用する無線周波数スペクトルの全て又
は一部分と重複することがある。例えば、ＬＴＥ－Ｕセカンダリセル３５２は、５ＧＨｚ
の非ライセンス無線周波数帯域の５．２４０ＧＨｚを中心とする周波数チャネルＣＨ４８
と一致する周波数帯域を使用して動作することができる。また、ＬＴＥ－Ｕセカンダリセ
ル３５２は、追加の周波数チャネルを使用する、より広い帯域幅の周波数チャネルと部分
的に重複することがある。重複している無線周波数チャネルと同一の無線周波数帯域を使
用する通信システム間の共存干渉を緩和するために、セルラー無線ネットワークは、例え
ば、時間分割多重技術及び／又は周波数ホッピング技術を通じて、非ライセンス無線周波
数帯域の全て又は一部分を共有するための方法を含むことができる。
【００５２】
　図３Ｆは、セルラー無線ネットワークが使用できる５ＧＨｚの非ライセンス無線周波数
帯域の一部分にわたるＬＴＥ－Ｕ無線周波数チャネルの代表的なセットを含む図３６０を
示している。いくつかの実施形態では、無線ネットワークプロバイダは、例えば、キャリ
アアグリゲーションのためにセカンダリコンポーネントキャリアを介して、無線通信デバ
イスと通信するために、ＬＴＥ－Ｕ無線周波数チャネルのセットの１つ以上を使用するこ
とができる。キャリアアグリゲーションを提供するために、１つ以上のセカンダリコンポ
ーネントキャリアと並列に、ライセンス無線周波数帯域のプライマリコンポーネントキャ
リア（図示せず）を使用することができる。プライマリコンポーネントキャリアを使用し
て、非ライセンス無線周波数帯域のセカンダリコンポーネントキャリアをいつどのように
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使用するかを管理するために制御信号を提供することができる。いくつかの実施形態では
、非ライセンス無線周波数帯域の１つのセカンダリコンポーネントキャリア１つだけが、
ライセンス無線周波数帯域のプライマリコンポーネントキャリアと並列に使用される。い
くつかの実施形態では、非ライセンス無線周波数帯域の複数のセカンダリコンポーネント
キャリアを、例えば、同時に並列に、及び／又は順番に逐次的に（若しくは周波数ホッピ
ングの順で）使用することができる。
【００５３】
　図３Ｅ及び図３Ｆは、５ＧＨｚの非ライセンス無線周波数帯域の代表的なＬＴＥ－Ｕ無
線周波数チャネルを示しているが、セカンダリセルについての無線周波数スペクトラムを
提供するために、他のＩＳＭ帯域など、他の非ライセンス無線周波数帯域を同様に使用す
ることもできる。いくつかの実施形態では、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、１つ以
上の非ライセンス無線周波数帯域、例えば、２．４ＧＨｚ及び／又は５ＧＨｚの非ライセ
ンス無線周波数帯域の１つ以上のＬＴＥ－Ｕセカンダリセルを介して通信することができ
る。ＬＴＥ－Ｕセカンダリセルのそれぞれは、２０ＭＨｚにわたり得る、又は帯域幅が変
動する別の帯域幅範囲にわたり得るＬＴＥ－Ｕ無線周波数チャネルを使用することができ
、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、必要とされる任意の周波数帯域幅にわたるＬＴＥ
－Ｕ対応無線通信デバイスにより、ＬＴＥ－Ｕ通信のための帯域幅の範囲、例えば、５Ｍ
Ｈｚから１００ＭＨｚに及ぶ無線周波数スペクトラムをサポートする複数の無線周波数チ
ャネルのＬＴＥ－Ｕをサポートすることができる。いくつかの実施形態では、ＬＴＥ－Ｕ
対応無線通信デバイスは、２．４ＧＨｚの非ライセンス無線周波数帯域において動作する
。いくつかの実施形態では、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、５ＧＨｚの非ライセン
ス無線周波数帯域において動作する。いくつかの実施形態では、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信
デバイスは、１つ以上の非ライセンス無線周波数帯域、例えば、２．４ＧＨｚの非ライセ
ンス無線周波数帯域及び／又は５ＧＨｚの非ライセンス無線周波数帯域の組み合わせにお
いて動作する。したがって、図３Ｅは、５ＧＨｚの非ライセンス無線周波数帯域内の周波
数Ｆ５で動作するＬＴＥ－Ｕセカンダリセル３５２を示しているが、いくつかの実施形態
では、ＬＴＥ－Ｕセカンダリセル３５２は、異なる帯域幅、例えば、５ＭＨｚを使用して
、及び／又は、異なる非ライセンス無線周波数帯域、例えば、２．４ＧＨｚの非ライセン
ス無線周波数帯域において動作することもできる。同様に、いくつかの実施形態では、図
３Ｆに示したＬＴＥ－Ｕ無線周波数チャネルのセットはそれぞれ、２０ＭＨｚの帯域幅を
、又は、異なる無線周波数チャネル毎に異なる帯域幅を含む別の範囲の帯域幅を占めるこ
とができる。ＬＴＥ－Ｕ無線周波数帯域は、別の非ライセンス無線周波数帯域、例えば、
２．４ＧＨｚの非ライセンス無線周波数帯域と、又は別のＩＳＭ無線周波数帯域と重複す
ることもあり、必ずしも、図示された５ＧＨｚの無線周波数帯域における使用には限定さ
れない。
【００５４】
　図３Ｇは、ＬＴＥ　ＴＤＤ無線ネットワークにおける通信をフォーマットするために使
用することができるＬＴＥフレームについてのＵＬ／ＤＬサブフレーム構成の表３７０を
示す。それぞれのＵＬ／ＤＬサブフレーム構成は、ＤＬサブフレーム、ＵＬサブフレーム
及び特別なサブフレームのシーケンスを特定する。例えば、ＵＬ／ＤＬサブフレーム構成
＃０は、ＤＳＵＵＵＤＳＵＵＵのサブフレームシーケンスを特定するサブフレーム＃０～
＃９により規定し、ここで、「Ｄ」はＤＬサブフレームを示し、「Ｕ」はＵＬサブフレー
ムを示し、「ｓ」は特別なサブフレームを示す。ＴＤＤ　ＬＴＥ通信の場合、ｅＮｏｄｅ
Ｂは、ダウンリンクサブフレーム、アップリンクサブフレーム、及び（ダウンリンク送信
からアップリンク送信に遷移する）「特別な」サブフレームの混合を含む特定のフレーム
構造を使用するようにＵＥを構成する。図３Ｇに示した７つのＬＴＥ　ＴＤＤフレーム構
造のうち、ＵＬ／ＤＬ構成＃１及び＃２と標示されたフレーム構造は、最も一般的に展開
され、これらの特定のＵＬ／ＤＬ構成のそれぞれは、１０ミリ秒フレーム当たり、２つの
反復する５ミリ秒サブフレームパターンを含む。
【００５５】



(27) JP 2018-504838 A 2018.2.15

10

20

30

40

50

　図３Ｈは、ＬＴＥタイプ２（ＴＤＤ）フレームとも呼ばれるＬＴＥ時間分割複信（Time
 division duplex；ＴＤＤ）フレーム３８２についてのＬＴＥフレーム構造３８０を示し
ており、これは、ＬＴＥ　ＴＤＤ通信プロトコルに従って動作する、ｅＮｏｄｅＢとＵＥ
との間のダウンリンク送信及びアップリンク送信のための使用することができる。それぞ
れのＬＴＥタイプ２のＴＤＤフレーム３８２は、それぞれのサブフレームが１ミリ秒（１
ｍｓ）にわたる１０個の連続サブフレーム（サブフレーム＃０から＃９まで番号が付され
ている）に再分割される１０ミリ秒（１０ｍｓ）の時間周期にわたる。それぞれのＬＴＥ
タイプ２のＴＤＤフレーム３８２は、（ｅＮｏｄｅＢからＵＥへの送信のための）１つ以
上のダウンリンク（ＤＬ）サブフレーム、（ＵＥからｅＮｏｄｅＢへの送信のための）１
つ以上のアップリンク（ＵＬ）サブフレーム、及び１つ以上の特別なサブフレームを含む
。特別なサブフレームは、ダウンリンク部分、ガード期間、及びアップリンク部分を含む
。ガード期間は、ＤＬ部分からＵＬ部分を分離し、ＵＥとｅＮｏｄｅＢとの間のマルチパ
ス遅延拡散についてラウンドトリップ遅延を考慮する。特別なサブフレームのダウンリン
ク部分は、ダウンリンクパイロットタイムスロット（downlink pilot time slot；ＤｗＰ
ＴＳ）と呼ぶことができ、特別なサブフレームのアップリンク部分は、アップリンクパイ
ロットタイムスロット（uplink pilot time slot；ＵｐＰＴＳ）と呼ぶことができる。特
別なサブフレームは、ダウンリンク送信からアップリンク送信への遷移時にはＴＤＤ通信
のために使用することができるが、アップリンク送信からダウンリンク送信への遷移時に
は使用されない。
【００５６】
　図３Ｈは、ＬＴＥタイプ２のフレームについての特定のＬＴＥ　ＴＤＤ　ＵＬ／ＤＬサ
ブフレーム構成、即ち、２つの特別なサブフレームを含むＵＬ／ＤＬ構成＃０についての
ＬＴＥフレーム構造３８０を示している。図３Ｇの表３７０に示したように、ＬＴＥ　Ｔ
ＤＤ　ＵＬ／ＤＬサブフレーム構成は、１つ又は２つの特別なサブフレームを含むことが
できる。ＬＴＥタイプ２のＴＤＤフレーム３８２のダウンリンクサブフレーム及びアップ
リンクサブフレームは、それぞれのタイムスロットが０．５ミリ秒にわたる２つのタイム
スロットに分割され、特別なサブフレームは、３つの時間周期に分割される。それぞれの
ダウンリンクサブフレーム３８４は、制御シンボル３８６とペイロードシンボル３８８と
の組み合わせを含むことができる複数の直交波周波数分割多重（orthogonal frequency-d
ivision multiplexing；ＯＦＤＭ）シンボルを含む。ＬＴＥタイプ２のＴＤＤフレーム３
８２についての構成は、システム情報ブロック（system information block；ＳＩＢ）メ
ッセージ中のｅＮｏｄｅＢにより情報のブロードキャストにおいて特定することができる
。ダウンリンクサブフレーム、特別なサブフレーム及びアップリンクサブフレームの数は
、図３Ｇの表３７０に示したように使用される異なるＬＴＥ　ＴＤＤ　ＵＬ／ＤＬサブフ
レーム構成について変動することができる。
【００５７】
　図３Ｈは、それぞれのサブフレームが、２つのタイムスロットを含み、それぞれのタイ
ムスロットは、拡張サイクリックプレフィックスの使用時に６つのＯＦＤＭシンボルを含
むことを示している。したがって、サブフレームは、合計１２個のＯＦＤＭシンボルを含
む。１２個のＯＦＤＭシンボルのうち、最初の２つのＯＦＤＭシンボルは、例えば物理ダ
ウンリンク制御チャネル（physical downlink control channel；ＰＤＣＣＨ）３８６を
通信するために使用される制御シンボルであり、残りの１０個のＯＦＤＭシンボルは、例
えば物理ダウンリンク共有チャネル（physical downlink shared channel；ＰＤＳＣＨ）
３８８を通信するために使用されるペイロードシンボルである。図３Ｈはまた、前述のよ
うな特別なサブフレームの構造を示している。サブフレーム６を参照すると、特別なサブ
フレームは、３つの別個の領域：ＤｗＰＴＳ－ダウンリンクパイロットタイムスロット、
ＧＰ－ガード期間、及びＵｐＰＴＳ－アップリンクパイロットタイムスロットを含む。特
別なサブフレームの領域は、長さに関して個別に構成可能であるが、特別なサブフレーム
の３つの領域全ての総長さを合わせると、任意の他のサブフレームに関してのように、１
ｍｓにわたる。ＤｗＰＴＳは、ダウンリンク送信のために確保され、ＵｐＰＴＳ及び特別
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なサブフレームの直後のサブフレームは、アップリンク送信のために確保される。
【００５８】
　図３Ｉ及び図３Ｊは、いくつかの実施形態に係る、ＬＴＥ　ＴＤＤ通信のための代表的
なＤＬ／ＵＬコンポーネントキャリアの割り当てを示している。例えば、３ＧＰＰリリー
ス１０のＬＴＥアドバンスト仕様書で紹介されるようなキャリアアグリゲーション機能を
含むＴＤＤ　ＬＴＥシステムの場合、単一のＵＥについての２０ＭＨｚの送信帯域幅より
も広くなるように、キャリアのセットをアグリゲートすることができる。図３Ｉ及び図３
Ｊに示すように、いくつかの実施形態では、ダウンリンク割り当てとアップリンク割り当
ては特定のＵＥ対しては対称であり、同じコンポーネントキャリアのセットを使用するこ
とができる一方で、いくつかの実施形態では、特定のＵＥについてのダウンリンク割り当
てとアップリンク割り当ては非対称であり、それぞれの方向で異なるコンポーネントキャ
リアのセットを使用することができる。図３ＩのＤＬ／ＵＬ割り当て３９０により示すよ
うに、それぞれのコンポーネントキャリアが最高２０ＭＨｚを占める最高５個のコンポー
ネントキャリアのセットは、１００ＭＨｚ幅までの共通帯域幅を形成するようにアグリゲ
ートすることができる。図３Ｉに示したＤＬ／ＵＬ割り当て３９０は、例えば周波数Ｆ１
、Ｆ２及びＦ３のダウンリンクコンポーネントキャリアと、同じく周波数Ｆ１、Ｆ２及び
Ｆ３のアップリンクコンポーネントキャリアの双方がＤＬ無線周波数スペクトラムの同じ
帯域幅を占めることができることを示している。したがって、それぞれのダウンリンクコ
ンポーネントキャリア及びアップリンクコンポーネントキャリアに同じ帯域幅及び同じ周
波数を割り当てて、「対称な」ＤＬ／ＵＬ割り当て３９０を実現することができる。代替
的には、図３Ｊに示すように、非対称のＤＬ／ＵＬ割り当て３９２の場合、いくつかのコ
ンポーネントキャリア、例えば周波数Ｆ３のコンポーネントキャリアは、ダウンリンク送
信のためだけに使用することができる一方で、他のコンポーネントキャリア、例えば周波
数Ｆ１及びＦ２のコンポーネントキャリアは、ダウンリンク送信とアップリンク送信の双
方のために使用することができると点で、アップリンクコンポーネントキャリアはダウン
リンクコンポーネントキャリアとは異なり得る。１つ以上のネットワーク要素、例えば、
ｅＮｏｄｅＢ（あるいは等価な基地局及び／又はコントローラの組み合わせ）は、特定の
ＵＥのために使用されるＤＬ／ＵＬ割り当てを決定することができる。
【００５９】
　図３Ｋは、代表的なＴＤＤ－ＬＴＥフレーム構造、及びライセンス無線周波数帯域のプ
ライマリセル（Ｐｃｅｌｌ）と非ライセンス無線周波数帯域のセカンダリセル（Ｓｃｅｌ
ｌ）との組み合わせを使用する、ＬＴＥ／ＬＴＥ－Ｕ　ｅＮｏｄｅＢ（無線塔）３９５と
ＵＥ３９６との間でのＡＣＫ／ＮＡＣＫを用いたＤＬ通信のための図３９４を示している
。Ｐｃｅｌｌ及びＳｃｅｌｌにおけるｅＮｏｄｅＢ３９５及びＵＥ３９６による送信は、
フレーム整合させることができ、それにより、それぞれのセルにおけるフレームの対応す
るサブフレームは、同じ時間周期中に生じる。Ｐｃｅｌｌ及びＳｃｅｌｌ両方は、フレー
ム構造について同じＴＤＤ－ＬＴＥ　ＵＬ／ＤＬ構成、例えば、図３Ｋに示すような（図
３Ｇの表３７０にも示されている）ＵＬ／ＤＬ構成＃１を使用することができる。ｅＮｏ
ｄｅＢ３９５は、（フレーム構造に「Ｄ」と示される）ダウンリンクサブフレームの間、
ＴＤＤ－ＬＴＥ無線通信プロトコルに従ってライセンス無線周波数帯域におけるＰｃｅｌ
ｌ上で送信することができる。ダウンリンクサブフレームは、（アップリンクサブフレー
ム中のＵＥ３９６からｅＮｏｄｅＢ３９５へのＵＬ送信のために）ＵＥ３９６に割り当て
られたアップリンクリソース及びダウンリンクサブフレームにおいてｅＮｏｄｅＢ３９５
からＵＥ３９６へのＤＬ送信のために割り当てられたダウンリンクリソースについてのス
ケジュールを示す、ＰＤＣＣＨ物理チャネル上のダウンリンク制御情報（downlink contr
ol information；ＤＣＩ）を含むことができる。ＤＬデータは、ＰＤＳＣＨ物理チャネル
上でｅＮｏｄｅＢ３９５からＵＥ３９６に送信することができる。
【００６０】
　ｅＮｏｄｅＢ３９５はまた、非ライセンス無線周波数帯域の一部分が「利用可能」であ
るかどうかを判定する「リッスンビフォアトーク」機構を使用して、ダウンリンクサブフ
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レームの間に非ライセンス無線周波数帯域におけるＳｃｅｌｌ上での送信をスケジュール
することができる。非ライセンス無線周波数帯域かどうかについてｅＮｏｄｅＢ３９５に
より検知するための時間周期は、「Ｄ」サブフレーム内のクリアチャネル評価（clear ch
annel assessment；ＣＣＡ）時間周期として示される。いくつかの実施形態では、ＣＣＡ
時間周期は、少なくとも２０マイクロ秒（あるいは、３４マイクロ秒、又は別の固定時間
周期、又はそれぞれのＣＣＡ試行で最大長時間周期まで増大することができる可変時間周
期）にわたることができる。非ライセンス無線周波数帯域の一部分が利用可能であること
をｅＮｏｄｅＢ３９５が検知すると、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域におけるダ
ウンリンク送信及びアップリンク送信に対するリソースの割り当てを示すために、ダウン
リンク制御情報（downlink control information；ＤＣＩ）を送信することができる。Ｄ
ＣＩは、ｅＮｏｄｅＢ３９５による送信のためのチャネルの「確保」を行うプリアンブル
を含む（及び／又は、当該プリアンブルによりＤＣＩを補う）ことができる。その後、Ｐ
ＤＳＣＨを使用してＤＣＩに示されるリソースの間に、ＤＬデータを送信することができ
る。
【００６１】
　ＵＥ３０６は、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域における（フレーム構造に「Ｕ」
と示される）アップリンクサブフレームのＰＵＣＣＨ上で通信されたＨＡＲＱ　ＡＣＫ／
ＮＡＣＫメッセージを使用して、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域及びＳｃｅｌｌ非
ライセンス無線周波数帯域において受信したＤＬデータに応答することができる。したが
って、ライセンス無線周波数帯域のＰｃｅｌｌのＰＣＣ又は非ライセンス無線周波数帯域
におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣ上でのｅＮｏｄｅＢ３９５からのダウンリンクデータの受信
を肯定応答（又は否定応答）するシグナリングメッセージは、ライセンス無線周波数帯域
におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣ上で送信される。ＤＬデータの受信を肯定応答（又は否定応
答）する信号メッセージは、非ライセンス無線周波数帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを
使用して送信される。
【００６２】
　図３Ｌは、代表的なフレームＴＤＤ－ＬＴＥフレーム構造、及びライセンス無線周波数
帯域におけるＰｃｅｌｌと非ライセンス無線周波数帯域におけるＳｃｅｌｌの組み合わせ
を使用する、ＬＴＥ／ＬＴＥ－Ｕ　ｅＮｏｄｅＢ／無線塔３９５及びＵＥ３９６との間で
のＡＣＫ／ＮＡＣＫを用いたＵＬ通信のための図３９８を示している。図３Ｋについては
、Ｐｃｅｌｌ及びＳｃｅｌｌにおけるｅＮｏｄｅＢ３９５及びＵＥ３９６による送信は、
フレーム整合させることができ、それにより、それぞれのセルにおけるフレームの対応す
るサブフレームは、同じ時間周期の間に生じる。Ｐｃｅｌｌ及びＳｃｅｌｌ両方は、フレ
ーム構造について同じＴＤＤ－ＬＴＥ　ＵＬ／ＤＬ構成、例えば、図３Ｌに示すような（
図３Ｇの表３７０にも示されている）ＵＬ／ＤＬ構成＃１を使用することができる。ＵＥ
３９６は、（フレーム構造に「Ｕ」と示される）「アップリンク」サブフレームの間に、
Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域の制御チャネル、例えばＰＵＣＣＨ物理チャネルを
使用してｅＮｏｄｅＢ　３９５にＵＬデータを通信する無線リソースについてのスケジュ
ーリング要求（scheduling request；ＳＲ）をサブミットすることができる。ｅＮｏｄｅ
Ｂ３９５は、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域における後続のＤＬ送信機会の間に、
例えば、ダウンリンクサブフレームの間に、又は、特別なサブフレームのダウンリンク部
分（フレーム構造に「ｓ」と占めされた特別なサブフレーム）の間に、ＵＥ３９６にＵＬ
許可を送信することによって、ＵＥ３９６からのＳＲに応答することができる。ＵＬ許可
は、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域においてＵＬデータを通信する将来のアップリ
ンクサブフレームを示すことができる。Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域についての
ＵＬ許可は、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域のＰＤＣＣＨ物理チャネルを使用して
通信することができる。また、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、ＵＥ３９６から受信したＳＲに応
じて、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域についてのＵＬ許可をＵＥ３９６に提供す
ることができる。ｅＮｏｄｅＢ３９５は、ダウンリンクサブフレーム又はＳｃｅｌｌ非ラ
イセンス無線周波数帯域の特別なサブフレームのダウンリンク部分を使用して、Ｓｃｅｌ
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ｌ非ライセンス無線周波数帯域についてのＵＬ許可を通信することができる。したがって
、ＵＥ３９６からＳＲへの応答は、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域におけるＵＥ３
９６によるＵＬ通信のためのＵＬ許可及び／又はＳｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域
におけるＵＥ３９６によるＵＬ通信のためのＵＬ許可の双方を含むことができ、それぞれ
のＵＬ許可は、対応する無線周波数帯域を使用するｅＮｏｄｅＢ３９５により、ＵＥ３９
６に通信される。
【００６３】
　いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５はクロススケジューリングを使用して、
ＳｃｅｌｌについてのＵＬ許可をＰｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域において送信する
ことによって、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域における通信についてのＵＬ許可
を通信する。いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５はＳｃｅｌｌについての任意
のＤＬ許可又はＵＬ許可をＰｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域において通信する。
【００６４】
　いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、ＳｃｅｌｌについてのＤＬ許可及び
ＳｃｅｌｌについてのＤＬ許可をＰｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域において送信する
。いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、ＰｃｅｌｌについてのＵＬ許可をＰ
ｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域において送信し、ＳｃｅｌｌについてのＵＬ許可をＳ
ｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域において送信する。いくつかの実施形態では、ＵＥ
３９６は、ＵＬリソースについてのスケジューリング要求（ＳＲ）をＰｃｅｌｌライセン
ス無線周波数帯域においてｅＮｏｄｅＢ３９５に送信し、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、Ｐｃｅ
ｌｌライセンス無線周波数帯域においてＵＥ３９６によるＰｃｅｌｌにおけるＵＬ送信の
ためのＵＬ許可を用いて応答し、及び／又はＳｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域にお
いてＵＥ３９６によるＳｃｅｌｌにおけるＵＬ送信のためのＵＬ許可を用いて応答する。
いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、「クリアチャネル評価」（clear chan
nel assessment；ＣＣＡ）機構を使用して、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域にお
いてＳｃｅｌｌについてのＵＬ許可をＵＥ３９６に送信する前にｅＮｏｄｅＢ３９５によ
る送信のために非ライセンス無線周波数帯域の一部分が利用可能であるかどうか判定する
。図３Ｌに示すように、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域に
おけるＵＥ３９６によるＵＬデータの通信のための「特別な」サブフレーム（図３Ｌには
「ｓ」と示される）のダウンリンクパイロットタイムスロット（図３Ｌには「ＤｗＰＴＳ
」と示される）の間に、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域のＰＤＣＣＨ物理チャネル
上でＵＬ許可を通信することができる。同じく図３Ｌに示すように、ｅＮｏｄｅＢ３９５
は、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域におけるＵＥ３９６によるＵＬデータの通信
のための（ＣＣＡ時間周期後の）「特別な」サブフレームのＤｗＰＴＳの間に、Ｓｃｅｌ
ｌ非ライセンス無線周波数帯域のＰＤＣＣＨ物理チャネル上でＰＤＣＣＨ　ＵＬ許可を通
信することができる。ＵＥ３９６は、（Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域において受
信されたＵＬ許可に示すように）Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域における後続の「
アップリンク」サブフレームのＰｃｅｌｌのＰＵＳＣＨ物理チャネル上で、ＵＬデータを
送信することができる。ＵＥ３９６はまた、（Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域に
おいて受信されたＵＬ許可に示すように）Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域の後続
の「アップリンク」サブフレームにおけるＳｃｅｌｌのＰＵＳＣＨ物理チャネル上で、Ｕ
Ｌデータを送信することができる。いくつかの実施形態では、ＵＥ３９６はＣＣＡ機構を
使用して、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域におけるＳｃｅｌｌのＰＵＳＣＨ上で
ＵＬデータを送信する前に、非ライセンス無線周波数帯域がＵＬデータのＵＥ３９６によ
る送信のために利用可能であるかどうかを評価することができる。いくつかの実施形態で
は、ＣＣＡ時間周期は、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域におけるＳｃｅｌｌのＰ
ＵＳＣＨ上でＵＬデータを通信するアップリンクサブフレームに先行する特別なサブフレ
ームのアップリンクパイロットタイムスロット（Uplink Pilot Time Slot；ＵｐＰＴＳ）
の一部として生じることができる。いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、Ｐ
ｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域のダウンリンクサブフレームのＰＨＩＣＨ物理チャネ
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ルで通信した１つ以上のＨＡＲＱ　ＡＣＫ及び／又はＮＡＣＫメッセージを用いて、Ｐｃ
ｅｌｌライセンス無線周波数帯域において受信した、又はＳｃｅｌｌ非ライセンス無線周
波数帯域において受信したＵＬデータに応答する。したがって、Ｐｃｅｌｌライセンス無
線周波数帯域又はＳｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域において通信したＵＬデータに
ついての、ｅＮｏｄｅＢ３９５からＵＥ３９６へのＤＬＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫメッ
セージは、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域を使用して（Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無
線周波数帯域を使用せずに）ＵＥ３９６に肯定応答（又は否定応答）される。
【００６５】
　Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域へのフェアなアクセスを保証するため、いくつ
かの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、ＣＣＡ機構を使用して、Ｓｃｅｌｌ非ライセ
ンス無線周波数帯域において送信する前にＳｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域の少な
くとも一部分におけるエネルギーを検出する。ｅＮｏｄｅＢ３９５は、ＣＣＡ機構を使用
して、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域において送信する前に少なくとも２０マイ
クロ秒（又は３４マイクロ秒、あるいは他の固定時間周期）にわたる連続時間周期の間、
少なくとも－８２ｄＢのエネルギーレベルを検出することができる。いくつかの実施形態
では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、ＣＣＡ機構を使用してＳｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数
帯域の複数の部分を監視し、その後（必要な場合又は利用可能な場合には）Ｓｃｅｌｌ非
ライセンス無線周波数帯域の１つ以上の部分で送信する。Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周
波数帯域の１つ以上の当該部分が利用可能であるとｅＮｏｄｅＢ３９５が判定した時には
、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域の１つ以上の部分のう
ちの少なくとも１つを確保するためにプリアンブル信号を生成する。ｅＮｏｄｅＢ３９５
は、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域の１つ以上の部分のうちの少なくとも１つを
確保するために、ＣＣＡ時間周期の後にＳｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域において
プリアンブル信号を送信することができる。いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９
５は、次の送信のために非ライセンス無線周波数帯域の少なくとも一部分を確保するため
に、例えば１～４ミリ秒にわたる固定長時間周期の間、プリアンブル信号を送信すること
によって、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域においてプリアンブル信号を送信する
ことができ、その間に、他の無線通信デバイスが、プリアンブルを検出し、それにより、
ｅＮｏｄｅＢ３９５は、ｅＮｏｄｅＢ３９５による送信のための非ライセンス無線周波数
帯域の少なくとも一部分を確保しようとしていることを検出することができる。いくつか
の実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、例えば、将来の送信のために非ライセンス無線
周波数帯域の一部分を確保するためにプリアンブルを送信することに加えて、ＬＴＥ－Ｕ
対応無線通信デバイスによる時間同期及び／又は周波数同期のための信号を提供するため
に、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域においてプリアンブル信号を送信することが
できる。
【００６６】
　いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯
域のＰＤＳＣＨ物理チャネル上でのＤＬデータ通信のスケジュールを示すために、Ｐｃｅ
ｌｌライセンス無線周波数帯域においてダウンリンク制御情報（downlink control infor
mation：ＤＣＩ）を通信する。いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、Ｓｃｅ
ｌｌ非ライセンス無線周波数帯域のＰＤＳＣＨ物理チャネル上でのＤＬデータ通信のスケ
ジュールを示すために、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域においてダウンリンク制御
情報（downlink control information：ＤＣＩ）を通信する。いくつかの実施形態では、
ｅＮｏｄｅＢ３９５は、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域のＰＤＳＣＨ物理チャネ
ル上でのＤＬデータ通信のスケジュールを示すために、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波
数帯域においてダウンリンク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）を通信
する。ＵＥ３９６は、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域のＰＤＳＣＨ物理チャネルで
ＤＬデータを受信し、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域のＰＵＣＣＨ物理チャネルで
１つ以上のＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫメッセージを用いて応答することができる。ＵＥ
３９６はまた、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域のＰＤＳＣＨ物理チャネルでＤＬ
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データを受信し、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域のＰＵＣＣＨ物理チャネルで１
つ以上のＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫメッセージを用いて応答することができる。したが
って、いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５から、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周
波数帯域及び／又はＳｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域においてＤＬデータを通信し
、Ｐｃｅｌｌ　ＤＬデータとＳｃｅｌｌ　ＤＬデータの双方について、Ｐｃｅｌｌライセ
ンス無線周波数帯域においてＤＬ制御情報を通信することができる。いくつかの実施形態
では、その代わりに、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域のＰＤＣＣＨ物理チャネルで
当該情報を搬送することができるので、ＰＤＣＣＨ物理チャネルは、Ｓｃｅｌｌ非ライセ
ンス無線周波数帯域に必要ではない。いくつかの実施形態では、Ｐｃｅｌｌライセンス無
線周波数帯域においてＰｃｅｌｌ　ＤＬデータについてのＤＬ制御情報を通信することが
でき、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域においてＳｃｅｌｌ　ＤＬデータについて
のＤＬ制御情報を通信することができる。いくつかの実施形態では、ＵＬは、Ｐｃｅｌｌ
　ＤＬデータ及びＳｃｅｌｌ　ＤＬデータに応答し、例えばＰｃｅｌｌライセンス無線周
波数帯域において、ＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫメッセージを通信することができる。
【００６７】
　Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域におけるｅＮｏｄｅＢ３９５からＵＥ３９６へ
のＤＬデータ送信は、（図３Ｋに「Ｄ」で示す）ダウンリンクサブフレームの境界に制限
することができる。いくつかの実施形態では、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域に
おけるｅＮｏｄｅＢ３９５からＵＥ３９６へのＤＬデータ送信は、例えば最長４ミリ秒又
は最長５ミリ秒、あるいは別の固定時間周期までの最長連続時間周期を境界とすることが
できる。例えばクリアチャネル評価機構に基づいて、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数
帯域の一部分が「利用可能でない」とｅＮｏｄｅＢ３９５が判定した時には、ｅＮｏｄｅ
Ｂ３９５は、バックオフ時間周期後にクリアチャネル評価検知を反復することができる。
いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯
域の一部分が（ｅＮｏｄｅＢ３９５がＳｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域においてＤ
Ｌデータを送信しようとするＤＬサブフレームの全ＣＣＡ部分内で）利用可能でないとｅ
ＮｏｄｅＢ３９５が判定するたびに、指数関数的に増大するバックオフ時間周期を使用す
ることができる。いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、ＵＥ３９６への送信
が生じ得ることをｅＮｏｄｅＢ３９５が判定するために、ＤＬサブフレームのＣＣＡ部分
の間における連続検出のたびに時間周期を増大させることができ、例えば、Ｓｃｅｌｌ非
ライセンス無線周波数帯域の一部分が「クリア」でなければならない時間周期の値を２倍
にすることができる。いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、検出のための最
大時間周期をしきい値に、例えば、最高１ミリ秒又は他の固定時間周期までに制限するこ
とができる。ｅＮｏｄｅＢ３９５からＵＥ３９６へのＤＬシグナリング及びデータ通信に
ついて、ＵＥ３９６は、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域においてＤＬデータを受
信するためにＣＣＡ機構を実行する必要がないことがある。
【００６８】
　ＵＥ３９６からｅＮｏｄｅＢ３９５へのＵＬデータ送信について、ＵＥ３９６は、スケ
ジューリング要求（scheduling request：ＳＲ）を生成し、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周
波数帯域のＰＵＣＣＨ物理チャネル上で当該ＳＲを送信することができる。ＳＲは、ｅＮ
ｏｄｅＢ３９５に、ＵＥ３９６がＵＬデータを保留させていることを示すことができる。
いくつかの実施形態では、ＵＥ３９６は、ＳＲの一部としての、及び／又はｅＮｏｄｅＢ
３９５に通信されたＳＲに伴うバッファステータス報告（buffer status report：ＢＳＲ
）を含むことができる。リソースがＰｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域及び／又はＳｃ
ｅｌｌライセンス無線周波数帯域における送信のために利用可能である時、ｅＮｏｄｅＢ
３９５は、いつ（例えば、どのサブフレームで）、どのセルでＵＬデータの送信を試行す
るかを示すことができるＵＬリソース許可を生成し、当該ＵＬリソース許可をＵＥ３９６
に送信することができる。ＵＬリソース許可は、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域を
使用して、例えば、ダウンリンクサブフレーム又は特別なサブフレームのダウンリンク部
分において、ｅＮｏｄｅＢ３９５からＵＥ３９６に通信することができる。いくつかの実
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施形態では、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域におけるＵＬリソース許可は、例えば
、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域のＰＤＣＣＨ物理チャネルで提供される制御情報
に基づいて、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域におけるＵＬ送信をスケジュールす
る「クロススケジューリング」機構を使用することによって、Ｐｃｅｌｌライセンス無線
周波数帯域及び／又はＳｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域におけるＵＥ３９６のＵＬ
送信機会を示すことができる。いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、ＵＥ３
９６がＵＬデータを通信することができる複数のサブフレームについての許可をスケジュ
ール及び通信することによって、ＵＥ３９６にＬＴＥ支援アクセス（LTE Assisted Acces
s：ＬＡＡ）を提供することができる。いくつかの実施形態では、複数のサブフレームに
ついての許可は、複数のサブフレームにおけるＵＬ許可を示すためにＰＤＣＣＨ物理チャ
ネルにおけるダウンリンク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）に使用さ
れるフォーマットを拡張することによって通信することができる。いくつかの実施形態で
は、複数のサブフレームについての許可は、ＰＤＣＣＨ物理チャネルにおけるＤＣＩにつ
いての新しいフォーマットを使用して通信することができる。
【００６９】
　Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域におけるＵＬ送信についてのＵＬ許可が提供され
ると、ＵＥ３９６は、例えばＵＬ許可が示すアップリンクサブフレームの間に、Ｐｃｅｌ
ｌライセンス無線周波数帯域のＰＵＳＣＨ物理チャネルでＵＬデータを送信することがで
きる。Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域におけるＵＬ送信についてのＵＬ許可が提
供されると、ＵＥ３９６は、ＣＣＡ機構を使用して、リッスンした後にＳｃｅｌｌ非ライ
センス無線周波数帯域の一部分において確保及び送信することができる。いくつかの実施
形態では、ＵＥ３９６は、任意の他の無線通信デバイスがＳｃｅｌｌ非ライセンス無線周
波数帯域の任意の１つ以上の部分を使用しているかどうかを検出することによって、Ｓｃ
ｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域の１つ以上の部分が利用可能であるかどうかを判定す
ることができる。ＵＥ３９６は、ＣＣＡ機構を使用して、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周
波数帯域において送信する前に少なくとも２０マイクロ秒（又は３４マイクロ秒、あるい
は他の固定時間周期）にわたる連続時間周期の間、少なくとも－８２ｄＢのエネルギーレ
ベルを検出することができる。ＵＥ３９６に対するＵＬ許可が、特別なサブフレームの直
後のＵＬサブフレームにおけるＵＬ送信機会を示している時、ＵＥ３９６は、例えば、ｅ
ＮｏｄｅＢ３９５がＵＥ３９６にＵＬ許可を提供した「Ｕ」サブフレームの直前の「ｓ」
サブフレームのＵｐＰＴＳ時間周期の間に、ＣＣＡ機構の少なくとも一部分の特別なサブ
フレームのアップリンク部分を使用することができる。Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波
数帯域の一部分が利用可能であるとＵＥ３９６が判定した時には、ＵＥ３９６は、Ｓｃｅ
ｌｌ非ライセンス無線周波数帯域のＰＵＳＣＨ物理チャネルで、ＵＬデータを送信するこ
とができる。Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域におけるＵＥ３９６によるｅＮｏｄ
ｅＢ３９５へのＤＬデータ送信は、「許可」サブフレームの境界に制限することができる
。図３Ｌに示すように、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域とＳｃｅｌｌ非ライセンス
無線周波数帯域の双方におけるフレームフォーマット（例えば、ＴＤＤ－ＬＴＥ通信のた
めのサブフレーム指定及び時間割り当て）を、双方の無線周波数帯域において同じフレー
ム及びサブフレーム境界を使用するためにタイムアラインすることができる。ＵＥ３９６
は、ｅＮｏｄｅＢ３９５から受信したＵＬ許可に基づいて、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線
周波数帯域において送信することができる。いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９
５は、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域におけるＵＥ３９６による連続送信が、例
えば最長４ミリ秒又は最長５ミリ秒までの固定時間周期以下に制限できることを保証する
ことができる。いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、ＵＥ３９６によるＵＬ
送信が規制的制約に準拠することを保証することができる。
【００７０】
　例えばＣＣＡ機構に基づいて、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域の一部分がＵＬ
送信のために利用可能でないとＵＥ３９６が判定した時には、ＵＥ３９６は、後続の正常
なＣＣＡ判定の後に、例えば、ＵＬ許可によりｅＮｏｄｅＢ３９５によるＵＥ３９６への
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複数のＵＬ送信機会が提供された時に、ＵＬデータを送信することができる。いくつかの
実施形態では、ＵＥ３９６が、ＵＬ許可により提供された１つ以上の時間周期でＵＬデー
タを送信することができない時には、ＵＥ３９６は、ＵＬデータが「失われた」とみなす
ことができる。
【００７１】
　図３Ｌに示すように、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域の
ＰＨＩＣＨ物理チャネルで返信することによって、ＵＥ３９６から受信したＵＬデータに
ついてのＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫメッセージをＰｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域
又はＳｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域において送信することができる。ｅＮｏｄｅ
Ｂ３９５が、（例えば、「レガシー」ＬＴＥ／ＬＴＥ－Ａ無線通信プロトコルに従って）
単一のＵＬ送信機会を有するＵＥ３９６を構成した時、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、ＨＡＲＱ
　ＡＣＫ／ＮＡＣＫメッセージをＰｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域の対応するダウン
リンクサブフレームで送信することができる。いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３
９５は、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域のＰＤＣＣＨにおける（Ｐｃｅｌｌライセ
ンス無線周波数帯域又はＳｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域についての）ＵＬ許可、
並びにＰｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域のＰＨＩＣＨにおける（Ｐｃｅｌｌライセン
ス無線周波数帯域又はＳｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域において受信したＵＬデー
タに応答する）ＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫメッセージなどの、シグナリングメッセージ
を通信する。いくつかの実施形態では、ＵＥ３９６が、Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数
帯域のＰＨＩＣＨ物理チャネルでＨＡＲＱ　ＮＡＣＫメッセージを受信した時には、ＵＥ
３９６は、例えば「レガシー」ＬＴＥ／ＬＴＥ－Ａ無線通信プロトコルに従って、別のＵ
Ｌ許可において提供された１つ以上の後続のＵＬ機会の間にＵＬデータを再送信すること
ができる。ｅＮｏｄｅＢ３９５が、例えば、新しい及び／又は拡張したＰＤＣＣＨ　ＤＣ
Ｉフォーマットによる拡張した許可機構を使用して、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数
帯域における複数のＵＬ送信機会を有するＵＥ３９６を構成した時には、ＵＥ３９６は、
最初の「利用可能な」ＵＬ送信機会にＵＬデータを送信することができ、例えば、ＣＣＡ
機構を使用して、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域の一部分が利用可能であるかど
うかを判定し、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域の一部分がＵＬ送信のために利用
可能である時に（ＵＬ許可に示されているように１つ以上のＵＬサブフレームの間に）Ｕ
Ｌデータを送信することができる。ｅＮｏｄｅＢ３９５は、ｅＮｏｄｅＢ３９５がスケジ
ュールとおりにＵＬデータを受信するか、あるいは構成されたＵＬ送信機会のうち最後が
生ずるまで、ＵＬ送信が成功したか、失敗したかを判定することができない。したがって
、ＵＬデータを受信して対応するＨＡＲＱ　ＡＣＫ／ＮＡＣＫメッセージを生成及び送信
するまで、あるいは、全ての構成されたＵＬ送信機会が生じて、対応するＨＡＲＱ　ＡＣ
Ｋ／ＮＡＣＫメッセージを生成し、ＵＥ３９６に送信するまで、ｅＮｏｄｅＢ３９５待機
することができる。いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢ３９５は、Ｐｃｅｌｌライセ
ンス無線周波数帯域のＰＨＩＣＨ物理チャネルおける「拡張した」ＵＬ許可によりＵＥ３
９６提供された複数のＵＬ送信機会に対応する、「バンドルされた」ＨＡＲＱ　ＡＣＫ／
ＮＡＣＫメッセージを送信することができる。ｅＮｏｄｅＢ３９５からＨＡＲＱ　ＮＡＣ
Ｋを受信したことに応じて、ＵＥ３９６は、後続のＵＬ送信機会の間にＵＬデータをｅＮ
ｏｄｅＢ３９５に再送信することができる。ＵＥ３９６が、Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線
周波数帯域においてＵＬデータを再送信する時には、ＵＥ３９６はＣＣＡ機構を使用して
、ＨＡＲＱ　ＮＡＣＫメッセージを受信したことに応じてＵＬデータを再送信する前に、
Ｓｃｅｌｌ非ライセンス無線周波数帯域の一部分が利用可能であるかどうかを確認するこ
とができる。
【００７２】
　図４Ａは、いくつかの例示的実施形態に係る、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイス上に実
装され得る装置４００のブロック図を示している。以下で図４Ａに例示され、同図に関し
て記載される構成要素、デバイス又は要素は、必須ではなく、したがって、一部は、特定
の実施形態において省略できることが理解されよう。更に、いくつかの実施形態は、図４
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Ａに例示され、同図に関して記載されるものに加えて、又はそれらとは別の、構成要素、
デバイス又は要素を含み得る。更に、いくつかの例示的実施形態では、Ｐｃｅｌｌライセ
ンス無線周波数帯域のプライマリコンポーネントキャリア及びＳｃｅｌｌ非ライセンス無
線周波数帯域のセカンダリコンポーネントキャリアを介したキャリアアグリゲーションを
含む、複数の無線周波数帯域を使用して動作するために、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイ
スの機能を集合的に提供することができる複数のコンピューティングデバイスにわたって
装置４００の１つ以上の構成要素を分散できることが理解されよう。装置４００は、ライ
センス無線周波数帯域及び非ライセンス無線周波数帯域において同時に通信の管理を行う
ことができる。装置４００は、更に、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスと、同一の非ライ
センス無線周波数帯域の少なくとも一部分を共有するように構成された他の「非セルラー
」無線通信デバイスとの間での、非ライセンス無線周波数帯域の周波数チャネル（及び／
又は無線周波数帯域幅）の時間共有を行うことができる。
【００７３】
　いくつかの例示的実施形態では、装置４００は、本明細書に開示される１つ以上の実施
形態に係るアクションを実行するように構成可能な処理回路４１０を含むことができる。
この点に関し、処理回路４１０は、各種の例示的実施形態に係る装置４００の１つ以上の
機能を実行するように、及び／又は実行を制御するよう構成することができ、それにより
、種々の例示的実施形態に係る装置４００の機能を実行する手段を提供することができる
。処理回路４１０は、１つ以上の実施形態例によるデータ処理、アプリケーション実行及
び／又は他の処理、並びに管理サービスを実行するように構成できる。
【００７４】
　いくつかの実施形態では、装置４００、又は処理回路４１０など装置４００の部分（単
数又は複数）若しくは構成要素（単数又は複数）は、１つ以上のチップをそれぞれ含み得
る１つ以上のチップセットを含むことができる。そのため、装置４００の処理回路４１０
及び／又は１つ以上の更なる構成要素は、場合によっては、１つ以上のチップを含むチッ
プセット上で一実施形態を実装するように構成することができる。装置４００の１つ以上
の構成要素がチップセットとして具体化されるいくつかの例示的実施形態では、そのチッ
プセットにより、コンピューティングデバイス（単数又は複数）に実装される、又は場合
によってはコンピューティングデバイス（単数又は複数）に動作可能に結合された時、ラ
イセンス無線周波数帯域及び非ライセンス無線周波数帯域にわたるキャリアアグリゲーシ
ョンを使用して、ライセンス無線周波数帯域の無線周波数チャネルと共に非ライセンス無
線周波数帯域の無線周波数チャネルを使用して動作する、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイ
スとして、当該コンピューティングデバイス（単数又は複数）が動作することを可能にす
ることができる。いくつかの実施形態では、処理回路４１０は、プロセッサ４０２を含み
得、図４Ａに示すようないくつかの実施形態では、メモリ４０４を更に含むことができる
。処理回路４１０は、セルラーベースバンドプロセッサ４１４を含むことができるセルラ
ー無線サブシステム４０８と、ＷＬＡＮベースバンドプロセッサ４１６を含むことができ
るＷＬＡＮ無線サブシステム４１２とを含む、複数の無線サブシステムと通信することが
でき、又は場合によってはそれらを制御することができる。処理回路４１０はまた、セル
ラー無線サブシステム４０８及びＷＬＡＮ無線サブシステム４１２を使用して接続を管理
するために、ルール及び／又はアクションを提供することができるデュアル無線マネージ
ャモジュール４０６と通信することができる。
【００７５】
　プロセッサ４０２は、様々な形で具体化できる。例えば、プロセッサ４０２は、マイク
ロプロセッサ、コプロセッサ、コントローラ、又は、例えば、特定用途向け集積回路（Ａ
ＳＩＣ）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、それらのいくつかの組
み合わせなどの集積回路を含む種々の他のコンピューティングデバイス若しくは処理デバ
イスなど、種々の処理ハードウェアベースの手段として具体化することができる。単一の
プロセッサとして示されているが、プロセッサ４０２は複数のプロセッサを含むことがで
きることは理解されるであろう。複数のプロセッサが互いに動作通信可能で、本明細書に
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記載される装置４００の１つ以上の機能を実行するよう一体に構成できる。複数のプロセ
ッサを含む実施形態では、複数のプロセッサは、単一のコンピューティングデバイスに実
装することができ、あるいは、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスの機能を集合的に提供す
ることができる複数のコンピューティングデバイスにわたって分散させることができる。
いくつかの例示的実施形態では、プロセッサ４０２は、メモリ４０４に記憶され得る命令
、又はそうでなければプロセッサ４０２がアクセスできる命令を実行するように構成する
ことができる。そのため、プロセッサ４０２は、ハードウェア又はハードウェアとソフト
ウェアとの組み合わせのどちらによって構成されていても、それに応じて構成されつつ、
種々の実施形態に係る動作を実行することができる。
【００７６】
　いくつかの例示的実施形態では、メモリ４０４は、１つ以上のメモリデバイスを含むこ
とができる。メモリ４０４は、固定型及び／又は着脱式メモリデバイスを含むことができ
る。いくつかの実施形態ではメモリ４０４は、プロセッサ４０２によって実行され得るコ
ンピュータプログラム命令を記憶できる非一時的コンピュータ可読記憶媒体を提供するこ
とができる。この点に関し、メモリ４０４は、装置４００が１つ以上の例示的実施形態に
係る様々な機能を実行することを可能にするための情報、データ、アプリケーション、命
令及び／又は同様のものを記憶するように構成することができる。複数のメモリデバイス
を含む実施形態では、複数のプロセッサは、単一のメモリデバイスに実装することができ
、あるいは、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスの機能を集合的に提供することができる複
数のコンピューティングデバイスにわたって分散させることができる。いくつかの実施形
態では、メモリ４０４は、装置４００の構成要素間で情報を渡すために、１つ以上のバス
を介して、プロセッサ４０２、デュアル無線マネージャモジュール４０６、セルラー無線
サブシステム４０８、及び／又はＷＬＡＮ無線サブシステム４１２のうちの１つ以上と通
信することができる。
【００７７】
　装置４００は、複数の無線サブシステム、例えば、セルラー無線サブシステム４０８及
びＷＬＡＮ無線サブシステム４１２を更に含むことができる。無線サブシステム４０８／
４１２は、他の無線通信デバイス及び／又は無線ネットワークとの通信を可能とするため
の１つ以上の機構を含むことができる。例えば、ＷＬＡＮ無線サブシステム４１２は、装
置４００がＷＬＡＮ上で通信することを可能にするように構成することができる。装置４
００は、無線通信プロトコルに従った通信をそれぞれが提供することができる複数の無線
サブシステムを含むことができる。いくつかの実施形態では、装置４００の複数の無線サ
ブシステム、例えばセルラー無線サブシステム４０８及びＷＬＡＮ無線サブシステム４１
２は、通信経路４１８を介して直接、又は、処理回路４１０との通信を通じて間接的に、
互いに通信することができる。
【００７８】
　装置４００は、デュアル無線マネージャモジュール４０６を更に含むことができる。デ
ュアル無線マネージャモジュール４０６は、回路、ハードウェア、非一時的コンピュータ
可読媒体（例えば、メモリ４０４）上に記憶されたコンピュータ可読プログラム命令を含
み、処理デバイス（例えば、プロセッサ４０２）によって実行されるコンピュータプログ
ラム製品、又はこれらのいくつかの組み合わせなどの、様々な手段として具体化すること
ができる。いくつかの実施形態では、プロセッサ４０２（又は処理回路４１０）は、デュ
アル無線マネージャモジュール４０６を含むことができる、又は場合によっては制御する
ことができる。デュアル無線マネージャモジュール４０６は、複数の無線通信プロトコル
を使用して、及び／又は複数の無線周波数帯域を使用する通信（キャリアアグリゲーショ
ンを介してライセンス無線周波数帯域チャネルと非ライセンス無線周波数帯域チャネルと
を一緒に使用する通信を含むがそれには限定されない）をサポートする無線通信プロトコ
ルを使用して、無線通信をサポートするように構成することができる。また、デュアル無
線マネージャモジュール４０６は、例えば、複数の無線サブシステム４０８／４１２間の
共存干渉、及び／又は非ライセンス無線周波数帯域を共有する他の無線通信デバイスとの
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共存干渉を緩和するために、複数の無線サブシステム４０８／４１２を使用して通信の管
理を行うように構成することができる。
【００７９】
　図４Ｂは、１つ以上のプロセッサ４０２及びメモリ４０４を有する処理回路４１０、セ
ルラーベースバンドプロセッサ４１４を有するセルラー無線サブシステム４０８、１つ以
上の送受信器４４８、及びＲＦアナログフロントエンド回路のセット４４６を含む無線通
信デバイス（例えば、ＵＥ１０６、ＬＴＥ準拠ＵＥ２０４／２０８、ＬＴＥ－Ａ準拠ＵＥ
２０６、ＬＴＥ－Ｕ対応ＵＥ２５２）の構成要素のブロック図４５０を示している。セル
ラー無線サブシステム４０８は、１つ以上のアンテナのセットを、例えば、プライマリア
ンテナ４３８及びダイバーシチアンテナ４４０を含むＲＦフロントエンド４３６を含むこ
とができ、ＲＦフロントエンド４３６は、サポートＲＦ回路と、例えばプライマリＲＦの
Ｔｘ／Ｒｘ１　４４２のコンポーネントブロック及びダイバーシチＲＦのＲｘ２　４４４
のコンポーネントブロックと相互接続することができる。プライマリＲＦのＴｘ／Ｒｘ１
　４４２のコンポーネントブロックは、対応するアンテナを介した、例えばプライマリア
ンテナ４３８、ダイバーシチアンテナ４４０、又はプライマリアンテナ３３８とダイバー
シチアンテナ４４０の双方を介したアナログ信号の送信及び／又は受信に整合するように
「チューニング」することができるフィルタ及び他のアナログコンポーネントを含むこと
ができる。いくつかの実施形態では、ＲＦフロントエンド４３６は、プロセッサ（単数又
は複数）４０２／４１４から直接的、又はセルラー無線サブシステム４０８における他の
構成要素を介して間接的のどちらかによって、セルラーベースバンドプロセッサ４１４及
び／又は処理回路４１０から通信された信号（例えば、デジタル制御信号）によって制御
することができる。
【００８０】
　処理回路４１０及び／又はセルラーベースバンドプロセッサ４１４は、種々の実装形態
に従って、無線通信デバイスの１つ以上の機能を実行する、及び／又はその機能の性能を
制御するように構成することができる。処理回路４１０及び／又はセルラー無線サブシス
テム４０８における処理回路は、１つ以上の実施形態に従って、例えば、プロセッサ４０
２及び／又はセルラーベースバンドプロセッサ４１４において命令を実行することにより
、ライセンス無線周波数帯域と非ライセンス無線周波数帯域の双方にわたるキャリアアグ
リゲーションを介して複数のコンポーネントキャリアを使用して通信するように、セルラ
ー無線サブシステムを動作させるための機能を提供することができる。この点に関し、処
理回路４１０及び／又はセルラーベースバンドプロセッサ４１４は、種々の実装形態に従
って、無線通信デバイスの１つ以上の機能を実行する、及び／又はその機能の性能を制御
するように構成することができ、したがって、非ライセンス無線周波数帯域及びライセン
ス無線周波数帯域を並列に使用するキャリアアグリゲーションに従った機能動作を提供す
ることができる。処理回路４１０は、本開示の１つ以上の実施形態に係るデータ処理、ア
プリケーション実行及び／又は他デバイス機能を実行するように更に構成され得る。
【００８１】
　無線通信デバイス、又は処理回路４１０及びセルラーベースバンドプロセッサ４１４な
どの無線通信デバイスの一部分若しくはその構成要素は、それぞれが任意の数の結合され
たマイクロチップを含み得る、１つ以上のチップセットを含み得る。処理回路４１０、セ
ルラーベースバンドプロセッサ４１４、及び／又は無線通信デバイスの１つ以上の他の構
成要素は、ライセンス無線周波数帯域と非ライセンス無線周波数帯域との組み合わせを使
用して管理及び／又は動作するための種々の手順に関連付けられた機能を実装するように
も構成することができる。
【００８２】
　いくつかの実施形態では、プロセッサ（単数又は複数）４０２／４１４は、様々な異な
る形式で構成され得る。例えば、プロセッサ（単数又は複数）４０４／４１０は、任意の
数のマイクロプロセッサ、コプロセッサ、コントローラ、又は、例えば、特定用途向け集
積回路（application specific integrated circuit；ＡＳＩＣ）、フィールドプログラ
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マブルゲートアレイ（field programmable gate array；ＦＰＧＡ）、若しくはこれらの
任意の組み合わせなどの集積回路を含む、種々の他のコンピューティング実装形態又は処
理実装形態に関連付けられてもよい。種々のシナリオでは、無線通信デバイスの複数のプ
ロセッサ４０４／４１０は、互いに動作通信するように結合及び／又は構成することがで
き、これらの構成要素は、本明細書で更に説明されるように、非ライセンス無線周波数帯
域とライセンス無線周波数帯域の双方を並列に使用するキャリアアグリゲーション方式に
おける複数の無線周波数チャネルの管理及び使用のための方法を集合的に実行するように
構成することができる。
【００８３】
　図４Ｂのブロック図４５０により示されている無線通信デバイスに関して例示及び説明
されている構成要素、デバイス要素、及びハードウェアの全てが、本開示にとって必須で
なくてもよく、したがって、これらの要素のうちのいくつかは、理にかなった範囲で省略
、統合、又はさもなければ修正されてもよいことを理解されたい。更に、いくつかの実装
形態では、無線通信デバイスに関連付けられた主題は、図４Ｂの例示に示されたもの以外
の追加又は代替構成要素、デバイス要素、又はハードウェアを含むように構成することが
できる。
【００８４】
　図５は、（無線ネットワークの特定の「プライマリ」セルを使用したダウンリンクとア
ップリンクの双方の通信を含むことができる）プライマリコンポーネントキャリア（prim
ary component carrier；ＰＣＣ）５０２と、（無線ネットワークの別の特定の「セカン
ダリ」セルからのダウンリンク通信を提供することができる）セカンダリコンポーネント
キャリア（secondary component carrier；ＳＣＣ）５０４の双方を使用する制御シグナ
リング及びデータ通信のブロック図５００を示している。制御プレーンのシグナリング、
例えば、非アクセス階層（non-access stratum；ＮＡＳ）シグナリング及び無線リソース
制御（radio resource control；ＲＲＣ）シグナリングは、無線通信デバイスへの、例え
ばユーザ機器（user equipment；ＵＥ）５０６へのプライマリコンポーネントキャリアを
介した無線ネットワーク間で通信され得る。ＵＥ５０６は、ＬＴＥ無線通信プロトコル、
ＬＴＥ－Ａ無線通信プロトコル、及び／又はＬＴＥ－Ｕ無線通信プロトコルに従って動作
する無線ネットワークの１つ以上のｅＮｏｄｅＢ（基地局）と通信することができる、本
明細書の他の部分で説明するＬＴＥ及び／又はＬＴＥ－Ａ準拠無線通信デバイス、並びに
／あるいはＬＴＥ－Ｕ準拠無線通信デバイスを含むことができる。ＵＥ５０６は、例えば
、ＬＴＥ－Ａキャリアアグリゲーション無線アクセス技術（radio access technology；
ＲＡＴ）及び／又はＬＴＥ－ＵキャリアアグリゲーションＲＡＴを使用して、ＰＣＣ５０
２とＳＣＣ５０４の双方を介して同時に（例えば、ライセンス無線周波数帯域及び非ライ
センス無線周波数帯域の双方で同時に）無線ネットワークと通信することが可能であり得
る。いくつかの実施形態では、帯域幅の増大と、ダウンリンクデータレート及び／又はス
ループット性能の増大とを提供するために、ダウンリンク（ＤＬ）データは、ＰＣＣ５０
２とＳＣＣ５０４の双方を同時に使用して、即ち、種々のＬＴＥ／ＬＴＥ－Ａ／ＬＴＥ－
Ｕ無線通信プロトコルに指定されるキャリアアグリゲーションの形態を採用して、無線ネ
ットワークからＵＥ５０６へと通信される。いくつかの実施形態では、アップリンク（Ｕ
Ｌ）データは、１つ以上のＬＴＥ／ＬＴＥ－Ａ／ＬＴＥ－Ｕ無線通信プロトコルに従って
、ＰＣＣ５０２のみを使用して（ＳＣＣ５０４は使用せずに）、ＵＥ５０６から無線ネッ
トワークへと通信される。したがって、いくつかの実施形態では、ＵＥ５０６は、ダウン
リンク方向及び／又はアップリンク方向において、共有された、隣接する、又は別個の周
波数帯域における複数の並列の周波数キャリア使用するキャリアアグリゲーションモード
を使用するように構成することができる。いくつかの実施形態では、レベル１（Ｌ１）物
理（ＰＨＹ）レイヤ制御データ通信５１０は、例えばデフォルト構成によって、及び／又
はＬＴＥ／ＬＴＥ－Ａ／ＬＴＥ－Ｕ無線通信プロトコルに従って、ＰＣＣ５０２を介して
通信される。いくつかの実施形態では、２つの別個のセルを通るＰＣＣ５０２及びＳＣＣ
５０４を介したＵＥ５０６とのパケットデータの通信の協調は、それらのセルの間の「セ
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ル間」通信リンク５１４を使用して行うことができる。いくつかの実施形態では、制御プ
レーンシグナリングを使用して、非ライセンス無線周波数帯域のセカンダリセルの使用を
アクティブ化及び非アクティブ化することができる。いくつかの実施形態では、制御プレ
ーンシグナリングを使用して、例えば、非ライセンス無線周波数帯域の複数の周波数チャ
ネル間での周波数チャネルの時間共有及び／又は周波数ホッピングについてのルールを含
む、非ライセンス無線周波数帯域における通信に利用可能なセカンダリセルに関する情報
を提供することができる。
【００８５】
　図６は、いくつかの実施形態に係る、ライセンス無線周波数帯域及び非ライセンス無線
周波数帯域における無線通信デバイス、例えば、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスによる
時間分割ベースの通信のための方法を示すフローチャート６００である。ステップ６０２
において、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、ライセンス無線周波数（licensed radio
 frequency；ＲＦ）帯域のプライマリセル（primary cell；Ｐｃｅｌｌ）のプライマリコ
ンポーネントキャリア（primary component carrier；ＰＣＣ）を使用して、無線ネット
ワークの無線アクセスネットワーク部分との、例えば、セルラー無線ネットワークのｅＮ
ｏｄｅＢとの接続を確立する。いくつかの実施形態では、当該接続は、ＬＴＥ－Ｕ対応無
線通信デバイスとｅＮｏｄｅＢとの間に、キャリアアグリゲーションに使用される１つ以
上のコンポーネントキャリアの制御を行う無線リソース制御（ＲＲＣ）シグナリング接続
を含む。ステップ６０４において、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、ｅＮｏｄｅＢか
ら、ＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、非ライセンスＲＦ帯域のセカンダリセル（secondary 
cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポーネントキャリア（secondary component carrie
r：ＳＣＣ）を介した少なくとも１つの次のダウンリンク（downlink：ＤＬ）データ送信
を示すダウンリンク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）を受信する。ス
テップ６０６において、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、ｅＮｏｄｅＢから、非ライ
センスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介して、ＤＬデータ送信の少なくとも一部
分を受信する。ステップ６０８において、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、受信した
ＤＬデータ送信の少なくとも一部分が成功したかどうかを判定する。ＬＴＥ－Ｕ対応無線
通信デバイスは、ＤＬデータ送信の少なくとも一部分の受信に応じて、ライセンスＲＦ帯
域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、制御メッセージをｅＮｏｄｅＢに送信する。Ｄ
Ｌデータ送信の少なくとも一部分の受信の成功時には、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイス
は、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、ハイブリッド自動再送要
求（hybrid automatic repeat request：ＨＡＲＱ）肯定応答（acknowledgement：ＡＣＫ
）メッセージをｅＮｏｄｅＢに送信する。ＤＬデータ送信の少なくとも一部分の受信が成
功しなかった時には、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、ライセンスＲＦ帯域における
ＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、ＨＡＲＱ否定応答（negative acknowledgement：ＮＡＣＫ
）メッセージをｅＮｏｄｅＢに送信する。いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢを形成
する受信したＤＣＩは更に、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介した少
なくとも１つの次のＤＬデータ送信を示す。いくつかの実施形態では、ＬＴＥ－Ｕ対応無
線通信デバイスは、ｅＮｏｄｅＢから、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣ
を介して、ＤＬデータ送信の少なくとも第２の部分を受信する。いくつかの実施形態では
、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、ＤＬデータ送信の少なくとも第２の部分の受信に
応じて、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、第２の制御メッセー
ジ、例えば、ＨＡＲＱ　ＡＣＫ及び／又はＮＡＣＫを送信する。
【００８６】
　図７は、いくつかの実施形態に係る、ライセンス無線周波数帯域及び非ライセンス無線
周波数帯域におけるｅＮｏｄｅＢによる時間分割ベースの通信のための方法を示すフロー
チャート７００である。ステップ７０２において、ｅＮｏｄｅＢは、ライセンスＲＦ帯域
におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを使用して、無線通信デバイス、例えばＬＴＥ－Ｕ対応無線
通信デバイスへの接続を確立する。いくつかの実施形態では、当該接続は、ＬＴＥ－Ｕ対
応無線通信デバイスとｅＮｏｄｅＢとの間に、キャリアアグリゲーションに使用される１
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つ以上のコンポーネントキャリアの制御を行う無線リソース制御（ＲＲＣ）シグナリング
接続を含む。ステップ７０４において、ｅＮｏｄｅＢは、非ライセンスＲＦ帯域における
ＳｃｅｌｌのＳＣＣを介した少なくとも１つの次のダウンリンク（downlink：ＤＬ）デー
タ送信を示すダウンリンク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）を生成し
、ＰｃｅｌｌのＰＣＣを介してＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスに送信する。ステップ７
０６において、ｅＮｏｄｅＢは、非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介
して、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスにＤＬデータを送信する。ステップ７０８におい
て、ｅＮｏｄｅＢは、ＤＬ送信の一部分の受信が成功しなかったことを示すＨＡＲＱ　Ｎ
ＡＣＫメッセージをライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して受信したこ
とに応じて、非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介して、ＬＴＥ－Ｕ対
応無線通信デバイスに、ＤＬデータの少なくとも一部分を再送信する。いくつかの実施形
態では、ＤＣＩはまた、（非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介したＤ
Ｌデータ送信に加えて）ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介した少なく
とも１つのＤＬデータ送信を示し、ｅＮｏｄｅＢは、非ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃ
ｅｌｌのＰＣＣを介して、少なくともＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスにＤＬデータ送信
の第２の部分を送信する。
【００８７】
　図８は、いくつかの実施形態に係る、ライセンス無線周波数帯域及び非ライセンスＲＦ
帯域における無線通信デバイス、例えば、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスによる時間分
割ベースの通信のための別の方法を示すフローチャート８００である。ステップ８０２に
おいて、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌの
ＰＣＣを使用して、無線ネットワークの無線アクセスネットワーク部分への、例えば、ｅ
ＮｏｄｅＢへの接続を確立する。いくつかの実施形態では、当該接続は、ＬＴＥ－Ｕ対応
無線通信デバイスとｅＮｏｄｅＢとの間に、キャリアアグリゲーションに使用される１つ
以上のコンポーネントキャリアの制御を行う無線リソース制御（ＲＲＣ）シグナリング接
続を含む。ステップ８０４において、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、ライセンスＲ
Ｆ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、スケジューリング要求（scheduling reque
st：ＳＲ）メッセージをｅＮｏｄｅＢに送信する。いくつかの実施形態では、ＳＲメッセ
ージは、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスからｅＮｏｄｅＢへの送信のために利用可能な
保留中のＵＬデータを示す。ステップ８０６において、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイス
は、ｅＮｏｄｅＢから、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、ダウ
ンリンク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）を受信する。いくつかの実
施形態では、ＤＣＩは、非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介した１つ
以上の次のＵＬ送信機会を示す。ステップ８０８において、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバ
イスは、ＵＬ送信機会のうちの１つの間に、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分に
ついてのクリアチャネル評価（clear channel assessment：ＣＣＡ）を実行する。ステッ
プ８１０において、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、非ライセンスＲＦ帯域の少なく
とも一部分が送信のために利用可能であることをＣＣＡが示した時には、非ライセンスＲ
Ｆ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介して、保留中のＵＬデータの少なくとも一部分を
ｅＮｏｄｅＢに送信する。いくつかの実施形態では、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは
、ＣＣＡが最初に非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分が送信のために利用可能でな
いと示した時には、バックオフ時間周期にわたって待機した後に、ＵＬ送信機会のうちの
１つの間、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分についてのＣＣＡを反復する。いく
つかの実施形態では、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、ＵＬ送信機会のうちの１つの
間に、それぞれの連続するＣＣＡ試行の間のバックオフ時間周期を増大させる。いくつか
の実施形態では、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、ＵＬ送信機会のうちの１つの間に
、それぞれの連続するＣＣＡ試行のための時間周期を最大長ＣＣＡ時間周期しきい値まで
増大させる。いくつかの実施形態では、ＤＣＩは、非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅ
ｌｌのＳＣＣを介した複数のＵＬ送信機会を示す。いくつかの実施形態では、ＬＴＥ－Ｕ
対応無線通信デバイスは、非ライセンスＲＦ帯域が、ＵＬ送信機会のうちの１つ（例えば
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、第１のＵＬ送信機会）の間の送信のために利用可能でない時には、複数の次のＵＬ送信
機会のうちの第２の間、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分についてのＣＣＡを反
復する。いくつかの実施形態では、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分が、複数の
ＵＬ送信機会のうちの第２の間に送信のために利用可能であることをＣＣＡが示した時に
は、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳ
ＣＣを介して、保留中のＵＬデータの少なくとも一部分をｅＮｏｄｅＢに送信する。いく
つかの実施形態では、ＤＣＩは、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介し
たＵＬ送信機会を示す。いくつかの実施形態では、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスは、
ＵＬ送信機会の間に、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、保留中
のＵＬデータの少なくとも一部をｅＮｏｄｅＢに送信する。
【００８８】
　図９は、いくつかの実施形態に係る、ライセンス無線周波数帯域及び非ライセンスＲＦ
帯域における無線ネットワークの無線アクセスネットワーク部分、例えば、ｅＮｏｄｅＢ
による時間分割ベースの通信のための別の方法を示すフローチャート９００である。ステ
ップ９０２において、ｅＮｏｄｅＢは、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣ
を使用して、無線通信デバイス、例えばＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスへの接続を確立
する。いくつかの実施形態では、当該接続は、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスとｅＮｏ
ｄｅＢとの間に、キャリアアグリゲーションに使用される１つ以上のコンポーネントキャ
リアの制御を行う無線リソース制御（ＲＲＣ）シグナリング接続を含む。ステップ９０４
において、ｅＮｏｄｅＢは、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、
スケジューリング要求（ＳＲ）を受信し、ＳＲメッセージは、ＬＴＥ－Ｕ無線通信デバイ
スからｅＮｏｄｅＢへのＵＬ送信のために利用可能な保留中のＵＬデータを示す。ステッ
プ９０６において、ｅＮｏｄｅＢは、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスに、非ライセンス
ＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介してＵＬデータをｅＮｏｄｅＢが送信すること
が可能であり得る１つ以上のＵＬ送信機会を示すダウンリンク制御情報（ＤＣＩ）を送信
する。ステップ９０８において、ｅＮｏｄｅＢは、非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅ
ｌｌのＳＣＣを介して、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスからＵＬデータの少なくとも一
部分を受信したことに応じて、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して
、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスに制御メッセージを送信する。いくつかの実施形態で
は、ＵＬデータの少なくとも一部分の受信が成功したとｅＮｏｄｅＢが判定した時には、
制御メッセージはＨＡＲＱ　ＡＣＫメッセージを含む。いくつかの実施形態では、ＵＬデ
ータの少なくとも一部分の受信が成功しなかったとｅＮｏｄｅＢが判定した時には、制御
メッセージはＨＡＲＱ　ＮＡＣＫメッセージを含む。いくつかの実施形態では、ＤＣＩは
更に、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介してＵＬデータの一部を送信
する、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスのためのＵＬ送信機会を示す。いくつかの実施形
態では、ｅＮｏｄｅＢは、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介してＬＴ
Ｅ－Ｕ対応無線通信デバイスからＵＬデータの少なくとも第２の部分を受信したことに応
じて、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して第２の制御メッセージを
送信する。いくつかの実施形態では、ＵＬデータの第２の部分の受信が成功したとｅＮｏ
ｄｅＢが判定した時には、第２の制御メッセージはＨＡＲＱ　ＡＣＫメッセージを含む。
いくつかの実施形態では、ＵＬデータの第２の部分の受信が成功しなかったとｅＮｏｄｅ
Ｂが判定した時には、第２の制御メッセージはＨＡＲＱ　ＮＡＣＫメッセージを含む。
【００８９】
　図１０に、いくつかの実施形態に係る、ＵＥ１０６とすることができる、代表的な電子
デバイス１０００のブロック図を提示する。この電子デバイス１０００は、処理サブシス
テム１０１０、メモリサブシステム１０１２、及びネットワーキングサブシステム１０１
４を含む。処理サブシステム１０１０は、計算動作を実行するように構成されている１つ
以上のデバイスを含む。例えば、処理サブシステム１０１０は、１つ以上のマイクロプロ
セッサ、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、マイクロコントローラ、プログラム可能ロ
ジックデバイス、及び／又は１つ以上のデジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）を含むことが
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できる。いくつかの実施形態では、処理サブシステム１０１０は、図４Ａ及び図４Ｂのプ
ロセッサ４０２、デュアル無線マネージャモジュール４０６、及び／又は処理回路４１０
の全て又は一部を表すことができる。
【００９０】
　メモリサブシステム１０１２は、処理サブシステム１０１０並びに通信サブシステム１
０１４に関するデータ及び／又は命令を記憶するための、１つ以上のデバイスを含む。例
えば、メモリサブシステム１０１２は、ダイナミックランダムアクセスメモリ（ＤＲＡＭ
）、スタティックランダムアクセスメモリ（ＳＲＡＭ）、読み出し専用メモリ（ＲＯＭ）
、及び／又は他のタイプのメモリを含むことができる。いくつかの実施形態では、メモリ
サブシステム１０１２内の処理サブシステム１０１０のための命令は、処理サブシステム
１０１０により実行され得る、１つ以上のプログラムモジュール又は命令のセット（プロ
グラムモジュール１０２２又はオペレーティングシステム１０２４など）を含む。例えば
、ＲＯＭは、実行されるプログラム、ユーティリティ又はプロセスを不揮発に記憶するこ
とができ、ＤＲＡＭは、揮発性データ記憶を提供することができ、電子デバイスの動作に
関係する命令を記憶することができる。１つ以上のコンピュータプログラムは、コンピュ
ータプログラム機構又はソフトウェアを構成することができることに留意されたい。更に
、メモリサブシステム１０１２内の様々なモジュール内の命令は、高水準手続き型言語、
オブジェクト指向プログラム言語、並びに／又はアセンブリ言語若しくは機械語で実装さ
れ得る。更に、プログラムミング言語は、処理サブシステム１０１０によって実行される
ようにコンパイル又は解釈実行され得、例えば、そのように構成可能であり得る、又は構
成され得る（これらは本明細書において互換的に使用され得る）。いくつかの実施形態で
は、１つ以上のコンピュータプログラムは、１つ以上のコンピュータプログラムを分散し
て記憶し、実行するように、ネットワーク結合されたコンピュータシステム上に分散して
いる。いくつかの実施形態では、メモリサブシステム１０１２は、図４Ａ及び図４Ｂの処
理回路４１０、デュアル無線マネージャモジュール４０６、及び／又はメモリ４０４の全
て又は一部を表すことができる。
【００９１】
　更には、メモリサブシステム１０１２は、メモリへのアクセスを制御するための機構を
含むことができる。いくつかの実施形態では、メモリサブシステム１０１２は、電子デバ
イスにおいてメモリに結合された１つ以上のキャッシュを含むメモリ階層を含む。これら
の実施形態のいくつかでは、当該キャッシュのうちの１つ以上は、処理サブシステム１０
１０内に配置される。
【００９２】
　いくつかの実施形態では、メモリサブシステム１０１２は、１つ以上の大容量の大記憶
デバイス（図示せず）に結合される。例えば、メモリサブシステム１０１２は、磁気若し
くは光学ドライブ、ソリッドステートドライブ、又は別のタイプの大記憶デバイスに結合
することができる。これらの実施形態では、メモリサブシステム１０１２は、頻繁に使用
されるデータ用の高速アクセス記憶装置として、電子デバイスによって使用することがで
きるが、その一方で、大記憶デバイスは、使用頻度の低いデータを記憶するために使用さ
れる。
【００９３】
　通信サブシステム１０１４は、（例えば、ネットワークオペレーションを実行するため
に）種々の任意の追加のアンテナパターン又は「ビームパターン」を生成するために制御
論理１０１６により選択的にオン及び／又はオフすることができる適応アレイで、制御論
理１０１６、インタフェース回路１０１８、及びアンテナのセット１０２０（又はアンテ
ナ素子）を含む有線ネットワーク及び／又は無線ネットワークに結合し、それらの上で通
信するように構成された１つ以上のデバイスを含む。（図１０にはアンテナのセット１０
２０が含まれているが、いくつかの実施形態では、電子デバイス１０００は、アンテナの
セット１０２０に結合することができるノード１００８などの１つ以上のノード、例えば
、パッドを含む。したがって、電子デバイス１０００は、アンテナのセット１０２０を含
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んでも、あるいは含まなくてもよい。）例えば、通信サブシステム１０１４としては、Ｂ
ｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）通信システム、セルラーネット通信システム（例えば、Ｕ
ＭＴＳ、ＬＴＥなどの３Ｇ／４Ｇネットワーク）、ユニバーサルシリアルバス（ＵＳＢ）
通信システム、ＩＥＥＥ８０２．１１に記載される標準に基づく通信システム（例えば、
Ｗｉ－Ｆｉ（登録商標）通信システム）、イーサネット（登録商標）通信システム、及び
／又は別の通信システムを挙げることができる。
【００９４】
　通信サブシステム１０１４は、プロセッサ、コントローラ、無線機／アンテナ、ソケッ
ト／プラグ、及び／又は、サポートされている各ネットワーキングシステムに結合し、そ
のネットワーキングシステム上で通信し、そのネットワーキングシステムに関するデータ
及びイベントを処理するために使用される、他のデバイスを含む。それぞれの通信システ
ムのための、ネットワークに結合し、その上で通信し、その上のデータ及びイベントを処
理するために用いられる機構は、時として、まとめて、通信システムのための「ネットワ
ークインタフェース」と呼ばれることに留意されたい。更に、いくつかの実施形態では、
電子デバイス間の「ネットワーク」又は「接続」は、まだ存在しない。したがって、電子
デバイス１０００は、電子デバイス間の単純な無線通信を実行する、例えば、アドバタイ
ジングフレーム若しくはビーコンフレームを送信し、並びに／又は他の電子デバイスによ
って送信されたアドバタイジングフレームをスキャンするために、通信サブシステム１０
１４内の機構を使用してもよい。いくつかの実施形態では、通信サブシステム１０１４は
、図４Ａ及び図４Ｂのセルラー無線サブシステム４０８、セルラーベースバンドプロセッ
サ４１４、ＷＬＡＮ無線サブシステム４１２、及び／又はＷＬＡＮベースバンドプロセッ
サ４１６の全て又は一部分を表すことができる。
【００９５】
　電子デバイス１０００内において、処理サブシステム１０１０、メモリサブシステム１
０１２、及び通信サブシステム１０１４は、これらの構成要素間でのデータ転送を可能に
するバス１０２８を使用して互いに結合される。バス１０２８は、サブシステムが互いの
間でコマンド及びデータを通信するために使用することができる電気的、光学的、及び／
又は電気光学的接続を含み得る。分かりやすくするために１本のバス１０２８のみが示さ
れているが、異なる実施形態は、異なる数又は構成の電気的、光学的、及び／又は電気光
学的接続をサブシステム間に含むことができる。
【００９６】
　いくつかの実施形態では、電子デバイス１０００は、ディスプレイ上に情報を表示する
ための表示サブシステム１０２６を含み、表示サブシステム１０２６は、ディスプレイド
ライバ、及び液晶ディスプレイ、マルチタッチタッチスクリーンなどのようなディスプレ
イを含み得る。ユーザに情報（例えば、着信、発信又はアクティブな通信セッションに関
する情報）を表示するために、表示サブシステム１０２６を処理サブシステム１０１０に
より制御してもよい。
【００９７】
　電子デバイス１０００はまた、電子デバイス１０００のユーザが電子デバイス１０００
と対話することを可能にするユーザ入力サブシステム１０３０も含む。例えば、ユーザ入
力サブシステム１０３０は、ボタン、キーパッド、ダイヤル、タッチスクリーン、オーデ
ィオ入力インタフェース、視覚／画像キャプチャ入力インタフェース、センサデータの形
態を取る入力などのような、様々な形態を取ることができる。
【００９８】
　電子デバイス１０００は、少なくとも１つのネットワークインタフェースを有する任意
の電子デバイス１０００とすることができる（又は、当該任意の電子デバイス内に含める
ことができる）。例えば、電子デバイス１０００は、セルラー電話又はスマートフォン、
タブレットコンピュータ、ラップトップコンピュータ、ノートブックコンピュータ、パー
ソナル又はデスクトップコンピュータ、ネットブックコンピュータ、メディアプレーヤデ
バイス、電子ブックデバイス、ＭｉＦｉ（登録商標）デバイス、スマートウォッチ、ウェ
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アラブルコンピューティングデバイス、ポータブルコンピューティングデバイス、コンシ
ューマー電子デバイス、アクセスポイント、ルーター、スイッチ、通信機器、試験機器、
並びに任意の他のタイプの１つ以上の無線通信プロトコルを介した通信を含むことができ
るワイヤレス通信機能を有する電子コンピューティングデバイスを含み得る。
【００９９】
　電子デバイス１０００を説明するために特定の構成要素が用いられているが、代替実施
形態では、異なる構成要素及び／又はサブシステムが電子デバイス１０００内に存在して
もよい。例えば、電子デバイス１０００は、１つ以上の追加の処理サブシステム、メモリ
サブシステム、ネットワーキングサブシステム、及び／又は表示サブシステムを含み得る
。加えて、これらのサブシステムのうちの１つ以上は、電子デバイス１０００内に存在し
ないことがある。更には、一部の実施形態では、電子デバイス１０００は、図１０には示
されない１つ以上の追加のサブシステムを含み得る。また、図１０には、独立したサブシ
ステムが示されているが、いくつかの実施形態では、所与のサブシステム又は構成要素の
一部又は全ては電子デバイス１０００内の他のサブシステム又は構成要素（単数又は複数
）の１つ以上の中に統合することができる。例えば、いくつかの実施形態では、オペレー
ティングシステム１０２４内にプログラムモジュール１０２２が含まれ、及び／又は、イ
ンタフェース回路１０１８内に制御論理１０１６が含まれる。
【０１００】
　更に、電子デバイス１０００内の回路及び構成要素は、バイポーラ、ＰＭＯＳ及び／又
はＮＭＯＳゲート又はトランジスタを含む、アナログ回路機構及び／又はデジタル回路機
構の任意の組み合わせを使用して実装され得る。更に、これらの実施形態における信号は
、ほぼ離散的な値を有するデジタル信号、及び／又は連続的な値を有するアナログ信号を
含み得る。加えて、構成要素及び回路はシングルエンド形又は差動形であってもよく、電
源はユニポーラ形又はバイポーラ形であってもよい。
【０１０１】
　集積回路（「通信回路」と呼ばれることがある）は、通信サブシステム１０１４の機能
の一部又は全てを実装し得る。集積回路は、電子デバイス１０００から無線信号を送信し
、電子デバイス１０００において他の電子デバイスから信号を受信するために使用され得
るハードウェア及び／又はソフトウェア機構を含み得る。本明細書において説明されてい
る機構を除いて、無線機は当技術分野において一般的に知られており、それゆえ、詳細に
は説明されない。一般に、通信サブシステム１０１４及び／又は集積回路は任意の数の無
線機を含むことができる。複数の無線機の実施形態における無線機は、記載されている単
一の無線機の実施形態と同様に機能することに留意されたい。
【０１０２】
　いくつかの実施形態では、通信サブシステム１０１４及び／又は集積回路は、無線機（
単数又は複数）を、所与の通信チャネル（例えば、所与の搬送周波数）上で送信及び／又
は受信するように構成する（１つ以上のハードウェア機構及び／又はソフトウェア機構な
どの）構成機構を含む。例えば、いくつかの実施形態では、構成機構は、無線機を、所与
の通信チャネル上における監視及び／又は伝送から、異なる通信チャネル上における監視
及び／又は伝送へ切り換えるために用いることができる。（本明細書において使用されて
いる「監視」は、他の電子デバイスからの信号を受信すること、及び場合によっては、受
信した信号に対して１つ以上の処理動作を実行すること、例えば、受信した信号がトリガ
ーを含んでいるかどうかを判定すること、トリガー応答を提供することなど、を含むこと
に留意されたい。）
【０１０３】
　いくつかの実施形態では、本明細書で説明する回路のうちの１つ以上を含む集積回路又
は集積回路の一部分を設計するためのプロセスの出力は、例えば磁気テープあるいは光デ
ィスク又は磁気ディスクなどのコンピュータ可読媒体であり得る。コンピュータ可読媒体
は、データ構造、あるいは集積回路又は集積回路の一部分として物理的にインスタンス化
され得る回路について説明する他の情報を用いて符号化され得る。そのような符号化のた
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めに種々のフォーマットが使用され得るが、これらのデータ構造は一般に、Ｃａｌｔｅｃ
ｈ　Ｉｎｔｅｒｍｅｄｉａｔｅ　Ｆｏｒｍａｔ（ＣＩＦ）、Ｃａｌｍａ　ＧＤＳ　ＩＩ　
Ｓｔｒｅａｍ　Ｆｏｒｍａｔ（ＧＤＳＩＩ）又はＥｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｄｅｓｉｇｎ　
Ｉｎｔｅｒｃｈａｎｇｅ　Ｆｏｒｍａｔ（ＥＤＩＦ）で書かれている。集積回路設計の技
術分野に精通している者は、上記に詳述したタイプの概略図及び対応する説明からそのよ
うなデータ構造を開発することができ、データ構造をコンピュータ可読媒体上に符号化す
ることができる。集積回路製造の技術分野に精通している者は、そのような符号化された
データを使用して、本明細書で説明する回路のうちの１つ以上を含む集積回路を製造する
ことができる。
【０１０４】
　上記の説明は、例示的な例として無線通信プロトコルを使用したが、他の実施形態では
、多種多様な通信プロトコルが、より一般的には無線及び／又は有線の通信技術が使用さ
れ得る。したがって、通信技術は、種々のネットワークインタフェースにおいて使用され
得る。更に、上記の諸実施形態における動作のいくつかはハードウェア又はソフトウェア
の形で実施されたが、一般的には、上記の実施形態における動作は多種多様な構成及びア
ーキテクチャで実施することができる。したがって、上記の諸実施形態における動作の一
部又は全ては、ハードウェアの形、ソフトウェアの形又はその両方の形で実行されてもよ
い。例えば、通信技術における動作のうちの少なくともいくつかは、プログラムモジュー
ル１０２２、オペレーティングシステム１０２４（インタフェース回路１０１８のための
ドライバなど）を使用して、又はインタフェース回路１０１８内のファームウェアで実行
され得る。代替的に又は付加的に、通信技術における動作の少なくともいくつかは、物理
層において、ＭＡＣレイヤにおいて、並びに／あるいは、インタフェース回路１０１８の
ハードウェア、ソフトウェア及び／又はファームウェアの組み合わせで実装されるような
上位層において実行され得る。
【０１０５】
　図１１は、いくつかの例示的実施形態に係る、ＬＴＥ－Ｕ対応無線ネットワーク装置上
に実装することができる装置１１００のブロック図を示している。以下で図１１に例示さ
れ、同図に関して記載される構成要素、デバイス又は要素は、必須ではなく、したがって
、一部は、特定の実施形態において省略できることが理解されよう。加えて、いくつかの
実施形態は、図１１に例示され、同図に関して記載されるものに加えて、又はそれらとは
別の、構成要素、デバイス又は要素を含み得る。更に、いくつかの例示の実施形態では、
Ｐｃｅｌｌライセンス無線周波数帯域のプライマリコンポーネントキャリア及びＳｃｅｌ
ｌ非ライセンス無線周波数帯域のセカンダリコンポーネントキャリアを介したキャリアア
グリゲーションを含めて、複数の無線周波数帯域を使用して動作するために、ＬＴＥ－Ｕ
対応無線ネットワーク装置の機能を集合的に提供することができる複数のコンピューティ
ングデバイスにわたって、無線ネットワーク装置１１００の１つ以上の構成要素が分散さ
れ得ることが理解されよう。無線ネットワーク装置１１００は、ライセンス無線周波数帯
域及び非ライセンス無線周波数帯域において通信の管理を同時に行うことができる。いく
つかの実施形態では、無線ネットワーク装置１１００は、更に、（ｉ）ＬＴＥ－Ｕ対応無
線ネットワーク装置とＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスとの間の通信、並びに（ｉｉ）同
一の非ライセンス無線周波数帯域の少なくとも一部分を共有するように構成された他の「
非セルラー」無線通信デバイスによる無線通信について、非ライセンス無線周波数帯域に
おける周波数チャネル（及び／又は無線周波数帯域幅）の時間共有を行うことができる。
いくつかの実施形態では、無線ネットワーク装置１１００は、本明細書で説明する方法を
実行するように構成可能な、ｅＮｏｄｅＢ、基地局又は等価ネットワーク機器などのアク
セスネットワーク機器を含む。
【０１０６】
　いくつかの例示的実施形態では、無線ネットワーク装置１１００は、本明細書に開示さ
れる１つ以上の実施形態に係るアクションを実行するように構成可能な処理回路１１１０
を含むことができる。この点に関し、処理回路１１１０は、種々の例示的実施形態に係る



(46) JP 2018-504838 A 2018.2.15

10

20

30

40

50

無線ネットワーク装置１１００の１つ以上の機能を実行するように、及び／又は無線ネッ
トワーク装置１１００の性能を制御するよう構成することができ、それにより、種々の例
示的実施形態に係る無線ネットワーク装置１１００の機能を実行する手段を提供すること
ができる。処理回路１１１０は、１つ以上の例示的実施形態に係るデータ処理、アプリケ
ーション実行及び／又は他の処理、並びに管理サービスを実行するように構成することが
できる。
【０１０７】
　いくつかの実施形態では、無線ネットワーク装置１１００、又は処理回路１１１０など
無線ネットワーク装置１１００の一部分（単数又は複数）若しくは構成要素（単数又は複
数）は、１つ以上のチップをそれぞれ含み得る１つ以上のチップセットを含むことができ
る。そのため、無線ネットワーク装置１１００の処理回路１１１０及び／又は１つ以上の
更なる構成要素は、場合によっては、１つ以上のチップを含むチップセット上で一実施形
態を実装するように構成することができる。無線ネットワーク装置１１００の１つ以上の
構成要素がチップセットとして具体化されるいくつかの例示的実施形態では、そのチップ
セットにより、コンピューティングデバイス（単数又は複数）に実装される、又は場合に
よってはコンピューティングデバイス（単数又は複数）に動作可能なように結合された時
、ライセンス無線周波数帯域及び非ライセンス無線周波数帯域にわたるキャリアアグリゲ
ーションを使用して、ライセンス無線周波数帯域の無線周波数チャネルと共に非ライセン
ス無線周波数帯域の無線周波数チャネルを使用して動作する、ＬＴＥ－Ｕ対応無線ネット
ワーク装置として、当該コンピューティングデバイス（単数又は複数）が動作することを
可能にすることができる。いくつかの実施形態では、処理回路１１１０は、１つ以上のプ
ロセッサ１１０２を含むことができ、図１１に示すようないくつかの実施形態では、メモ
リ１１０４を更に含むことができる。処理回路１１１０は、セルラー無線サブシステム１
１０８を含む１つ以上の無線サブシステムと通信すること、又は場合によっては、１つ以
上の無線サブシステムは、１つ以上のセルラーベースバンドプロセッサ１１１４を含むこ
とができる１つ以上の無線サブシステムを制御することができ、無線セルラーサブシステ
ムは、ライセンス無線周波数帯域及び／又は非ライセンス無線周波数帯域の無線周波数チ
ャネルを使用して、例えば、ライセンス無線周波数帯域における通信のためのプライマリ
コンポーネントキャリア（primary component carrier：ＰＣＣ）及び非ライセンス無線
周波数帯域における通信のためのセカンダリコンポーネントキャリア（secondary compon
ent carrier：ＳＣＣ）を使用して通信するように構成可能であり、ＰＣＣ及びＳＣＣは
、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスと通信した。処理回路１１１０はまた、セルラー無線
サブシステム１１０８を使用して接続を管理するために、ルール及び／又はアクションを
提供することができる無線マネージャモジュール１１０６と通信することができる。
【０１０８】
　１つ以上のプロセッサ１１０２は、様々な形態で具体化することができる。例えば、１
つ以上のプロセッサ１１０２は、マイクロプロセッサ、コプロセッサ、コントローラ、又
は、例えば、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、フィールドプログラマブルゲートアレ
イ（ＦＰＧＡ）、それらのいくつかの組み合わせなどの集積回路を含む他の種々のコンピ
ューティングデバイス若しくは処理デバイスなど、種々の他のハードウェアベースの処理
手段として具体化することができる。単一のプロセッサとして示されているが、プロセッ
サ４０２は複数のプロセッサを備えることができることが理解されるであろう。複数のプ
ロセッサは互いに動作可能に通信することができ、本明細書に記載される無線ネットワー
ク装置１１００の１つ以上の機能を実行するように集合的に構成することができる。複数
のプロセッサを含む実施形態では、複数のプロセッサは、単一のコンピューティングデバ
イスに実装することができ、あるいは、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスの機能を集合的
に提供することができる複数のコンピューティングデバイスにわたって分散することがで
きる。いくつかの例示的実施形態では、１つ以上のプロセッサ１１０２は、メモリ１１０
４に記憶することができる命令、又は場合によっては１つ以上のプロセッサ１１０２がア
クセス可能な命令を実行するように構成することができる。そのため、１つ以上のプロセ
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ッサ１１０２は、ハードウェア又はハードウェアとソフトウェアとの組み合わせのどちら
によって構成されていても、それに応じて構成されつつ、種々の実施形態に係る処理を実
行することができる。
【０１０９】
　いくつかの例示的実施形態では、メモリ１１０４は、１つ以上のメモリデバイスを含む
ことができる。メモリ１１０４は、固定型及び／又は着脱式メモリデバイスを含むことが
できる。いくつかの実施形態では、メモリ１１０４は、１つ以上のプロセッサ１１０２に
よって実行され得るコンピュータプログラム命令を記憶できる非一時的コンピュータ可読
記憶媒体を提供することができる。この点に関し、メモリ１１０４は、無線ネットワーク
装置１１００が１つ以上の例示的実施形態に係る様々な機能を実行することを可能にする
ための情報、データ、アプリケーション、命令及び／又は同様のものを記憶するように構
成することができる。複数のメモリデバイスを含む実施形態では、複数のプロセッサは、
単一のメモリデバイスに実装することができ、あるいは、ＬＴＥ－Ｕ対応無線ネットワー
ク装置の機能を集合的に提供することができる複数のコンピューティングデバイスにわた
って分散することができる。いくつかの実施形態では、メモリ１１０４は、無線ネットワ
ーク装置１１００の構成要素間で情報を渡すための１つ以上のバスを介して、１つ以上の
プロセッサ１１０２、無線マネージャモジュール１１０６、又はセルラー無線サブシステ
ム１１０８のうちの１つ以上と通信することができる。
【０１１０】
　無線ネットワーク装置１１００は、１つ以上の無線サブシステム（例えば、セルラー無
線サブシステム１１０８）を更に含むことができる。セルラー無線サブシステム１１０８
は、無線ネットワーク装置１１００と無線通信デバイス（例えば、ＬＴＥ－Ｕ対応無線通
信デバイス）との間に通信を可能にするための１つ以上の機構を含むことができる。無線
ネットワーク装置１１００は、無線通信プロトコルに従った通信をそれぞれが提供するこ
とができる複数の無線サブシステムを含むことができる。いくつかの実施形態では、無線
ネットワーク装置１１００の複数の無線サブシステムは、通信経路（図示せず）を介して
直接、又は、処理回路１１１０との通信を通じて間接的に、互いに通信することができる
。
【０１１１】
　無線ネットワーク装置１１００は、無線マネージャモジュール１１０６を更に含むこと
ができる。無線マネージャモジュール１１０６は、回路、ハードウェア、非一時的コンピ
ュータ可読媒体（例えば、メモリ１１０４）上に記憶された処理デバイス（例えば、プロ
セッサ１１０２）によって実行されるコンピュータ可読プログラム命令を含む、コンピュ
ータプログラム製品、又はこれらのいくつかの組み合わせなどの、様々な手段として具体
化することできる。いくつかの実施形態では、１つ以上のプロセッサ１１０２（又は処理
回路１１１０）は、無線マネージャモジュール１１０６を含むことができる、又はそうで
なければ制御することができる。無線マネージャモジュール１１０６は、キャリアアグリ
ゲーションを介してライセンス無線周波数帯域チャネルと非ライセンス無線周波数帯域チ
ャネルとを一緒に使用する通信を含むがそれに限定されない、複数の無線通信プロトコル
を使用するか及び／又は複数の無線周波数帯域を使用する通信をサポートする無線通信プ
ロトコルを使用して、無線通信をサポートするように構成することができる。無線通信マ
ネージャモジュール１１０６はまた、複数の無線サブシステム、例えばセルラー無線サブ
システム１１０８を使用して通信の管理を行って、非ライセンス無線周波数帯域における
ＬＴＥ－Ｕ対応無線通信デバイスとの通信についての共存干渉を緩和するように構成する
ことができる。
　代表的な実施形態
【０１１２】
　いくつかの実施形態では、無線ネットワークの無線ネットワーク装置は、（ｉ）ライセ
ンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域及び非ライセンスＲＦ帯域において時間
分割ベースで通信するように構成可能なセルラー無線サブシステムと、（ｉｉ）セルラー
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無線サブシステムに通信可能に結合された処理回路と、を含む。処理回路は、無線ネット
ワーク装置に、（ａ）ライセンスＲＦ帯域におけるプライマリセル（primary cell：Ｐｃ
ｅｌｌ）のプライマリコンポーネントキャリア（primary component carrier：ＰＣＣ）
を使用して、無線ネットワーク装置と無線通信デバイスとの間の接続を確立させ、（ｂ）
非ライセンスＲＦ帯域におけるセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカン
ダリコンポーネントキャリア（secondary component carrier：ＳＣＣ）を介した少なく
とも１つの次のダウンリンク（ＤＬ）データ送信を示すダウンリンク制御情報（downlink
 control information：ＤＣＩ）を生成させ、ＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して当該ＤＣＩを
無線通信デバイスに送信させ、（ｃ）非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣ
を介して、無線通信デバイスに、ＤＬデータ送信を送信させ、（ｄ）無線通信デバイスか
ら、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、ＤＬデータ送信の少なく
とも一部分の受信が成功しなかったことを示すハイブリッド自動再送要求（hybrid autom
atic repeat request：ＨＡＲＱ）否定応答（ＮＡＣＫ）メッセージを受信したことに応
じて、非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介して、無線通信デバイスに
、ＤＬデータ送信の少なくとも一部分を再送信させるように構成することができる。いく
つかの実施形態では、ＤＣＩは、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介し
た少なくとも１つのＤＬデータ送信を更に示し、無線ネットワーク装置の処理回路は、無
線ネットワーク装置に、非ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、無
線通信デバイスに、ＤＬデータ送信の少なくとも第２の部分を送信させるように更に構成
することができる。
【０１１３】
　いくつかの実施形態では、無線ネットワークの無線ネットワーク装置は、（ｉ）ライセ
ンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域及び非ライセンスＲＦ帯域において時間
分割ベースで通信するように構成可能なセルラー無線サブシステムと、（ｉｉ）セルラー
無線サブシステムに通信可能に結合された処理回路であって、無線ネットワーク装置に、
（ａ）ライセンスＲＦ帯域におけるプライマリセル（primary cell：Ｐｃｅｌｌ）のプラ
イマリコンポーネントキャリア（primary component carrier：ＰＣＣ）を使用して、無
線ネットワーク装置と無線通信デバイスとの間の接続を確立させ、（ｂ）ライセンスＲＦ
帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、ネットワーク装置への送信のために利用可能
な保留中のアップリンク（uplink：ＵＬ）データを示すスケジューリング要求（scheduli
ng request：ＳＲ）メッセージを受信させ、（ｃ）無線ネットワーク装置から、Ｐｃｅｌ
ｌのＰＣＣを介して、非ライセンスＲＦ帯域のセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅ
ｌｌ）のセカンダリコンポーネントキャリア（secondary component carrier：ＳＣＣ）
を介した１つ以上の次のＵＬ送信機会を示すダウンリンク制御情報（downlink control i
nformation：ＤＣＩ）を送信させ、（ｄ）無線通信デバイスから、非ライセンスＲＦ帯域
におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介して、ＵＬデータの少なくとも一部分を受信したことに
応じて、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、無線通信デバイスに
、制御メッセージを送信させる、処理回路と、を含む。いくつかの実施形態では、制御メ
ッセージは、ＵＬデータの少なくとも一部分の受信が成功したと無線ネットワーク装置が
判定した時には、ハイブリッド自動再送要求（hybrid automatic repeat request：ＨＡ
ＲＱ）肯定応答（acknowledgement：ＡＣＫ）メッセージを含む。いくつかの実施形態で
は、制御メッセージは、ＵＬデータの少なくとも一部分の受信が成功しなかったと無線ネ
ットワーク装置が判定した時には、ハイブリッド自動再送要求（hybrid automatic repea
t request：ＨＡＲＱ）否定応答（negative acknowledgement：ＮＡＣＫ）メッセージを
含む。いくつかの実施形態では、ＤＣＩは、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰ
ＣＣを介したＵＬ送信機会を更に示す。いくつかの実施形態では、無線ネットワーク装置
の処理回路は、無線通信デバイスから、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣ
を介して、ＵＬデータの少なくとも第２の部分を受信したこと応じて、無線ネットワーク
装置に、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して無線通信デバイスに第
２の制御メッセージを送信させるように更に構成されている。いくつかの実施形態では、
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第２の制御メッセージは、ＵＬデータの少なくとも第２の部分の受信が成功したと無線ネ
ットワーク装置が判定した時には、ハイブリッド自動再送要求（hybrid automatic repea
t request：ＨＡＲＱ）肯定応答（acknowledgement：ＡＣＫ）メッセージを含む。いくつ
かの実施形態では、第２の制御メッセージは、ＵＬデータの少なくとも第２の部分の受信
が成功したと無線ネットワーク装置が判定した時には、ハイブリッド自動再送要求（hybr
id automatic repeat request：ＨＡＲＱ）肯定応答（acknowledgement：ＡＣＫ）メッセ
ージを含む。いくつかの実施形態では、第２の制御メッセージは、ＵＬデータの少なくと
も第２の部分の受信が成功しなかったと無線ネットワーク装置が判定した時には、ハイブ
リッド自動再送要求（hybrid automatic repeat request：ＨＡＲＱ）否定応答（negativ
e acknowledgement：ＮＡＣＫ）メッセージを含む。
【０１１４】
　いくつかの実施形態では、無線通信デバイスは、（ｉ）処理回路セルラー無線サブシス
テムと、（ｉｉ）無線ローカルエリアネットワーク（wireless local area network：Ｗ
ＬＡＮ）無線サブシステムと、（ｉｉｉ）セルラー無線サブシステム及びＷＬＡＮ無線サ
ブシステムに通信可能に結合された処理回路と、を含む。処理回路は、無線通信デバイス
に、（ａ）ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域におけるプライマリセ
ル（primary cell：Ｐｃｅｌｌ）のプライマリコンポーネントキャリア（primary compon
ent carrier：ＰＣＣ）を使用して、無線ネットワークの無線通信デバイスとｅＮｏｄｅ
Ｂとの間の接続を確立させ、（ｂ）ｅＮｏｄｅＢから、ＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、非
ライセンスＲＦ帯域におけるセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダ
リコンポーネントキャリア（secondary component carrier：ＳＣＣ）を介した少なくと
も１つの次のダウンリンク（downlink：ＤＬ）データ送信を示すダウンリンク制御情報（
downlink control information：ＤＣＩ）を受信させ、（ｃ）ｅＮｏｄｅＢから、非ライ
センスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介して、ＤＬデータ送信の少なくとも一部
分を受信させ、（ｄ）ＤＬデータ送信の少なくとも一部分を受信したことに応じて、ライ
センスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、制御メッセージをｅＮｏｄｅＢに
送信させる、ように構成されている。いくつかの実施形態では、制御メッセージは、ＤＬ
データ送信の一部分の受信が成功したと無線通信デバイスが判定した時には、ハイブリッ
ド自動再送要求（hybrid automatic repeat request：ＨＡＲＱ）肯定応答（acknowledge
ment：ＡＣＫ）メッセージを含む。いくつかの実施形態では、制御メッセージは、ＤＬデ
ータ送信の一部分の受信が成功しなかったと無線通信デバイスが判定した時には、ハイブ
リッド自動再送要求（hybrid automatic repeat request：ＨＡＲＱ）否定応答（negativ
e acknowledgement：ＮＡＣＫ）メッセージを含む。いくつかの実施形態では、ＤＣＩは
、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介した少なくとも１つの次のＤＬデ
ータ送信を更に示し、処理回路は、無線通信デバイスに、（ｅ）ｅＮｏｄｅＢから、非ラ
イセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、ＤＬデータ送信の少なくとも第
２の部分を受信させ、（ｆ）ＤＬデータ送信の少なくとも第２の部分を受信したことに応
じて、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介してｅＮｏｄｅＢに第２の制
御メッセージを送信させる、ように更に構成されている。いくつかの実施形態では、ＤＣ
Ｉは、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介した少なくとも１つの次のＤ
Ｌデータ送信を更に示し、処理回路は、無線通信デバイスに、（ｇ）ｅＮｏｄｅＢから、
非ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、ＤＬデータ送信の少なくと
も第２の部分を受信させ、ＤＬデータ送信の少なくとも第２の部分を受信したことに応じ
て、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介してｅＮｏｄｅＢに第２の制御
メッセージを送信させる、ように更に構成されている。
【０１１５】
　いくつかの実施形態では、無線通信デバイスは、（ｉ）処理回路セルラー無線サブシス
テムと、（ｉｉ）無線ローカルエリアネットワーク（wireless local area network：Ｗ
ＬＡＮ）無線サブシステムと、（ｉｉｉ）セルラー無線サブシステム及びＷＬＡＮ無線サ
ブシステムに通信可能に結合された処理回路と、を含む。処理回路は、無線通信デバイス
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に、（ａ）ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域におけるプライマリセ
ル（primary cell：Ｐｃｅｌｌ）のプライマリコンポーネントキャリア（primary compon
ent carrier：ＰＣＣ）を使用して、無線ネットワークの無線通信デバイスとｅＮｏｄｅ
Ｂとの間の接続を確立させ、（ｂ）ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介
して、ｅＮｏｄｅＢへの送信のために利用可能な保留中のアップリンク（uplink：ＵＬ）
データを示すスケジューリング要求（scheduling request：ＳＲ）メッセージを送信させ
、（ｃ）ｅＮｏｄｅＢから、ＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、非ライセンスＲＦ帯域のセカ
ンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポーネントキャリア（seco
ndary component carrier：ＳＣＣ）を介した１つ以上の次のＵＬ送信機会を示すダウン
リンク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）を受信させ、（ｄ）ＵＬ送信
機会のうちの１つの間に、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分についてのクリアチ
ャネル評価（clear channel assessment：ＣＣＡ）を実行させ、（ｅ）非ライセンスＲＦ
帯域の少なくとも一部分が送信のために利用可能であることをＣＣＡが示した時には、非
ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介して、保留中のＵＬデータの少なく
とも一部分をｅＮｏｄｅＢに送信させる、ように構成することができる。いくつかの実施
形態では、処理回路は、無線通信デバイスに、ＣＣＡが最初に非ライセンスＲＦ帯域の少
なくとも一部分が送信のために利用可能でないと示した時には、バックオフ時間周期にわ
たって待機した後に、ＵＬ送信機会のうちの１つの間、非ライセンスＲＦ帯域の少なくと
も一部分についてのＣＣＡを反復するように更に構成することができる。いくつかの実施
形態では、処理回路は、無線通信デバイスに、ＵＬ送信機会のうちの１つの間に、試行さ
れるそれぞれの連続するＣＣＡの間のバックオフ時間周期を増大させるように更に構成す
ることができる。いくつかの実施形態では、処理回路は、無線通信デバイスに、１ＵＬ送
信機会のうちの１つの間に、試行されるそれぞれの連続するＣＣＡについての時間周期を
最大長ＣＣＡ時間周期しきい値まで増大させるように更に構成することができる。いくつ
かの実施形態では、処理回路は、無線通信デバイスに、ＵＬ送信機会のうちの１つの間に
、試行されるそれぞれの連続するＣＣＡについての時間周期を最大長ＣＣＡ時間周期しき
い値まで増大させるように更に構成することができる。いくつかの実施形態では、ＤＣＩ
は、非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介した複数の次のＵＬ送信機会
を示す。いくつかの実施形態では、処理回路は、無線通信デバイスに、非ライセンスＲＦ
帯域が、ＵＬ送信機会のうちの１つの間の送信のために利用可能ではない時には、複数の
次のＵＬ送信機会のうちの第２の間、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分について
のＣＣＡを反復させ、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分が、複数の次のＵＬ送信
機会のうちの第２の間の送信のために利用可能であることをＣＣＡが示した時には、非ラ
イセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介して、保留中のＵＬデータの少なくと
も一部分をｅＮｏｄｅＢに送信させる、ように更に構成することができる。いくつかの実
施形態では、処理回路は、無線通信デバイスに、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部
分が送信のために利用可能であることをＣＣＡが示した時には、非ライセンスＲＦ帯域に
おけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介して、保留中のＵＬデータの少なくとも一部分と共にプリ
アンブルをｅＮｏｄｅＢに送信させる、ように更に構成されている。いくつかの実施形態
では、プリアンブルは、保留中のＵＬデータの少なくとも一部分に先行する。いくつかの
実施形態では、プリアンブルは、保留中のＵＬデータの少なくとも一部分の一部として送
信される。いくつかの実施形態では、無線通信デバイスは、プリアンブルを送信して、保
留中のＵＬデータの少なくとも一部分の送信のために非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも
一部分を確保する。いくつかの実施形態では、無線通信デバイスは、ｅＮｏｄｅＢにプリ
アンブルを送信して、時間同期及び周波数同期のうちの少なくとも１つを実行するために
ｅＮｏｄｅＢを支援する。いくつかの実施形態では、ＤＣＩは、ライセンスＲＦ帯域にお
けるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介した少なくとも１つの追加のＵＬ送信機会を示し、処理回路
は、無線通信デバイスに、少なくとも１つの追加のＵＬ送信機会のうちの１つ以上の間に
、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、保留中のＵＬデータの少な
くとも一部をｅＮｏｄｅＢに送信させるように更に構成することができる。いくつかの実
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施形態では、処理回路は、無線通信デバイスに、ＣＣＡが非ライセンスＲＦ帯域の少なく
とも一部分が送信のために利用可能でないと示した時には、バックオフ時間周期にわたっ
て待機した後に、１つ以上の追加のＵＬ送信機会の間、非ライセンスＲＦ帯域の少なくと
も一部分についてのＣＣＡを反復させる、ように更に構成されている。いくつかの実施形
態では、処理回路は、無線通信デバイスに、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分が
送信のために利用可能でないないことを１つ以上の追加のＵＬ送信機会の間に試行された
全てのＣＣＡが示した時には、ＵＬ送信の失敗を判定させる、ように更に構成されている
。いくつかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢから受信したＤＣＩは、１つ以上の追加のＵＬ
送信機会を示す。
【０１１６】
　いくつかの実施形態では、ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域及び
非ライセンスＲＦ帯域における時間分割ベースの通信のための方法は、無線通信デバイス
で実行され、ライセンスＲＦ帯域におけるプライマリセル（primary cell：Ｐｃｅｌｌ）
のプライマリコンポーネントキャリア（primary component carrier：ＰＣＣ）を使用し
て、無線ネットワークの無線通信デバイスとｅＮｏｄｅＢとの間の接続を確立することと
、ｅＮｏｄｅＢから、ＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、非ライセンスＲＦ帯域におけるセカ
ンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポーネントキャリア（seco
ndary component carrier：ＳＣＣ）を介した少なくとも１つの次のダウンリンク（downl
ink：ＤＬ）データ送信を示すダウンリンク制御情報（downlink control information：
ＤＣＩ）を受信することと、ｅＮｏｄｅＢから、非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌ
ｌのＳＣＣを介して、ＤＬデータ送信の少なくとも一部分を受信することと、ＤＬデータ
送信の少なくとも一部分を受信したことに応じて、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌ
ｌのＰＣＣを介して、制御メッセージをｅＮｏｄｅＢに送信することと、のうちの１つ以
上を含む。いくつかの実施形態では、制御メッセージは、ＤＬデータ送信の一部分の受信
が成功したと無線通信デバイスが判定した時には、ハイブリッド自動再送要求（hybrid a
utomatic repeat request：ＨＡＲＱ）肯定応答（acknowledgement：ＡＣＫ）メッセージ
を含む。いくつかの実施形態では、制御メッセージは、ＤＬデータ送信の一部分の受信が
成功しなかったと無線通信デバイスが判定した時には、ハイブリッド自動再送要求（hybr
id automatic repeat request：ＨＡＲＱ）否定応答（negative acknowledgement：ＮＡ
ＣＫ）メッセージを含む。いくつかの実施形態では、ＤＣＩは更に、ライセンスＲＦ帯域
におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介した少なくとも１つのＤＬデータ送信を示し、当該方法
は、ｅＮｏｄｅＢから、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、ＤＬ
データ送信の少なくとも第２の部分を受信することと、ＤＬデータ送信の少なくとも第２
の部分を受信したことに応じて、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介し
て、第２の制御メッセージをｅＮｏｄｅＢに送信することと、を更に含む。
【０１１７】
　いくつかの実施形態では、ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域及び
非ライセンスＲＦ帯域における時間分割ベースの通信のための方法は、無線通信デバイス
で実行され、（ａ）ライセンスＲＦ帯域におけるプライマリセル（primary cell：Ｐｃｅ
ｌｌ）のプライマリコンポーネントキャリア（primary component carrier：ＰＣＣ）を
使用して、無線ネットワークの無線通信デバイスとｅＮｏｄｅＢとの間の接続を確立する
ことと、（ｂ）ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、ｅＮｏｄｅＢ
への送信のために利用可能な保留中のアップリンク（uplink：ＵＬ）データを示すスケジ
ューリング要求（scheduling request：ＳＲ）メッセージを送信することと、（ｃ）ｅＮ
ｏｄｅＢから、ＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、非ライセンスＲＦ帯域のセカンダリセル（
secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）におけるセカンダリコンポーネントキャリア（secondary 
component carrier：ＳＣＣ）を介した１つ以上の次のＵＬ送信機会を示すダウンリンク
制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）を受信することと、（ｄ）ＵＬ送信
機会のうちの１つの間に、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分についてのクリアチ
ャネル評価（clear channel assessment：ＣＣＡ）を実行することと、（ｅ）非ライセン
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スＲＦ帯域の少なくとも一部分が送信のために利用可能であることをＣＣＡが示した時に
は、非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介して、保留中のＵＬデータの
少なくとも一部分をｅＮｏｄｅＢに送信することと、のうちの１つ以上を含む。いくつか
の実施形態では、方法は、無線通信デバイスが、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部
分が送信のために利用可能でないとＣＣＡが最初に示した時には、バックオフ時間周期に
わたって待機した後に、ＵＬ送信機会のうちの１つの間、非ライセンスＲＦ帯域の少なく
とも一部分についてのＣＣＡを反復すること、を更に含む。いくつかの実施形態では、無
線通信デバイスは、ＵＬ送信機会のうちの１つの間に、試行されるそれぞれの連続するＣ
ＣＡの間のバックオフ時間周期を増大させる。いくつかの実施形態では、ＬＴＥ－Ｕ対応
無線通信デバイスは、ＵＬ送信機会のうちの１つの間に、試行されるそれぞれの連続する
ＣＣＡのための時間周期を最大長ＣＣＡ時間周期しきい値まで増大させる。いくつかの実
施形態では、ＤＣＩは、非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介した複数
の次のＵＬ送信機会を示す。いくつかの実施形態では、方法は、無線通信デバイスが、非
ライセンスＲＦ帯域が、ＵＬ送信機会のうちの１つの間の送信のために利用可能ではない
時には、複数の次のＵＬ送信機会のうちの第２の間、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも
一部分についてのＣＣＡを反復することと、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分が
、複数の次のＵＬ送信機会のうちの第２の間の送信のために利用可能であることをＣＣＡ
が示した時には、非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介して、保留中の
ＵＬデータの少なくとも一部分をｅＮｏｄｅＢに送信することと、を更に含む。いくつか
の実施形態では、方法は、無線通信デバイスが、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部
分が送信のために利用可能であることをＣＣＡが示した時には、非ライセンスＲＦ帯域に
おけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介して、保留中のＵＬデータの少なくとも一部分と共にプリ
アンブルをｅＮｏｄｅＢに送信すること、を更に含む。いくつかの実施形態では、プリア
ンブルは、保留中のＵＬデータの少なくとも一部分に先行する。いくつかの実施形態では
、プリアンブルは、保留中のＵＬデータの少なくとも一部分の一部として送信される。い
くつかの実施形態では、無線通信デバイスは、プリアンブルを送信して、保留中のＵＬデ
ータの少なくとも一部分の送信のために非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分を確保
する。いくつかの実施形態では、無線通信デバイスは、ｅＮｏｄｅＢにプリアンブルを送
信して、時間同期及び周波数同期のうちの少なくとも１つを実行するためにｅＮｏｄｅＢ
を支援する。いくつかの実施形態では、ＤＣＩは、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌ
ｌのＰＣＣを介した少なくとも１つの追加のＵＬ送信機会を示し、無線通信デバイスは、
少なくとも１つの追加のＵＬ送信機会のうちの１つ以上の間に、ライセンスＲＦ帯域にお
けるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、保留中のＵＬデータの少なくとも一部をｅＮｏｄｅＢ
に送信する。いくつかの実施形態では、方法は、無線通信デバイスが、ＣＣＡが非ライセ
ンスＲＦ帯域の少なくとも一部分が送信のために利用可能でないと示した時には、バック
オフ時間周期にわたって待機した後に、１つ以上の追加のＵＬ送信機会の間、非ライセン
スＲＦ帯域の少なくとも一部分についてのＣＣＡを反復させること、を更に含む。いくつ
かの実施形態では、方法は、無線通信デバイスが、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一
部分が送信のために利用可能でないないことを１つ以上の追加のＵＬ送信機会の間に試行
された全てのＣＣＡが示した時には、Ｕｌ送信の失敗を判定すること、を更に含む。いく
つかの実施形態では、ｅＮｏｄｅＢから受信したＤＣＩは、１つ以上の追加のＵＬ送信機
会を示す。
【０１１８】
　いくつかの実施形態では、非一時的コンピュータ可読媒体は、無線通信デバイスの１つ
以上のプロセッサにより実行された時に、無線通信デバイスに、ライセンス無線周波数（
radio frequency：ＲＦ）帯域におけるプライマリセル（primary cell：Ｐｃｅｌｌ）の
プライマリコンポーネントキャリア（primary component carrier：ＰＣＣ）を使用して
、無線ネットワークの無線通信デバイスとｅＮｏｄｅＢとの間の接続を確立させ、ｅＮｏ
ｄｅＢから、ＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、非ライセンスＲＦ帯域におけるセカンダリセ
ル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポーネントキャリア（secondary co
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mponent carrier：ＳＣＣ）を介した少なくとも１つの次のダウンリンク（downlink：Ｄ
Ｌ）データ送信を示すダウンリンク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）
を受信させ、ｅＮｏｄｅＢから、非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介
して、ＤＬデータ送信の少なくとも一部分を受信させ、ＤＬデータ送信の少なくとも一部
分を受信したことに応じて、ライセンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、
制御メッセージをｅＮｏｄｅＢに送信させる、実行可能命令を記憶する。
【０１１９】
　いくつかの実施形態では、非一時的コンピュータ可読媒体は、無線通信デバイスの１つ
以上のプロセッサにより実行された時に、無線通信デバイスに、ライセンス無線周波数（
radio frequency：ＲＦ）帯域におけるプライマリセル（primary cell：Ｐｃｅｌｌ）の
プライマリコンポーネントキャリア（primary component carrier：ＰＣＣ）を使用して
、無線ネットワークの無線通信デバイスとｅＮｏｄｅＢとの間の接続を確立させ、ライセ
ンスＲＦ帯域におけるＰｃｅｌｌのＰＣＣを介して、ｅＮｏｄｅＢへの送信のために利用
可能な保留中のアップリンク（uplink：ＵＬ）データを示すスケジューリング要求（sche
duling request：ＳＲ）メッセージを送信させ、ｅＮｏｄｅＢから、ＰｃｅｌｌのＰＣＣ
を介して、非ライセンスＲＦ帯域のセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセ
カンダリコンポーネントキャリア（secondary component carrier：ＳＣＣ）を介した１
つ以上の次のＵＬ送信機会を示すダウンリンク制御情報（downlink control information
：ＤＣＩ）を受信させ、ＵＬ送信機会のうちの１つの間に、非ライセンスＲＦ帯域の少な
くとも一部分についてのクリアチャネル評価（clear channel assessment：ＣＣＡ）を実
行させ、非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分が送信のために利用可能であることを
ＣＣＡが示した時には、非ライセンスＲＦ帯域におけるＳｃｅｌｌのＳＣＣを介して、保
留中のＵＬデータの少なくとも一部分をｅＮｏｄｅＢに送信させる、実行可能命令を記憶
する。
【０１２０】
　前述の説明では、本発明者らは「いくつかの実施形態」に言及している。「いくつかの
実施形態」とは、可能な全ての実施形態のサブセットについて説明しているが、必ずしも
実施形態の同じサブセットを指定するわけではないことに留意されたい。
【０１２１】
　記載された実施形態の様々な態様、実施形態、実装形態、又は特徴は、個別に又は任意
の組み合わせで用いることができる。更には、説明される実施形態の一部の態様は、ソフ
トウェア、ハードウェア、又はハードウェアとソフトウェアとの組み合わせによって実施
することができる。説明される実施形態はまた、非一時的コンピュータ可読媒体上に記憶
されるコンピュータプログラムコードとしても具現化することができる。このコンピュー
タ可読媒体は、コンピュータ又はコンピュータシステムによって後に読み出すことが可能
なデータを記憶することができる、任意のデータ記憶デバイスに関連付けることができる
。コンピュータ可読媒体の例としては、読み出し専用メモリ、ランダムアクセスメモリ、
ＣＤ－ＲＯＭ、ソリッドステートディスク（ＳＳＤ、又はフラッシュ）、ＨＤＤ、ＤＶＤ
、磁気テープ、及び光学的データ記憶デバイスが挙げられる。コンピュータ可読媒体はま
た、コンピュータプログラムコードを分散方式で実行され得るように、ネットワーク結合
されたコンピュータシステム上に分散させることもできる。
【０１２２】
　前述の説明では、記述する実施形態の完全な理解をもたらすために、説明を目的として
特定の専門用語を使用した。しかしながら、それらの具体的詳細の一部は、説明される実
施形態を実践するために必須のものではないことが、当業者には明らかとなるであろう。
それゆえ、上述の具体的な実施形態の説明は、例示及び説明の目的のために、本明細書で
提示される。これらの説明は、網羅的、包括的であることも、又は、説明される実施形態
を、開示される厳密な形態若しくは詳細に限定することも意図するものではない。上記の
教示を鑑みて、本開示の趣旨及び範囲から逸脱することなく、多くの修正形態及び変形形
態が可能であることが、当業者には明らかとなるであろう。
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【手続補正書】
【提出日】平成29年8月2日(2017.8.2)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線通信デバイスであって、
　セルラー無線サブシステムと、
　無線ローカルエリアネットワーク（ＷＬＡＮ）無線サブシステムと、
　前記セルラー無線サブシステム及び前記ＷＬＡＮ無線サブシステムに通信可能に結合さ
れた処理回路であって、前記処理回路は、前記無線通信デバイスに、
　　ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域におけるプライマリセル（pri
mary cell：Ｐｃｅｌｌ）のプライマリコンポーネントキャリア（primary component car
rier：ＰＣＣ）を使用して、前記無線通信デバイスと無線ネットワークのｅＮｏｄｅＢと
の間の接続を確立させ、
　　前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記ｅＮｏ
ｄｅＢへの送信のために利用可能な保留中のアップリンク（uplink：ＵＬ）データを示す
スケジューリング要求（scheduling request：ＳＲ）メッセージを送信させ、
　　前記ｅＮｏｄｅＢから、前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、非ライセンスＲＦ帯
域のセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポーネントキャリ
ア（secondary component carrier：ＳＣＣ）を介した１つ以上の次のＵＬ送信機会を示
すダウンリンク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）を受信させ、



(60) JP 2018-504838 A 2018.2.15

　　前記ＵＬ送信機会のうちの１つの間に、前記非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部
分についてのクリアチャネル評価（clear channel assessment：ＣＣＡ）を実行させ、
　　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能であるこ
とを前記ＣＣＡが示した時には、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前
記ＳＣＣを介して、前記保留中のＵＬデータの少なくとも一部分を前記ｅＮｏｄｅＢに送
信させる、
　ように構成されている、処理回路と、
　を備える、無線通信デバイス。
【請求項２】
　前記処理回路が、前記無線通信デバイスに、
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能ではないと
前記ＣＣＡが最初に示した時には、バックオフ時間周期にわたって待機した後に、前記Ｕ
Ｌ送信機会のうちの前記１つの間、前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分に
ついての前記ＣＣＡを反復させる、ように更に構成されている、請求項１に記載の無線通
信デバイス。
【請求項３】
　前記処理回路は、前記無線通信デバイスに、前記ＵＬ送信機会のうちの前記１つの間に
、試行されるそれぞれの連続するＣＣＡの間の前記バックオフ時間周期を増大させるよう
に更に構成されている、請求項２に記載の無線通信デバイス。
【請求項４】
　前記処理回路は、前記無線通信デバイスに、前記ＵＬ送信機会のうちの前記１つの間に
、試行されるそれぞれの連続するＣＣＡについての時間周期を最大長ＣＣＡ時間周期しき
い値まで増大させるように更に構成されている、請求項２に記載の無線通信デバイス。
【請求項５】
　前記ＤＣＩは、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記ＳＣＣを介し
た複数の次のＵＬ送信機会を示し、
　前記処理回路が、前記無線通信デバイスに、
　　前記非ライセンスＲＦ帯域が、前記ＵＬ送信機会のうちの前記１つの間の送信のため
に利用可能でない時には、前記複数の次のＵＬ送信機会のうちの第２の間、前記非ライセ
ンスＲＦ帯域の少なくとも一部分についての前記ＣＣＡを反復させ、
　　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が、前記複数の次のＵＬ送信機会
のうちの前記第２の間の送信のために利用可能であることを前記ＣＣＡが示した時には、
前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記ＳＣＣを介して、前記保留中の
ＵＬデータの少なくとも一部分を前記ｅＮｏｄｅＢに送信させる、
　ように更に構成されている、請求項１に記載の無線通信デバイス。
【請求項６】
　前記処理回路が、前記無線通信デバイスに、
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能であること
を前記ＣＣＡが示した時には、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記
ＳＣＣを介して、前記保留中のＵＬデータの前記少なくとも一部分と共にプリアンブルを
前記ｅＮｏｄｅＢに送信させる、ように更に構成されている、請求項５に記載の無線通信
デバイス。
【請求項７】
　前記無線通信デバイスは、前記プリアンブルを送信して、前記保留中のＵＬデータの前
記少なくとも一部分の送信のために前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分を
確保する、請求項６に記載の無線通信デバイス。
【請求項８】
　前記無線通信デバイスは、前記ｅＮｏｄｅＢに前記プリアンブルを送信して、時間同期
及び周波数同期のうちの少なくとも１つを実行するために前記ｅＮｏｄｅＢを支援する、
請求項６に記載の無線通信デバイス。
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【請求項９】
　前記ＤＣＩは、前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介した
少なくとも１つの追加のＵＬデータ送信機会を示し、前記処理回路は、前記無線通信デバ
イスに、
　前記少なくとも１つの追加のＵＬ送信機会のうちの１つ以上の間に、前記ライセンスＲ
Ｆ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記保留中のＵＬデータの少なく
とも一部を前記ｅＮｏｄｅＢに送信させるように更に構成されている、請求項１に記載の
無線通信デバイス。
【請求項１０】
　前記処理回路が、前記無線通信デバイスに、
　前記ＣＣＡが前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可
能でないと示した時には、バックオフ時間周期にわたって待機した後に、１つ以上の追加
のＵＬ送信機会の間、前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分についての前記
ＣＣＡを反復させる、ように更に構成されている、請求項１に記載の無線通信デバイス。
【請求項１１】
　前記処理回路が、前記無線通信デバイスに、
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能でないこと
を前記１つ以上の追加のＵＬ送信機会の間に試行された全てのＣＣＡが示した時には、Ｕ
Ｌ送信の失敗を判定させる、ように更に構成されている、請求項１０に記載の無線通信デ
バイス。
【請求項１２】
　前記ｅＮｏｄｅＢから受信した前記ＤＣＩは、前記１つ以上の追加のＵＬ送信機会を示
す、請求項１０に記載の無線通信デバイス。
【請求項１３】
　ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域及び非ライセンスＲＦ帯域にお
ける時間分割ベースの通信のための方法であって、前記方法は、
　無線通信デバイスにより、
　前記ライセンスＲＦ帯域におけるプライマリセル（primary cell：Ｐｃｅｌｌ）のプラ
イマリコンポーネントキャリア（primary component carrier：ＰＣＣ）を使用して、前
記無線通信デバイスと無線ネットワークのｅＮｏｄｅＢとの間の接続を確立することと、
　前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記ｅＮｏｄ
ｅＢへの送信のために利用可能な保留中のアップリンク（uplink：ＵＬ）データを示すス
ケジューリング要求（scheduling request：ＳＲ）メッセージを送信することと、
　前記ｅＮｏｄｅＢから、前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記非ライセンスＲＦ
帯域のセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポーネントキャ
リア（secondary component carrier：ＳＣＣ）を介した１つ以上の次のＵＬ送信機会を
示すダウンリンク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）を受信することと
、
　前記ＵＬ送信機会のうちの１つの間に、前記非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分
についてのクリアチャネル評価（clear channel assessment：ＣＣＡ）を実行することと
、
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能であること
を前記ＣＣＡが示した時には、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記
ＳＣＣを介して、前記保留中のＵＬデータの少なくとも一部分を前記ｅＮｏｄｅＢに送信
することと、
　を含む方法。
【請求項１４】
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能でないと前
記ＣＣＡが最初に示した時には、バックオフ時間周期にわたって待機した後に、前記ＵＬ
送信機会のうちの前記１つの間、前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分につ
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いての前記ＣＣＡを反復すること、を更に含む、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記無線通信デバイスは、前記ＵＬ送信機会のうちの前記１つの間に、試行されるそれ
ぞれの連続するＣＣＡの間の前記バックオフ時間周期を増大させる、請求項１４に記載の
方法。
【請求項１６】
　前記無線通信デバイスは、前記ＵＬ送信機会のうちの前記１つの間に、試行されるそれ
ぞれの連続するＣＣＡのための時間周期を最大長ＣＣＡ時間周期しきい値まで増大させる
、請求項１４に記載の方法。
【請求項１７】
　前記ＤＣＩは、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記ＳＣＣを介し
た複数の次のＵＬ送信機会を示し、
　前記非ライセンスＲＦ帯域が、前記ＵＬ送信機会のうちの前記１つの間の送信のために
利用可能ではない時には、前記複数の次のＵＬ送信機会のうちの第２の間、前記非ライセ
ンスＲＦ帯域の少なくとも一部分についての前記ＣＣＡを反復することと、
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が、前記複数の次のＵＬ送信機会の
うちの前記第２の間の送信のために利用可能であることを前記ＣＣＡが示した時には、前
記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記ＳＣＣを介して、前記保留中のＵ
Ｌデータの少なくとも一部分を前記ｅＮｏｄｅＢに送信することと、
　を更に含む、請求項１３に記載の方法。
【請求項１８】
　前記ＤＣＩは、前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介した
少なくとも１つの追加のＵＬデータ送信機会を更に示し、前記方法は、
　前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記少なくと
も１つの追加のＵＬ送信機会のうちの１つ以上の間に、前記保留中のＵＬデータの少なく
とも一部を前記ｅＮｏｄｅＢに送信すること、を更に含む、請求項１３に記載の方法。
【請求項１９】
　前記ＣＣＡが前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可
能でないと示した時には、バックオフ時間周期にわたって待機した後に、１つ以上の追加
のＵＬ送信機会の間、前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分についての前記
ＣＣＡを反復させること、を更に含む、請求項１３に記載の方法。
【請求項２０】
　実行可能命令を記憶する非一時的コンピュータ可読媒体であって、前記実行可能命令は
、無線通信デバイスの１つ以上のプロセッサにより実行された時に、前記無線通信デバイ
スに、
　ライセンス無線周波数（radio frequency：ＲＦ）帯域におけるプライマリセル（prima
ry cell：Ｐｃｅｌｌ）のプライマリコンポーネントキャリア（primary component carri
er：ＰＣＣ）を使用して、前記無線通信デバイスと無線ネットワークのｅＮｏｄｅＢとの
間の接続を確立させ、
　前記ライセンスＲＦ帯域における前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、前記ｅＮｏｄ
ｅＢへの送信のために利用可能な保留中のアップリンク（uplink：ＵＬ）データを示すス
ケジューリング要求（scheduling request：ＳＲ）メッセージを送信させ、
　前記ｅＮｏｄｅＢから、前記Ｐｃｅｌｌの前記ＰＣＣを介して、非ライセンスＲＦ帯域
のセカンダリセル（secondary cell：Ｓｃｅｌｌ）のセカンダリコンポーネントキャリア
（secondary component carrier：ＳＣＣ）を介した１つ以上の次のＵＬ送信機会を示す
ダウンリンク制御情報（downlink control information：ＤＣＩ）を受信させ、
　前記ＵＬ送信機会のうちの１つの間に、前記非ライセンスＲＦ帯域の少なくとも一部分
についてのクリアチャネル評価（clear channel assessment：ＣＣＡ）を実行させ、
　前記非ライセンスＲＦ帯域の前記少なくとも一部分が送信のために利用可能であること
を前記ＣＣＡが示した時には、前記非ライセンスＲＦ帯域における前記Ｓｃｅｌｌの前記
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ＳＣＣを介して、前記保留中のＵＬデータの少なくとも一部分を前記ｅＮｏｄｅＢに送信
させる、
　非一時的コンピュータ可読媒体。
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【要約の続き】
域におけるｅＮｏｄｅＢを確保し、そこに送信する前に、クリアチャネル評価を実行する。
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